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国際協力•国際保健に関心を持つ皆さん

21世紀の国際協力と国際保健のキーワード=「参力卩型労働•生活改善活動」を、メコンデルタ地帯でベトナム人学 

生たちといっしょに学びませんか！

現在、さまざまな参加型理論があります。ひとによってことばの使い方もまちまちです。

メコンデルタ地帯で大きな成功を収めている参加型手法は,PRAやPLAと呼ばれる専門的な手法とはやや趣を 

異にします。地元の改善事例に学ぶ。経験を交流する。自分で改善提案を立案し、皆で評価していぐ.そして、改善 

を継続させ、発展させるという民衆の自発性に基づく参加型活動です。

このトレーニングは、ベトナムカント省労働衛生環境センター (ECHO)が企画し、すべてベトナム人学生らhの共 

同作業で行ない^す。第一部は,WISE (Work Improvement in small Enterprises:小規模工場での参加型労働 

安全衛生改善トレーニング)です。工場訪問、チェックリスト実習、そして、現場にあるよい改善事例に着目しながら、 

働きやすい職場作りのための改善提案を,グループワークを通じて体験します.

後半のプログラムでは、両国の参加者が農民のファシリテイター(助言者)となり、WINDトレーニング(Work 
Improvement in Neighborfood Development:農村労働生活改善プログラム)を企画します。/□ンデルタの農村 

で、地元の農民たちと一緒に、生き生きと労働•生活改善案を作り上げていぐ7°ロセスはとても感動的です。

このようなベトナム人との共同体験を通じ、私たちは、「草の根国際協力」とは何かを学びたいとも考えています。 

これまでの日本の「国際援助」に、ときとして批判の目が向けられました。それは、「援助」という一方的なモノと金の 

流れのなかに、「学びあう視点」が足りなかったからではないでしょうか。このスタディ•ツァーのなかで体験するベトナ 

ム人との「参加型手法の学びあい」は、民衆との実践的かつ継続的な国際協力活動に貴重な視座を与えてくれるで 

しょう。メコンデルタの熱い風を肌で感じてみませんか？皆さんのご応募を心からお待ちしています。 

【研修の目的】研修の目的は以下三点にまとめられます。

1. ベトナムメコンデルタ地帯の参加型労働生活改善トレーニングから学ぶ。

2. 日本とベトナム参加者の考えや経験の交流をはかる。

3. 日本でも参加型活動を取り入れ発展させる。

［研修期間】2002年3月23日(土)〜3月31日(日)8泊9日

(3月23日午後4時タンソンニャット空港集合、31日現地解散)

【対象者】国際協力•国際保健に興味があり、ベトナムメデルタ地帯の参加型労働•生活改善トレーニングを積 

極的に学びたいと考えている人

【募集人員】15名(定員になり次第締め切ります。募集期限は12月一杯とします。)

【参加費用】800USWレ(往復航空券、VISA、パスポート申請料金、災害保険料は含まれません。参加費用に含 

まれるものは、宿泊費、1日3食の食事、現地での交通手段、会議研修費です。ECHOの事業資金援助のための 

カンパを含みます。)

【参加条件】参加者は中学卒業程度の英会話を話せる；とが条件です。経験ある運営委員会スタッフおよび現地 

スタッフが研修につきそい、参加者の安全を確保し、突発的な事故•災害予防に努力しますが、海外滞在中の責任 

は自分自身で負うことが条件です。
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特集/ILOの〇 SH-MSガイドライン

労働安全衛生マネジメンh 
システ厶に関するガイドライン

標記については、10月号で「専門家会合の報告」を紹介したが、今回はガイドライン 

本文を厚生労働省安全衛生部国際室訳(平成13年10月)でご紹介する。

前文

1事業場レベルでの危険有害要因及びリスクの 

低減並びに生産性向上に係る労働安全衛生マネ 

ジメントシステム(OSHMS)を導入することの実際 

的な効果については、現在、政府、使用者及び労 

働者によって認識されている。

この〇SHMSについてのガイドラインは、国際 

労働機関(ILO)の三者構成の各構成員により、 

国際的に合意され、明確にされた原理を踏まえ、 

ILOにより策定された。この三者構成による対応 

は、事業場で持続可能な安全文化を育成する際 

に、活力、弾力性及び適切な基礎を提供するもの 

である。このように、ILOは、OSHMSについての 

自主的なガイドラインを策定したが、これは、ILO 
の存在意義及び労働者の安全と健康を確保する 

にふさわしい手段を示すものである。

このガイドラインに記載された実用的な勧告は、 

労働安全衛生管理に責任を有するすべての者が 

使用することを意図したものである。また、このガ 

イドラインは、法的な拘束力を持つものではなぐ 

国の法令や基準に置き換えることを意図したもの 

でもない。さらに、その適用において、認証を求め 

るものでもない。

使用者は、労働安全衛生について組織的に対 

応することについて責任を負っており、また、義務 

を負っている。OSHMSを実施することは、この義 

務を全うするための一つの有力な手段である。ILO 
は、このガイドラインを、実践的な手法として設計 

したが、これは、安全衛生(OSH)の実施状況の継 

続的な改善を達成する手段を提示することで、事 

業場や権限のある機関を支援しようとするもので 

ある。

1.目的

1.1. 本ガイドラインの目的は、危険有害要因から 

労働者を保護し、作業に関連した負傷、不健康、 

職業性疾病、事故及び死亡災害の根絶に寄与 

することである。

1.2. 国レベルでの本ガイドラインの目的は、次の 

とおりである。

(a)国の〇SHMSの枠組みの確立に使用される 

こと。なお、その枠組みは、国内法令の裏付け 

を得ていることが望ましいこと。

2安全センター情報2001年12月号



(b) OSHの実施状況の継続的な改善につながる 

ように、規則•基準との整合性を強めるための自 

主的な仕組みの開発のための手引きを提供す 

ること。

(c) OSHMSに関する国のガイドライン並びに事 

業場の規模及び事業内容に応じてその事業場 

が実際に必要とするOSHMSに関する業種別• 

規模別ガイドラインの開発のための手弓Iきを提 

供すること。

1.3.事業場レベルでの本ガイドラインは、次のこ 

とを意図している。

(a) 方針及びマネジメントの仕組みに係る項目と 

して事業場のOSHMSの各要素を統合する際 

の手引きを提供すること。

(b) 事業場のすべての者、特に使用者、所有者、 

管理スタッフ、労働者及びその代表者に対し、 

OSHの実施状況の継続的な改善のための適切 

なOSHマネジメントの原則及び方法の適用を動 

機付けること。

〇国の労働安全衛生マネジメント 
システ厶の枠組み

2.1. 国の方針

2.1.1. 適当なときは、権限のある機関が指名され、 

当該機関が事業場におけるOSHMSの構築及 

び実施に当たっての一貫した方針の策定、実施 

及び定期的な見直しを行うこと。また、この際、 

最も代表的な使用者団体及び労働者団体、適 

当なときは、その他の関係団体の意見を聴くも 

のとすること。

2.1.2. OSHMSについての国としての方針は、次 

の目的のため、一般原則及び手続きを定めた 

ものであること。

(a) 事業場のすべての管理の一環として〇SHMS 
の実施及び統合を促進すること。

(b) 国及び事業場レベルでのOSH活動の体系的 

な特定、計画、実施及び改善のための自主的 

な仕組みを推進し、及び改善すること。

(c) 事業場レベルでの労働者及びその代表者の 

参加を促進すること。

(d) 不必要な官僚主義、管理及び費用を避けな 

がら継続的な改善を実施すること。

(e) 労働監督機関、労働安全衛生サービス機関. 

その他のサービス機関による、事業場レベルで 

の〇 SHMSの協力支援の仕組みを促進すると 

ともに、これらの活動をOSHマネジメントの一貫 

した枠組みの中に組み入れるようにすること。

(f) 適当な間隔で国の方針及び枠組みの効果を 

評価すること。

(g) 適当な方法により、OSHMS及びその実施の 

効果を評価し、公表すること。

(h) 事業場に直接雇用されている労働者(臨時の 

労働者を含む。)に適用される安全衛生の要求 

事項と同様のものが請負事業者及びその労働 

者に適用されることを確保すること。

2.1.3. 権限のある機関は、国の方針とその実施 

の仕組みとの間に整合性を持たせる視点に立 

ち、次の目的のため、OSHMSについての国の 

枠組みを確立すること。

(a) 国の方針を実施するための様々な機関の各 

機能や責任を特定し、確立するとともに、各機関 

の間の必要な協力を確保するための仕組みづ 

くりを行うこと。

(b) 事業場におけるOSHMSの自主的な適用及 

び体系的な実施に関する国のガイドラインを公 

表し、定期的に見直しを行うこと。

(c) 適当なときは、OSHMSに関する業種別•規 

模別ガイドラインの準備及び促進に責任のある 

機関の指定及びそれぞれの責任内容について 

の基準を定めること。

(d) 手引きが使用者、労働者及びその代表者に 

利用でき、国の方針が活かせることを確保する 

こと。

2.1.4. 権限のある機関は、事業場がOSHMSを 

実施することを奨励し、支援するため、仕組みを 

定め、労働監督機関、OSHサービス機関、公的 

私的なサ_ビス機関、医療機関を含めたOSH 
に係る機関に対し、技術的に適切な手引きを提 

供すること。

安全センター情報2001年12月号3



ILOのOSH-MSガイドライン

図1.OSHMSの枠組み要素

2.2.国のガイドライン

2.2.1. OSHMSの自主的な適用及び体系的な実 

施に関する国のガイドラインは、国内の実情及 

び国内慣行を考慮し、モデル(第3章)に基づき 

精査されること。

2.2.2. ILOのガイドライン、国のガイドライン及び 

業種別•規模別ガイドラインの間で整合性が確 

保されるとともに,事業場レベルで直接ILOの 

ガイドラインを適用すること又は業種別•規模別 

ガイドラインを適用することが選択できるように 

十分弾力的なものであること。

2.3.業種別■規模別ガイドライン

2.3.1. 業種別•規模別ガイドラインは、ILOガイド 

ラインの全般的な目的を反映しながら、国のガ 

イドラインの一般的な要素を含め、特に、次の 

事項を考慮しながら、事業場や事業場集団の特 

殊な実情や必要性を反映するようにして設計さ 

れること。

(a) その規模(大規模、中規模及び小規模)及び 

構造

(b) 危険有害要因の型及びリスクの程度

2.3.2. OSHMSの国の枠組み及びその基本要素 

の関係を図1に示す。

〇事業場における労働安全衛生マネジメ 

ントシステム

労働安全衛生は、国内法令に則った安全衛生

図2. OSHMSの主要素

の要求事項の遵守を含んだものであるとともに、 

使用者の責任であり、義務である。使用者は、事 

業場におけるOSH活動に強力なリーダーシップと 

責任を示すとともに、OSHMSの確立のための適 

切な仕組みづくりを行う。OSHMSは、図2に示さ 

れた主要な要素である「方針•組織化•計画及び実 

施•評価•改善措置」を含むものとする。

方針

3.1. 安全衛生方針

3.1.1. 使用者は、労働者及びその代表者の意見 

を聴き、文書で安全衛生方針(OSH方針)を定 

めること。OSH方針の要件は次のとおりである 

こと。

(a) 事業場に特有のものであり、事業場の規模 

及び事業内容にふさわしいものであること。

(b) 簡潔明瞭に記述され、日付印の記載があり、 

使用者又は事業場で最も上位の者の署名又は 

保証により有効とされるものであること。

(c) 職場のすべての労働者に伝えられ、容易に 

入手できるものであること。

(d) その適合性を継続して見直すことができるも 

のであること。

(e) 適当なときは、外部の関係者が利用できるも 

のであること。
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3.1.2. OSH方針は、最低限、事業場で認めた次 

の基本原則及び目的を含んでいること。

(a) 作業に関連した負傷、不健康、職業性疾病及 

び事故を防止することにより、事業場のすべて 

の者の安全と健康を確保すること。

(b) 安全衛生に関する国の法令、事業場の自主 

的安全衛生規程、労働協約の安全衛生条項、 

その他事業場が承認した安全衛生要件を遵守 

すること。

(c) 労働者及びその代表者が意見を聴かれると 

ともに、OSHMSのすべての要素に積極的に参 

加するよう奨励されることを確保すること。

(d) OSHMSの実施状況の継続的な改善を行う 

こと。

3.1.3. OSHMSは、事業場における他のマネジメ 

ントシステムと両立しうるものであるか、又はそ 

の中に統合されたものであること。

3.2.労働者の参加

3.2.1. 労働者の参加は、事業場におけるOSHMS 
の本質的な要素であること。

3.2.2. 使用者は、作業に関連するOSHのすべて 

の側面(緊急事態への対応の仕組みを含む。) 

について労働者及び安全衛生に関する労働者 

代表が意見を聴かれ、情報を与えられ、訓練を 

受けることを確保すること。

3.2.3. 使用者は、労働者及び安全衛生に関する 

労働者代表がOSHMSの組織化、計画の作成 

及びその実施、評価並びに改善措置の過程に 

積極的に参加するための時間及び経営資源を 

保有するような仕組みをつくること。

3.2.4. 使用者は、適当なときは、国内法令及び国 

内慣行に従って安全衛生委員会を設立するこ 

と、これを有効に機能させること及び安全衛生 

に関する労働者代表を承認することを確保する 

こと。

組織化

3.3.責任及び説明責任

3.3.1.使用者は、労働者の安全衛生の確保に全 

責任を負い、事業場のOSH活動にリーダーシッ

プを発揮すること。

3.3.2. 使用者及び上級管理者は、OSHMSの開 

発、実施及び運用並びに安全衛生目標(OSH 
目標)の達成のための責任、説明責任及び必 

要な権限を担当者に割り振ること。組織及び手 

続きの内容は、次のとおり定められること。

(a) 〇SHは、すべてのレベルで認知されているラ 

イン管理者の責任であることを確保すること。

(b) 事業場のすべての者に対し、安全衛生に係 

る危険有害要因及びリスクを特定し、評価し、又 

は管理する者の責任、説明責任及び権限を明 

確にし、通知すること。

(c) 必要に応じ、労働者の安全衛生が守られる 

ことを確保するための有効な監督を行こと。

(d) 事業場における労働者及びその代表者を含 

むすべての者の間の協力及び意思疎通を促し、 

その事業場のOSHMSの各要素を実施するこ 

と。

(e) 国のガイドライン、業種別•規模別ガイドライ 

ン、又は、適当なときは、事業場が承認した事業 

場安全衛生規程に示される〇 SHMSの原則を 

実施すること。

(f) 明確なOSH方針と測定可能なOSH目標を定 

め、実施すること。

(g) 作業に関係した危険有害要因及びリスクを特 

定するとともに、これを除去し、又は管理するた 

めの有効な仕組みを定め、職場の労働衛生対 

策を推進すること。

(h) 災害防止プログラム及び健康促進プログラ 

ムを定めること。

(i) OSH方針の実施に当たり労働者及びその代 

表者が完全に参加できる有効な仕組みを確保 

すること。

(j) 安全衛生の責任者(安全衛生委員会を含む。) 

がその機能を充分に発揮できることを確保する 

ための適正な経営資源を提供すること。

(k) 安全衛生委員会が存在する場合は、労働者 

及びその代表者が安全衛生委員会に完全に参 

加できるような有効な仕組みを確保すること。

3.3.3. 適当なときは、責任、権限及び説明責任を 

有する上級管理者レベルの者が次の目的のた
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めに指名されること。

(a) OSHMSの開発、実施、定期的な見直し及び 

評価。

(b) 上級管理者あての定期的なOSHMSの実施 

状況の報告。

(c) 事業場のすべての者の参加の促進。

3.4. 2能力及び教育•訓練

3.4.1. 使用者により必要なOSHに関する能力が 

特定され、また、すべての者が安全衛生に関す 

る義務及び責任を履行するための能力を有す 

ることを確保するための仕組みが定められ、維 

持されること。

3.4.2. 使用者は、作業に関連する危険有害要因 

及びリスクを特定し、これを除去し、又は管理す 

るための。 S Hに関する十分な能力及び 

OSHMSを実施するためのOSHに関する十分 

な能力を有するか、又は有することが可能な立 

場にいること。

3.4.3. 3.4.1の仕組みのもとで、教育•訓練のプロ 

グラムの要件は、次のとおりであること。

(a) 適当なときは、事業場のすべての者を対象と 

していること。

(b) 能力のある者により実施されること。

(c) 有効かつ適当な時期の初任時教育•訓練及 

び適当な間隔を置いた再教育•訓練を提供する 

こと。

(d) 参加者の理解度及び修得度を参加者自身で 

評価することを含んでいること。

(e) 定期的な見直しができること。見直しの対象に 

は、安全衛生委員会の機能(安全衛生委員会 

が存在する場合に限る。)並びに妥当性及び有 

効性を確保するために必要に応じて修正された 

教育•訓練プログラムを含むこと。

(f) 適当なときは、文書化され、また、事業場の規 

模及び事業内容に応じて文書化されること。

3.4.4. 教育•訓練は、可能な場合は、すべての参 

加者に対して費用を求めることなく行われまた、 

就業時間中に行われること。

3.5.労働安全衛生マネジメントシステ厶

文書類

3.5.1. 事業場の規模及び事業内容に従って、 

OSHMS文書が定められ、保存されること。

OSHMS文書は、次のものを対象とすること。

(a) 事業場のOSH方針及びOSH目標。

(b) OSHMSの実施のために割り振られた主要な 

OSHマネジメントの役割及び責任。

(c) 事業場の活動から起こる重要なOSHの危険 

有害要因及びリスク並びにそれらの除去及び 

管理のための仕組み。

(d) OSHMSの枠組みの中で用いられる仕組み、 

手順、指示書及びその他の内部文書。

3.5.2. OSHMS文書の要件は、次のとおりである 

こと。

(a) 明快な文章で記述され使用する者が理解で 

きる表現を用いたものであること。

(b) 定期的な見直しが行われ、必要に応じて改訂 

され、事業場のすべての関係者に伝えられ、容 

易に入手できるものであること。

3.5.3. OSH記録は、関係部署ごとに、また、事業 

場の必要に応じ、作成され、管理され、保存され 

ること。これらは、特定され、後からさかのぼる 

ことができ、保存期間が特定されること。

3.5.4. その秘密性を尊重されつつも、労働者は、 

作業環境や健康に関する記録を入手する権利 

を有すること。

3.5.5. OSH記録は、次のものを含むこと。

(a) OSHMSの実施に係る記録

(b) 作業に関連した負傷、不健康、職業性疾病、 

及び事故に係る記録

(c) OSHに関係する国内法令に基づく記録

(d) 労働者のばく露、作業環境の監視及び労働 

者の健康の監視に係る記録

(e) 日常的な調査の結果及び問題点に対する調 

査の結果

3.6.コミュニケーシヨン

3.6.1.コミュニケーションの仕組みと手順が定め 

られ、維持されること。その目的は、次のとおり 

であること。
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(a) OSHに関連した事業場内外とのコミュニケー 

ションについて、これを適切に受理し、文書化し、 

対応すること。

(b) OSHの情報について、事業場の関係レベル 

間及び関連職種間のコミュニケーションを確保 

すること。

(c) OSHに関する労働者及びその代表者の関心、 

考え及び情報提供が受け入れられ、検討され、 

対応されることを確保すること。

計画の作成及びその実施

3.7.初期調査

3.7.1. 事業場における既存のOSHMS及び関連 

の仕組みは、適当なときは、初期調査で評価さ 

れること。OSHMSが存在しない場合又は新設 

された事業場の場合には、初期調査は、

OSHMSの確立の際の基礎とすること。

3.7.2. 初期調査は、適当なときは、労働者及びそ 

の代表者の意見を聴きながら、能力を有する者 

により実施されること。初期調査の要件は、次の 

とおりであること。

(a) 現行の適用される国内法令、国のガイドライ 

ン、業種別•規模別ガイドライン、事業場が承認 

した自主的安全衛生規程等のOSHの要求事項 

及びその他の要求事項を特定すること。

(b) 現行の、又は計画中の作業環境及び作業組 

織から発生する安全衛生上の危険有害要因及 

びリスクを特定し、予知し、及び評価すること。

(c) 計画されている管理又は既存の管理が危険 

有害要因を除去し、又はリスクを管理するため 

に適当であるかどうか決定すること。

(d) 労働者の健康の監視から得られるデータを 

分析すること。

3.7.3. 初期調査の結果は、次によるものとするこ 

と。

(a) 文書化されること。

(b) OSHMSの実施に関する決定の基礎とする 

こと。

(c) 事業場のOSHMSの継続的改善が評価され 

る際のベースラインを提供すること。

3.8. 計画•開発•実施

3.8.1. 〇SH計画の作成の目的は、次の事項に役 

立つ〇 SHMSを確立すること。

(a) 最低限、国内法令の遵守。

(b) 事業場の〇SHMSの各要素の実施。

(c) OSHの実施状況の継続的改善。

3.8.2. 初期調査、その後の調査又はその他の利 

用可能なデータに基づき、適切なOSH計画を 

作成するための仕組みが定められること。この 

OSH計画の仕組みはJ乍業場の安全衛生の確 

保に寄与するものであり、次のものを含むこと。

(a) 事業場の安全衛生目標の明確な定義付け、 

優先順位付け及び、適当なときは、その定量化。

(b) 各目標達成のために、責任の所在及び、何 

を、誰が、いつ行うかを示した明確な実施基準 

を含む計画の準備。

(c) 目標達成を確認するための測定基準の選択。

(d) 適当なときは、人的、経済的及び技術的な支 

援を含めた経営資源の提供。

3.8.3. 事業場のOSH計画の仕組みは、本ガイド 

ラインの第3章に記載され図2で示されたように、 

すべてのOSHMSの要素の開発及び実施を対 

象と'すること。

3.9. 安全衛生目標

3.9.1.OSH方針との一貫性を保ちつつ、初期調 

査及びその後の調査に基づき、計測可能なOSH 
目標が定められること。OSHB標の要件は、次 

のとおりであること。

(a) 事業場に特有のものであり、事業場の規模 

及び事業内容にふさわしいこと。

(b) 適用される国内法令並びに〇SHに関連する 

事業場の技術上及び営業上の義務と矛盾しな 

いこと。

(c) 最善のOSHの実施状況を達成するため、労 

働者のOSHの確保の継続的な改善に重点を置 

いていること。

(d) 現実的であり、かつ、達成可能であること。

(e) 文書化され、事業場の全関係職種及び全関 

係レベルの者に伝えられること。
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(f)定期的な見直しが行われ、必要に応じ、改訂 

されること。

3.10.危険有害要因に対する対策

3.10.1. 防止対策及び管理対策

3.10.1.1. 危険有害要因及び労働者の安全と衛 

生に及ぼすリスクが継続して特定され、評価され 

ること。防止対策及び保護対策は、次の優先順 

位に従い実施されること。

(a) 危険有害要因及びリスクを除去すること。

(b) 工学的な管理又は組織的な対策を用い、危 

険有害要因及びリスクを発生源で管理すること。

(c) 経営上の管理対策を含めた安全作業システ 

ムを設計することにより危険有害要因及びリス 

クを最小限にすること。

(d) 集合的な対策によって危険有害要因及びリ 

スクを管理できない場合、使用者は、衣類を含 

めた適切な個人保護具を無料で支給し、それら 

を正しく使用し、管理することを確保するための 

対策を講じること。

3.10.1.2. 危険有害要因の除去及び管理の手順 

又は仕組みが定められること。これらの要件は、 

次のとおりであること。

(a) 事業場で起こりうる危険有害要因及びリスク 

に適用されること。

(b) 定期的に見直され、必要に応じ改正されるこ 

と。

(C)国内法令に適合し、好事例を反映しているこ 

と。

(d)労働監督機関、安全衛生サービス機関、適 

当なときは、その他のサービス機関等の機関か 

らの情報及び報告を含め最近の知見を考慮す 

ること。

3.10.2. 変更の管理

3.10.2.1.事業場内部の変更(スタッフの変更又 

は新しい工程、作業方法、組織構造、企業買収 

等による変更)及び外部の変化(国内法令の改 

正、組織の合併、OSHの知識•技術の進歩等 

による変化)によるOSHへの影響がこれらの変 

更又は変化の前に評価され、適切な防止措置 

力$講じられること。

3.10.2.2. 作業場の危険有害要因の特定及びリ 

スクの評価が作業方法、物質、工程、機械等の 

変更又は新たな導入に先立って実施されること。 

こうした評価は、労働者及びその代表者並びに、 

適当なときは、安全衛生委員会の意見を聴き、 

その関与を受けながら行われること。

3.10.2.3. 変更の決定については、事業場のす 

ベての影響を受ける者に適切に知らされ、これ 

らの者に必要な教育•訓練が適切に実施される 

ことが確保されること。

3.10.3. 緊急事態の防止並びにこれへの準備及

び対応

3.10.3.1. 緊急事態の防止並びにこれへの準備 

及び対応についての仕組みが定められ、維持 

されること。これらの仕組みは、災害や緊急事 

態の可能性を特定し、それに関連するOSHの 

リスクの防止に言及されていること。これらの仕 

組みは、事業場の規模及び事業内容に従って 

定められること。その要件は、次のとおりである 

こと。

(a) 現場の緊急事態の際にすべての者を保護す 

るため、必要な情報、内部の伝達事項及び協調 

が提供されることを確保すること。

(b) 関係の権限のある機関、近隣の者及び緊急 

サービス機関に必要な情報及び伝達事項を提 

供すること。

(c) 応急手当、医療援助、消火及び現場のすべ 

ての者の避難について言及すること。

(d) 緊急事態の防止並びにこれへの準備及び対 

応についての定例の教育•訓練を含め、関連の 

情報及び教育•訓練を事業場のすべてのレベ 

ルの者に提供すること。

3.10.3.2. 緊急事態の防止並びにこれへの準備 

及び対応についての仕組みは、外部の緊急サー 

ビス機関及び、可能な場合、他の団体との協力 

の下に定められること。

3.10.4. 調達
3.10.4.1.次の事項が確保されるように調達の手 

順が定められ、維持されること。

(a)事業場の安全衛生の要求事項を遵守するこ 

とが特記され、評価され、並びに購入及びリー
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スの仕様に組み込まれていること。

(b)国内法令及び事業場のOSHの要求事項が 

物品及びサービスの調達以前に特定されるこ 

と。

(C)それらの使用以前に要求事項に対する適合 

を達成するための仕組みづくりがなされているこ 

と。

3.10.5.契約
3.10.5.1. 事業場の安全衛生の要求事項又は少 

なくともこれと同等のものが請負事業者及びそ 

の労働者に適用されることを確保するために、 

仕組みが定められ、維持されること。

3.10.5.2. 現場で作業する請負事業者について 

の仕組みが次のように定められること。

(a) 請負事業者を評価し、選定するためのOSH 
に関する基準を含んでいること。

(b) 作業を開始するに当たり事業場と請負事業者 

の適切なレベル間のコミュニケーション及び協 

力関係を構築すること。これには、危険有害要 

因を通知するための項目及び危険有害要因に 

ついての防止対策及び管理対策が含まれるこ 

と。

(C)請負事業者の労働者がその事業場で作業中 

にこうむる作業に関連した負傷、不健康、職業 

性疾病及び事故の報告の仕組みを含めること。

(d) 作業を開始するに当たり、また、必要であれ 

ば、作業の進行に合わせて、請負事業者の労 

働者に作業現場の安全衛生に関する危険有害 

要因についての適切な意識及び教育•訓練を 

提供すること。

(e) 現場での請負事業者の活動におけるOSHの 

実施状況を定期的に調査すること。

(f) 現場のOSHの手順及び仕組みが請負事業 

者によって守られることを確保すること。

評価

3.11.実施状況の調査及び測定

3.11.1.OSHの実施状況を定期的に調査し、測 

定し、及び記録する手順が開発され、定められ、 

定期的に見直されること。管理組織の各レベル 

で測定についての責任、説明責任及び権限が 

害!!り振られること。

3.11.2. 実施状況についての指標が事業場の規 

模及び事業内容並びにOSH@標に応じて選定 

されること。

3.11.3. 事業場の必要性に応じて定性的で定量 

的な測定が考慮されること。測定の要件は、次 

のとおりであること。

(a)事業場において特定された危険有害要因及 

びリスク並びにOSH方針及びOSH1標に基づ 

くこと。

⑸使用者等による見直し(マネジメントレビュー) 

を含め、事業場の評価の過程に役立つこと。

3.11.4. 実施状況の調査及び測定の要件は、次 

のとおりであること。

(a) OSH方針及びOSH目標が実施され、リスク 

が管理されている程度を決定する手段として用 

いられること。

(b) 日常的な調査及び問題点に対する調査の両 

者を含めたものであり、作業に関連した負傷、不 

健康、職業性疾病及び事故の統計のみに基づ 

くものではないこと。

(C)記録されること。

3.11.5. 調査は、次のものを提供すること。

(a) OSHの実施状況のフィードバック。

(b) 危険有害要因及びリスクの特定並びにその 

防止及び管理のための日常の仕組みが適当で 

あるかどうか、及び効果的に実施されているか 

どうかを決定するための情報。

(c) 危険有害要因の特定の改善、リスクの管理

の改善及び〇 SHMSの改善についての決定の 

ための基礎。

3.11.6. 日常的な調査は、事前の対応のシステム 

を有するために必要な要素を含むとともに、次 

の項目を含むこと。

(a) 個別計画、定められた実施基準及び目標の 

到達度を調査すること。

(b) 作業システム、建物、機械装置及び設備を体 

系的に点検すること。

(c) 作業組織を含む作業環境を監視すること,

(d) 防止対策及び管理対策が効果的に行われて

いるかどうかを決定するために、適当なときは、
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健康障害の初期兆候又は初期症状発見のため 

の適切な医学調査又は追跡調査を通して、労働 

者の健康の監視を行うこと。

(e)適用される国内法令、労働協約及びその他 

その事業場が承認したOSHに関する約束事項 

に従うこと。

3.11.7.問題点に対する調査は、次の項目の特 

定、報告及び調査を含むこと。

(a) 作業に関連した負傷、不健康(全病欠記録の 

調査を含む。)、職業性疾病及び事故

(b) 企業資産の損傷等のその他の損失

(c) 不完全な安全衛生の実施状況及びOSHMS 
の欠陥個所

(d) 労働者のリハビリプログラム及び健康回復プ 

ログラム

作業に関連した負傷、不健康、職業性疾

3.12. 病及び事故並びに安全衛生の実施状況 

に及ぼす影響についての調査

3.12.1. 作業に関連した負傷、不健康、職業性疾 

病及び事故についての直接原因及び背景原因 

の調査は、OSHMSの不備を特定するものであ 

り、また、これらは、文書化されること。

3.12.2. この調査は、労働者及びその代表者の 

適切な参加を得て、能力を有する者により行わ 

れること。

3.12.3. この調査結果は、安全衛生委員会が存 

在する場合は、安全衛生委員会に伝えられ、安 

全衛生員会は、適切な勧告を行うこと。

3.12.4. 調査結果は、安全衛生委員会からの勧 

告と併せて、是正措置を担当する適切な者に伝 

えられるとともに、マネジメントレビューに含めら 

れ継続的な改善活動のために検討されること。

3.12.5. この調査に基づく改善措置は、作業に関 

'連した負傷、不健康、職業性疾病及び事故の再

発を防止するために実施されること。

3.12.6. 監督機関、社会保険機関等の外部の調 

査機関による報告は、その秘密性を考慮しなが 

ら、内部の調査と同様に実施されること。

3.13. 監査

3.13.1. OSHMS及びその要素が労働者の安全 

衛生を確保する上で適切に、充分に、かつ、有 

効に機能しているかどうかを決定するために、 

定期的な監査を行うための仕組みが定められ 

ること。

3.13.2. 監査の方針及びプログラムが開発され 

ること。これは、監査者の能力の指定、監査の 

範囲、頻度、方法及び報告を含むこと。

3.13.3. 監査は、事業場のOSHMSの各要素の 

評価、又は、適当なときは、こうした要素のいく 

つかをまとめたものの評価を含むこと。監査の 

範囲は、次のとおりであること。

(a) OSH方針
(b) 労働者の参加

(c) 責任及び説明責任

(d) 能力及び教育•訓練

(e) OSHMS文書類
(f) コミュニケーション

(g) 計画の作成、開発及びその実施

(h) 防止対策及び管理対策

(i) 変更の管理

(j) 緊急事態の防止並びにこれへの準備及び対 

応

(k) 調達
⑴契約

(m) 実施状況調査及び測定

(n) 作業に関連した負傷•不健康•職業性疾病•

事故の調査及び安全衛生を実施する際に与え 

る影響

(〇)監査

(p) マネジメントレビュー

(q) 防止措置及び是正措置

(r) 継続的な改善

(s) その他適当と思われる監査基準又は監査項 

g
3.13.4. 監査の結論は、実施されたOSHMSの要 

素又はこの要素のいくつかをまとめたものにつ 

いて、次の事項を勘案して決定されること。

(a) 事業場のOSH方針及びOSH目標を満たす 

ことについて有効であるかどうか。

(b) 完全な労働者の参加を促進することについ
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て有効であるかどうか。

(c) OSHの実施状況の評価及び以前の監査の 

結果に対応しているかどうか。

(d) 事業場が国内法令の遵守を達成することが 

可能かどうか。

(e) 継続的な改善及び最良のOSHの実施といっ 

た目的を全うしているかどうか。

3.13.5. 監査は、監査の対象となる活動から独立 

し、かつ、能力を有する内部又は外部の者によっ 

て行われること。

3.13.6. 監査の結果及び結論は、是正措置に責任 

のある者に伝えられること。

3.13.7. 監査者の選定及び結果の分析を含め、 

監査のすべての段階において、適当なときは、 

労働者の意見を聴くこと。

3.14.使用者等による見直し

3.14.1. 使用者等による見直し(マネジメントレ 

ビュー)の要件は、次のとおりであること。

(a) OSHMSの全般的な戦略が計画された目的 

に合致しているかどうか決定するためそれを評 

価すること。

(b) 事業場及び関係者(労働者及び規制当局を 

含む。)のすべての必要性を満たすための 

OSHMSの機能を評価すること。

(c) OSH方針及び〇SH目標を含め、OSHMSの 

変更の必要性を評価すること。

(d) 事業場のマネジメントの組織及び実施状況の 

測定の別の側面を取り入れることを含め、欠陥 

を適切な時期に是正するために必要な措置を 

特定すること。

(e) 有意義なOSH計画の作成及び継続的改善 

のため、優先順位の決定を含んだフィードバッ 

クの方向性を提供すること。

(f) 事業場のOSH目標及び改善措置の活動に 

向けての進展を評価すること。

(g) 以前のマネジメントレビューに対するフォロー 

アップの効果を評価すること。

3.14.2. 事業場の使用者又は最も上位の責任者 

によるOSHMSの定期的な見直しの頻度及び 

範囲は、事業場の必要性及び実情に従って明

5崔にされること。

3.14.3. マネジメントレビューでの考慮事項は、次 

のとおりであること。

(a) •作業に関連した負傷、不健康、職業性疾病

及び事故調査の結果

•実施状況の調査及び測定

•監査活動

(b) 内部及び外部の追加情報並びに組織の変 

更を含め、OSHMSに悪影響を与える可能性の 

ある変更事項

3.14.4. マネジメントレビューの結果は、記録され、 

公式に次の者に伝えられること。

(a) 適切な措置が講じられるようにするため、

OSHMSの各要素の責任者

(b) 安全衛生委員会、労働者及びその代表者 

改善措置

3.15. 防止措置及び是正措置

3.15.1. OSHMSの実施状況の調査及び測定、 

監査並びにマネジメントレビューに基づく防止措 

置及び是正措置のための仕組みが定められ、 

維持されること。この仕組みに含まれる要件は、 

次のとおりであること。

(a) 関係の安全衛生規則及び(又は)OSHMSの 

仕組みとの不一致の根本原因を特定し、分析す 

ること。

(b) OSHMS自身の変更を含め、是正措置及び 

防止措置を策定し、計画し、実施し、その効果を 

調べ、及び文書化すること。

3.15.2. OSHMSの評価又はその他の資料によ 

り、危険有害要因及びリスクに対する防止対策 

及び保護対策が不適当又は不適当になる可能 

性が有ると認められるときは、認められた程度 

に従って、対応が実施され、適当なときは、また、 

適切な時期に、文書化されなければならないこ 

と。

3.16. 継続的な改善

3.16.1. OSHMSの各要素及び全体の継続的な 

改善のための仕組みが定められ、維持されるこ 

と。これらの仕組みは、次の項目が考慮される
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こと。

(a) 事業場のOSH目標
(b) 危険有害要因及びリスクの特定並びに評価 

の結果

(c) 実施状況の調査及び測定の結果

(d) 作業に関連した負傷、職業性疾病、不健康、

事故の調査並びに監査の結果及び勧告

(e) マネジメントレビューの結果

(f) 安全衛生委員会が設置されている場合、これ 

を含め、事業場のすべての者から提示される改 

善の提案

(g) 国内法令、事業場安全衛生規程及び労働協 

約

(h) 新しい関連情報

(i) 健康保持プログラム及び健康増進プログラ 

ムの結果

3.16.2.事業場の安全衛生の過程及び実施状況 

は、安全衛生の実施状況の改善のために他の 

事業場と比較されること。

用語集

本ガイドラインでは、次の左欄の用語は、右欄 

の意味に用いられる。

日常的な調査：危険有害要因及びリスクに係る防 

止対策並びに保護対策並びにOSHMSの実施 

の仕組みが明示された基準に適合しているかど 

うかを調べる日常的な活動。

監査：明示された基準の達成度を決定する目的 

で証拠を入手し、その証拠を客観的に評価する 

ために、組織的に、かつ、独立して実施され、文 

書化される過程。これは、必ずしも、独立した外 

部監査(監査者が事業場外の者であるもの。) 

を意味するものではない。

権限のある機関：事業場における〇SHMSに関 

する国の方針を定め、国の枠組みを開発し、及 

び関連の手引きを提供することに責任を有する 

政府機関又はその他の団体。

能力を有する者：特定の作業の遂行のため、適 

切な教育•訓練を受け、充分な知識、経験及び 

技能を有する者。

継続的な改善：全般的なOSHの実施状況の改善 

を目指して、OSHMSを向上させるために繰り返 

し行われる過程。

請負事業者：合意された仕様書及び契約条件に 

従って使用者の所有する作業現場で使用者に 

サービスを提供する者又は事業場。

使用者：一人以上の労働者を雇用する者又は法 

人。

危険有害要因：人に対し負傷又は健康障害を起 

こす可能性を内在する要因。

危険有害要因の評価：危険有害要因の組織的な 

評価。

事故：作業又は作業の過程で発生する不安全事 

象で人の負傷を伴わないもの。

事業場：会社、工事、商店、事業、営業店、企業、 

公共機関若しくは協会又はそれらの一部で、固 

有の機能と管理組織を有するものを意味し、法 

人組織であるか否か、また、公益のものである 

か民間のものであるかにかかわらない。一以上 

の事業の単位を有する事業場群の場合は、一 

の事業単位が事業場とみなされる。

労働安全衛生マネジメントシステ厶：OSH方針及 

びOSH目標を策定し、この目標を達成するため 

の相互に関係し、又は作用しあう一連の要素。 

問題点に対する調査：負傷、不健康、職業性疾 

病及び事故の発生により示された、危険有害要 

因及びリスクに対する防止対策、保護対策及び 

管理対策並びに〇 SHMSについての欠陥が特 

定され、それに対する措置が講じられるために 

行われる調査。

リスク：人の健康に有害な事象が発生する可能性 

とこの事象により発生する負傷又は健康障害の 

程度の組み合わせ。

リスクの評価：作業場の危険有害要因から発生 

する安全衛生に対するリスクの評価のプロセス。 

安全衛生委員会：労働者の安全衛生代表者及び 

使用者側の代表者で構成される委員会で、国内 

法令及び国内慣行に従って事業場レベルで設 

立され、機能する委員会。

作業環境の監視：労働者の健康に害を及ぼす環 

境要因を特定し、評価することを含んだ一般用
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語。この監視は、労働衛生の状況、労働衛生エ 

学の状況、労働者の健康にリスクを発生させる 

事業場の要因、全体を保護する設備、個人用 

防護具、危険要因への労働者のばく露及び危 

険要因を除去し、削減するための管理システム 

に対する評価が対象となる。労働者の健康の観 

点から、作業環境の監視は、エルゴノミクス、事 

故防止及び職業性疾病予防、作業場の労働衛 

生工学、作業組織並びに作業場の心理社会的 

な要因を重要項目とするが、これらに限定され 

ない。

労働者：使用者のため、定期的に又は一時的に 

作業を行う者。

労働者の健康の監視：労働者の健康異常を発見 

し、特定することを目的とした労働者の健康状態 

を評価する手続き及び調査を対象とした一般用 

語。調査結果は、作業場における個々の労働 

者の健康、全体としての健康及びばく露集団の 

労働者の健康を保護し、促進するために使用さ 

れる。健康を評価する手続きには、医学的検査、 

生物学的モニタリング、放射線検査、アンケート 

調査又は健康記録の再調査が含まれるが、こ 

れらに限定されない。

労働者及びその代表者：本ガイドラインで労働者 

及びその代表者とあるのは、労働者の代表者 

がいる場合、労働者の適切な参加を実現する 

手段として、労働者の代表者の意見を聴かなく 

てはならないという趣旨である。場合によっては、 

すべての労働者とすべての代表者を参加させる 

ことが適切とされることがある。

労働者代表：「1971年の労働者代表条約(135号)」 

に基づき、国内法又は国内慣行により労働者 

の代表と認められる者で次に該当する者。

(a) 組合の代表者、つまり組合又は組合員に 

より指名を受けた、又は選出された代表者。

(b) 選挙で選ばれた代表者、つまり国内法令又 

は労働協約の規定に従って「事業場」の労働 

者の自由選挙により選ばれた代表者。この代 

表者の職務には、当該国の組合の特権と認 

められる活動は含まれない。

安全衛生に関する労働者代表：事業場の安全衛 

生問題についての労働者の利益を代表するた 

め、国内法令及び国内慣行に従い選出された、 

又は指名を受けた労働者の代表者。

作業に関連した負傷、不健康及び職業性疾病：作 

業場の化学的要因、生物学的要因、物理的要 

因、作業組織上の要因及び心理社会的要因へ 

のばく露から発生する健康への悪影響。 

作業現場：労働者が使用者の管理下に置かれて 

いる場所であって、作業を行うために居なけれ 

ばならない地域又は行かなければならない地域。

参考文献

ILOは、1919年に設立されて以来、労働安全衛 

生問題に直接関係する国際労働条約(及び付属 

勧告)並びに安全衛生のさまざまな分野の実施基 

準及び技術出版物を数多く作り上げ、採択してき 

た。これらは、労働安全衛生のほとんどの分野に 

ついて、ILO加盟175ヶ国3による三者構成員の 

一致した見解を反映しつつ、極めて多数の定義、 

原則、責任項目、義務及び権利並びに技術ガイ 

ダンスがあることを示している。

ILO条約と勧告(関係資料)：

条約；

115号「放射線防護、1960年」

135号「労働者の代表、1971年」

136号「ベンゼン、1971年」

139号「職業性ガン、1974年」

148号「作業環境(大気汚染、騒音及び振動)、 

1977年」

155号「労働安全衛生、1981年」

161号「労働衛生サービス機関、1985年」

162号「石綿、1986年」

167号「建設安全衛生、1988年」

170号「化学物質、1990年」

174号「大規模労働災害防止、1993年」

176号「鉱山安全衛生、1995年」

勧告；

114号「放射線防護、1960年」
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144号「ベンゼン、1971年」

147号「職業性ガン、1974年」

156号「作業環境(大気汚染、騒音及び振動)、 

1977年」

164号「労働安全衛生、1981年」 

171号「労働衛生サービス機関、1985年」 

172号「石綿、1986年」

175号「建設安全衛生、1988年」 

177号「化学物質、1990年」

181号「大規模労働災害防止、1993年」 

183号「鉱山安全衛生、1995年」

IL0実施基準(抜粋)：

大規模労働災害防止(ジュネーブ、1991年) 

露天掘り鉱山安全衛生(ジュネーブ、1991年) 

建設安全衛生(ジュネーブ、1992年)

職場における化学物質の安全使用(ジュネーブ、 

1993 年)

洋上及び湾内における船上事故防止(第2版、 

ジュネーブ、1996年)

職場におけるアルコール•薬物関連問題の管 

理(ジュネーブ、1996年)

労働災害•職業性疾病の記録と通知(ジュネー 

ブ、1996年)

労働者個人データの保護(ジュネーブ、1997年) 

森林作業安全衛生(第2版、ジュネーブ、1998年) 

職場の環境要因(ジュネーブ、2001年)

出版物(関係資料)：

1998年第86回ILO会議で採択された職場の基 

本原則と権利に関するILO宣言及びその追跡調 

査、ジュネーブ、1998年
ILO：労働安全衛生百科事典
Jeanne Mager Stellman 編、ジュネーブ、第 4版、 

1998年、4冊印刷版及びCD-ROM
ILO：労働者の健康調査のための技術•倫理ガ 

イドライン

労働安全衛生シリーズ第72号、ジュネーブ、 

1998 年
環境と開発に関する国連会議(UNCED):議題 

21(化学物質の環境適正管理に関する第19章)、 

リオデジャネイロ、ブラジル、1992年
［注］

1定義については用語集を参照のこと。

2 OSHの能力には、教育経験、実務経験及び教

育•訓練又はこれらの組み合わせが含まれる。

3 2001年6月現在

監修者：青山英康•小木和孝 

天明佳臣•中桐伸五 

編集協力： 

自治体労働安全衛生研究会

発行(財)労働科学研究所 

〒216-8501川崎市宮前区菅生2-8-14 
TEL 044-977-2121

A4版/102頁 

定価本体2,000円

職場改善のための
安全衛生実践マニュアルU4
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小規模事業場における健康確保方策
の在り方に関する検討会報告書

2001年9月15日

はじめに

労働者50人未満の事業場(以下「小規模事業 

場」という。)の健康確保方策については、労働安 

全衛生法において、事業者に対して一定の要件 

を満たす医師等に労働者の健康管理等を行わせ 

るよう努めることや、衛生推進者の選任、関係労 

働者の意見を聴ぐtめの機会(衛生委員会に準ず 

る機能を果たすもの)を設けることを規定している。 

また、国の小規模事業場に対する支援として、地 

域産業保健センター事業や小規模事業場産業保 

健活動支援促進事業(以下「産業医共同選任事業」 

という。)が推進されているとともに、THP (Total 
Health Promotion Plan)活動に対する助成や中 

小企業集団の活動等に対して各種の支援が行わ 

れているところである。

しかしながら、小規模事業場においては、健康 

診断の実施率が低いことや、健康診断の有所見 

率が大規模事業場に比べて高いことが指摘され 

ている等、労働衛生水準が大規模事業場に比べ 

概して低い状況にあることから、小規模事業場の 

労働衛生水準の向上を図ることが課題となってい 

る。

このような状況の中、平成11年1月の中央労働 

基準審議会の建議［1999年3月号参照］において、 

地域産業保健センター事業や産業医共同選任事 

業等の一層の推進を図るとともに、関係機関との 

連携を含め、地域産業保健センター事業の活性化 

等小規模事業場における総合的な健康確保方策 

について、検討の場を設けることが適当である旨、 

また、労働安全衛生法に基づく産業医の選任対象 

事業場の範囲等については、これらの事業の推移 

等を考慮しつつ、引き続き、総合的な見地から検討 

することが適当である旨、指摘されたところである。 

これを受けて、平成11年9月10日から本検討会に 

おいて小規模事業場における健康確保方策の在 

り方についての検討を行った。

本検討会においては、まずはじめに地域産業保 

健センターの活性化方策について検討を行い、平 

成12年9月に中間報告を行った。その後、小規模 

事業場における総合的な健康確保方策について 

さらなる検討を行い、今般、一定の結論に達したこ 

とから、これらの結論について報告する。

I.小規模事業場の現状

小規模事業場においては、労働衛生上次のよう 

な問題点があげられる。

〇事業場規模が小さくなるに従い、健康診断の 

実施率、受診率が低下する(表1.)»
〇事業場規模が小さくなるに従い、定期健康診 

断における労働者の有所見率が高くなる傾向に 

ある(表2,)。

〇小規模事業場においては、産業医等の産業 

保健に関する専門的知識を有する人材配置が 

不十分である等、個々の事業場単独では解決し 

にくい問題が存在する。

〇小規模事業場の事業者、労働者共に事業場 

での産業保健活動に対する意識が低い傾向に
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表1.-般健康診断(定期)の実施状況及び受診状況(％)

*平成9年(平成4年)

(資料出所)労働省「労働者健康状況調査報告(平成9,4年)J

事業場規模 実施率 受診率

計 84.8(85.7) 85.1(88.1)
5,000人以上 100.0(100.0) 94.8(99.4)

1,00〇〜4,999 人 100.0(100.6) 95.0(96.4)
300～ 999 人 99.8(99.8) 94.0(95.1)
10〇〜299人 99.0(99.1) 92.9(95.3)
5〇〜99人 96.6(95.2) 88.1(88.7)
3〇〜49人 92.8(93.0) 87.5(88.6)
1〇〜29人 80.6(82.1) 72.2(79.1)

ある。また、事業者がそのような意識を持ってい 

る場合においても、積極的に産業保健活動を実 

施できる環境にない場合も多い。

〇近年、就労形態や雇用形態等が多様化し、 

SOHO (Small Office Home Office)といった就 

労形態も増加している。このような就労形態や雇 

用形態に対しては、現行の労働衛生管理体制が 

十分に機能しない場合があると考えられる。

〇国としてtx産業医共同選任事業、地域産業保 

健センター事業の運営等により小規模事業場に 

おける健康確保対策を支援している。しかし、産 

業保健推進センターと地域産業保健センターの連 

携が不十分であること等から、これらの支援が十 

分な効果をあげていない点が見られる。

〇 一方、産業医•衛生管理者の選任、衛生委員 

会の設置が義務づけられている事業場におい 

ても、事業場規模が小さいほど、これらの履行が 

十分とはいえない状況である。

II.小規模事業場における今後の 
健康確保対策について

1.基本的考え方

今後の健康確保対策については、事業場規模 

に関わらず、その事業場の状況に応じた適切な産 

業保健サービスが提供され、全ての労働者が心身 

ともに健康で働けることを目的とする必要がある。 
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表2.事業場規模別定期健康診断有所見率(％)

事業場規模 有所見率

計 44.52
1,000人以上 39.09
300-999 人 41.99
100～299 人 45.32
5〇〜99人 48.37

〜49人 51.14

(資料出所)厚生労働省「定期健康診断結果調(平成12年)J

今後、少子高齢化や就労形態の多様化等が進展 

する中、健康確保対策を充実することは、安定した 

労働力の確保と生産性の向上に資する観点から、 

社会的な要請ともなっている。

そのためには、国•事業者(団体)•労働組合、そ 

れぞれの立場から必要な健康確保対策を推進す 

る必要がある。

本検討会においては、上記の考え方を踏まえ、 

小規模事業場における健康確保対策を総合的に 

示すという観点から検討を進めた。

2.具体的な内容

(1)小規模事業場等における産業保健活動の 

充実

①労働安全衛生法上義務づけられている事 

項の履行確保

全ての事業者に対し、労働者の健康確保のた 

め、雇入時健康診断、定期健康診断等の実施、 

健康診断実施後の措置等が義務づけられている。 

しかしながら、上述したように、小規模事業場にお 

いては、それらの履行が十分に図られていない現 

状が見受けられる。健康診断の実施等、労働安全 

衛生法上義務づけられている事項の履行確保を図 

るための指導、啓発を強化するとともに、それらの 

事項の実施状況をフォローアップしていくことが必要 

である。

さらにこれらの事項が、全ての事業場において 

履行できるような方策について検討することが望ま



れる。

②小規模事業場における産業保健活動の方 

法を具体的に示した指針(マニュアル)の策定 

及びこれらに基づく指導の実施

小規模事業場の事業者は、産業保健活動の必 

要性を認識している場合でも、その実施方法がわか 

らず、適切な産業保健活動が実施されない場合が 

多い。

そ;2で、事業者が産業保健活動を行うにあたり参 

考となるような、産業保健活動の具体的なすすめ方 

が記された指針(マニュアル)を示すことが有効であ 

る。

本指針(マニュアル)には、事業者が労働者の健 

康確保のために行わなければならない産業保健活 

動の内容や、個々の産業保健活動の実施に当たっ 

ての留意事項、計画的な産業保健活動のすすめ方、 

適切な産業保健活動が行われるために重要となる 

労働者の意見を聴取する場(安全•衛生委員会等) 

の設け方等について事業場の規模に応じて記載さ 

れる必要がある。また、これに基づき計画的に産業 

保健活動が実施されるよう事業場に対して指導し、 

その実施状況をフォローアヅ7°していくことが必要で 

ある。

(2)小規模事業場に対する産業保健サービス 

提供体制の整備

①小規模事業場における産業医の選任

産業医の選任基準の見直しについては、産業保 

健サービスをより多くの小規模事業場の労働者に 

提供するための方策として、産業医の選任基準を現 

行の50人から30人まで引き下げるべきであるとい 

う意見が出された。一方で、小規模事業場に大きな 

経済的負担が発生すること、産業医の充足の難し 

い地域がなお存在すること、さらには現在選任義務 

のある事業場においてもその履行が不十分である 

こと等から、引き下げを行うべきではないという意見 

が出された。

しかしながら、事業場の産業保健活動の充実の 

ためには、産業医の活動が重要であることは言うま 

でもない。上記の意見を踏まえ当面においては、事 

業場規模による選任基準の見直しを行うのではな 

く、小規模事業場の産業医選任に係る努力義務規 

定に基づき、②のような多様な事業形態や産業構 

造を踏まえた産業医活動の活用や支援措置の充 

実により、より一層産業保健活動の充実を促進す 

べきである。

② 企業形態、雇用形態等に応じた多様な産業 

医活動の実施

小規模事業場の企業形態も多岐にわたり、事層 

の請負構造のもとで下請けとなっているもの、大企 

業の構内下請けとなっているもの、支店や営業所 

等の分散する小規模事業場を複数有するもの等が 

ある。また、パート労働者、派遣労働者の増加等、 

雇用形態もまた多様化している。そのような中、個別 

の事業場における産業医の選任のみではなく、企 

業形態や雇用形態に応じた次のような取組みによ 

り、より的確な産業医活動の促進を図ることが有効 

である。

•小規模事業場を複数有する企業においては、総 

括的な産業医を選任し、企業内の小規模事業場 

の産業保健活動の促進について指導する。

•構内外下請けを有する親企業については、親企 

業の産業医が、構内外下請けの小規模事業場 

の産業保健活動にも関与し、また統括的に指導 

する。

•複数の小規模事業場で共同じt産業医を選任す 

る。

さらに、小規模事業場の産業保健活動の促進を 

図る観点から、業種•業態等に応じ、かつ労働者数 

に応じて産業医活動時間の目安を示すことについ 

て検討すべきである。

③ 産業医の資質の向上

産業医に対する研修としては、日本医師会や都 

道府県医師会等が実施する産業医学基礎研修及 

び生涯研修、産業医科大学が実施する産業医学 

基本講座や産業医実務研修等が行われている。小 

規模事業場における産業医活動を行うにあたって 

も、労働者の健康管理等を行うのに必要な医学に 

関する知識の習得に努める必要がある。しかし、産 

業医に対する研修は、開催回数の少ない地域があ 

ることや、実務研修を行うことが困難である場合も 

多い。今後、産業医の大部分を占める、地域医療 

に従事しつつ嘱託産業医に選任されてレ巧医師の、
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産業医とじての資質向上を図る機会を幅広く提供す 

る観点からも、産業保健推進センターを活用した実 

務研修の積極的な実施等により、産業医に対する 

研修の充実が図られる必要がある。特に、地域に 

おける産業保健活動を行うにあたり、指導者となり 

うる産業医の育成が重要である。

また、近年、労働衛生コンサルタントの資格や日 

本産業衛生学会専門医を取得した産業医が、中小 

規模事業場の産業保健活動に専ら従事するこど?、 

適切な産業保健活動が展開されている事例もあり、 

今後このような活動を経験した産業医が指導者とな 

ることも期待される。

④ 保健婦•士の活用

健康診断結果に基づく保健指導の充実を図るた 

め、保健婦•士を積極的に活用する必要がある。ま 

た、保健婦•士による労働衛生教育や作業管理、作 

業環境管理等への参画等も期待されるところであ 

る■,そのため、地域産業保健センターや地域の保健 

婦•士等の活用促進についての支援策について検 

討する必要がある。

⑤ 地域産業保健センターの活性化

小規模事業場の産業保健活動に重要な役割を 

果たす地域産業保健センターの活性化について 

は、先の中間報告(別添参照)においてとりまとめ 

た、地域産業保健センターの周知広報活動、各地 

域における産業保健ニーズの把握、コーディネー 

ターの資質向上、健康相談窓口の設置方法等、 

地域産業保健センター活性化に向けた具体的方 

策の実現を図る必要がある。

(3)国、事業者団体、労働組合の役割

小規模事業場における健康確保対策を実施す 

るに当たっては、国のみならず、事業者団体、労 

働組合それぞれの立場で、役割を果たす必要が 

ある。

①国の支援

ア)産業保健推進センターの地域産業保健セン 

ターに対する指導機能の充実と一体的な推進 

を図るための体制整備等

現在、地域産業保健センターの活動状況は 

同一県内においてもは'らつきが大きいことが指 

摘されている。この原因の1つとして、各センター

の活動を統一的に指導支援する体制がないこと 

があげられる。

産業保健推進センターと地域産業保健センター 

との連携の推進により、産業保健に新たに求め 

られるニーズに即応した活動が可能となり、さらに 

は業務の効率化が図られることが期待されるこ 

とから、今後、両センターがそれぞれの機能の整 

合性を図り、各地域の産業保健活動を推進して 

いくことが必要である。また、両センターが連携し、 

その地域の実情に即した実効ある産業保健活動 

を行うために、産業保健推進センターが当該地域 

の労働者の健康状態等の把握•分析を行い、そ 

の結果を両センターの活動に反映させる仕組み 

についての検討も行うべきである。なお、産業保 

健推進センターッフや地域産業保健松ター 

登録医等の産業保健関係者が活動しやすい環 

境整備について検討する必要がある。

イ)小規模事業場集団に対する効果的な支援の 

実施

小規模事業場に対する支援においては、エ 

業団地や大型ショッピングモール、商工会等の 

小規模事業場集団をとらえ、集団のスケールメ 

リットを活かした支援を進めていくことが有効で 

ある。このため、産業保健活動に取り組もうとす 

る小規模事業場集団に対して、産業保健活動 

計画の策定やそれに基づく産業保健活動につ 

いて、産業保健推進センターや地域産業保健セ 

ンターが連携して支援を行う仕組みが必要であ 

る。

また、産業医共同選任事業についても、本事 

業がより活用しやすくなるよう、その運用方法に 

ついての検討が必要である。

ウ)がん等の遅発性の疾病を発生させる化学物 

質に係る記録の適切な保存

がん等の遅発性の疾病を発生させる化学物 

質を取り扱った労働者については、長期にわた 

り継続的な健康管理が重要である。しかし、労働 

力の流動化や経済環境の変化の速さから、当 

該労働者に係るデータを保存することが難しくな 

り、適切な健康管理を継続的に行うことができな 

くなるおそれがある。そこで、事業者の委託を前
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提として、当該労働者に係る健康診断個人票、作 

業環境測定結果、作業の記録を事業者以外の 

ものが継続的に保管するシステムの構築につい 

て検討する必要がある。

エ)労災防止指導員の活動の強化

都道府県労働局長が任命する労災防止指導 

員に対して、研修の実施及び指導に必要な情報• 

資料の提供等を行うことにより、その知識等の充 

実を図り、労災防止指導員活動の推進を図る。 

才)産業保健活動の重要性についての認識の向 

上

産業保健活動の重要性についての認識向上 

のために、国、事業者団体、労働組合、産業保 

健推進センター、地域産業保健センター等の連携 

や職域•地域の連携を図り、広報啓発活動を行 

うことが必要である。

② 事業者団体の活動

小規模事業場の事業者の理解が十分でないた 

めに、産業保健活動がスムーズに行われていない 

場合もある。そのため、事業者団体から小規模事 

業場の事業者に対し、産業保健活動の重要性に関 

する広報啓発活動の実施が必要である。また、事 

業者が産業保健活動を実施する際に抱えている問 

題点についてアンケート調査を行う等により現状を 

把握し、事業者団体からの支援活動につなげるこ 

とも有効である。

さらに、産業保健の専門家の派遣等により事業 

場の労働衛生についての支援や、労働安全衛生 

法に基づく健康診断の実施に対する支援を可能な 

限り行う必要がある。

③ 労働組合の活動

単独で産業保健活動の実施が困難な小規模事 

業場に対し、企業グループ単位の労働組合の結合 

組織を活かし、下請け•関連企業等への支援を行 

う。さらに、地方組織を核とした安全衛生活動の充 

実を図る必要がある。

また、適切な産業保健サービスが提供されるため 

に、労使に対するアンケート調査を実施し、産業保 

健活動を行う際の問題点やニーズの把握を行うこ 

とも有効である。

おわりに

本検討会は、小規模事業場における健康確保方 

策の在り方を総合的に検討するため、平成11年9 
月から平成13年9月まで11回の検討を重ね、小規 

模事業場における実効ある産業保健活動の在り方 

について、現状の問題点に即した検討を行った。

本報告は、地域産業保健センター事業の活性化 

方策や、小規模事業場等における産業保健活動 

の充実方策、産業保健サービス提供体制、さらに 

小規模事業場における健康確保対策を実施する 

に当たっての国、事業者団体、労働組合それぞれ 

の立場が担うべき役割についての提言を取りまとめ 

たものである。

地域産業保健センターにおいては、コーディネー 

ターの資質の向上、産業保健推進センターとの連携 

の強化等により、事業の活性化を図り、各地域にお 

ける小規模事業場の労働者の健康確保対策や労 

働衛生水準の向上を支援する中核的機関としての 

役割を担うことが期待される。

また、法令に規定された対策はもとより、本報告 

において提言した小規模事業場の産業保健活動に 

関する指針(マニュアル)に基づく活動や、企業形態 

等に応じた多様な産業医活動の実施等の取組みに 

より、小規模事業場における産業保健活動がより 

一層実質的に前進することが期待される。

本報告における提言が、今後の産業保健施策に 

積極的に活用されることにより、小規模事業場の労 

働者の健康保持増進が充実されることを望 

むものである。

小規模事業場における健康確保方策の 

在り方に関する検討会メンバー名簿 

(敬称略)〇：座長、(五十音順)

圓藤吟史

〇大久保利晃

清宮信行

大阪市立大学医学部教授 

産業医科大学副学長 

東京商工会議所労働委員会幹 

事会座長(H本ビルサービス株 

式会社常務取締役)
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小規模事業場における健康確保方策の在り方

並木重

沼野雄

長谷川

日本鉄鋼産業労働組合連合会 

企画労対局中央執行委員 

千葉産業保健推進センター顧問 

日本医師会常任理事

三菱化学株式会社鹿島事業所 

事務部長代理

財団法人中国労働衛生協会理 

事長

沼野労働安全衛生コンサルタン 

卜事務所所長

岡山地域産業保健センターコー 

ディネーター

日本労働組合総連合会総合労 

働局長

社団法人水戸市医師会会長 

全国中小企業団体中央会調査 

部主幹

日本化学•サービス•一般労働 

組合連合政策室部長 

東京経営者協会政策委員(鉄 

道機器株式会社代表取締役社 

長)

小規模事業場における健康確保方策の 

在り方に関する検討会検討経緯

平成11年9月10 H 
平成11年12月3日 

平成12年3月10日 

平成12年5月17日 

平成12年7月5日 

平成12年8月23日 

平成12年9月 

平成12年11月24日 

平成13年1月26日 

平成13年4月25日 

平成13年6月29日 

平成13年9月14日

第1回検討会 

第2回検討会 

第3回検討会 

第4回検討会 

第5回検討会 

第6回検討会 

中間報告 

第7回検討会 

第8回検討会 

第9回検討会 

第10回検討会 

第11回検討会(最終回)

http://www.mhlw.go.jp/shingi/0109/s0914-
3.html、中間報告、第8、9、10回検討会の議事 

要旨も入手できる。

<中間報告の「おわりに」抜粋>

本検討会においては、地域産業保健センターの 

活性化のための方策について検討を行ってきた。 

現状の問題点としては、(1)地域産業保健センター 

の知名度の低さ、(2)地域産業保健センターで提供 

するサービスと利用者のニーズとの乖離、(3)利用 

者の産業保健活動に対する意識の問題、の3点に 

集約することができるであろう。さらに、これらに加 

え、コーディネータの果たす役割の重要性から、そ 

の資質の向上を図るとともに、活動しやすい条件整 

備等の必要性が指摘されたところである。以上の点 

については、本中間報告書の内容等を踏まえつつ、 

利用者に対し健康管理に対する重要性を啓発する 

とともに、利用者のニーズの把握、分析を行い、利 

用者が真に必要としている対策から実施し、改善を 

図る必要がある。また、本中間報告書において提 

言された地域産業保健センターの活性化方策につ 

いても、実施可能な方策から適宜開始することが望

ましい。

一方で、現時点においても地域における関係者 

の連携を図りつつ相互の協力の下に活発な活動を 

行っている地域産業保健センターも数多く存在して 

いることから、地域産業保健センターの活性化につ 

いては、第一義的に各地域産業保健センター関係 

者の創意工夫と努力とに負うところが大きいことは 

論を待たず、一層の努力が期待されるものである。 

※なお、中間報告では、地域産業保健センターの活 

動実績も分析して1込が、「地域産業保健センター 

事業に対する事業者や労働者の理解が十分で 

ないことから地域産業保健センターの利用に必 

ずしも結びっいていないこと、地域産業保健セン 

ターの事業者や労働者を含む関係者に対する広 

報活動の努力にも関わらず、事業者や労働者へ 

の周知が徹底されていないこと等により、全体と 

しての活動状況は低調である」と指摘していが、 

「いいことをやっているし、やれるのに、それを知 

らない、利用しないところに問題がある」式の総 

括では、建設的な方針は生まれてこない 

のではないだろうか。
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「脳•心臓疾患の認定基準に する専門

検a寸会」の検討結果(方針)について

2001年11月15日 厚生労働省発表

1脳血管疾患及び虚血性心疾患等(負傷に起 

因するものを除く。)を発症した労働者について、 

これを業務上の疾病として労災認定するか否か 

については、平成7年2月に改正した「脳•心臓 

疾患の認定基準」［1996年3月号参照］に基づ 

いて運用を行ってきたが、同12年7月、最高裁 

判所は、労働基準監督署長が業務外と判断し 

た自動車運転者に係る2件の事件について、国 

側敗訴の判決を行ったところである［2000年 

12月号参照］。

この判決は、業務の過重性の評価に当たり、 

現行の脳•心臓疾患の認定基準では具体的に明 

示していない慢性の疲労や、就労態様に応じた 

諸要因を考慮する考え方を示したものである。 

このため、平成12年11月から医学専門家等 

を参集者とする「脳•心臓疾患の認定基準に関 

する専門検討会(以下「検討会」という。)」(座長： 

和田攻(おさむ)埼玉医科大学教授)が開催され、 

疲労の蓄積等について医学面からの検討が行 

われてきたが、本日、その検討結果がほぼ取り 

まとめられたところである。

2厚生労働省としては、検討会から報告書の提 

出を受後、その検討結果を踏まえ、早急に脳• 

心臓疾患の認定基準を改正することとしている。

3 検討会の検討経過等は、別添1のとおりである。

4 検村結果の概要は、別添2のとおりである。 

(別添1)

「脳•心臓疾患の認定基準に関する専門 

検討会」の検討経過等について

1現行認定基準について

脳•心臓疾患は、日常生活の中においても発症 

するものであるため、これが業務上の疾病と認め 

られるためには、業務による過重負荷が血管病変 

等をその自然経過を超えて増悪させたと認められ 

ることが必要である。

業務の過重性の評価について、現行認定基準 

は、

① 発生状態を時間的及び場所的に明確にし得 

る異常な出来事(業務に関連する出来事に限 

る。)に遭遇したこと

② 日常業務に比較して、原貝Uとして発症前1週 

間以内に特に過重な業務に就労したこと

等を認定要件としている。

2 現行認定基準の見直しこついて

(1) 平成12年7月の2件の最高裁判決は、

① 業務の過重性の評価に際し、労働時間の長 

さ等の過重性に加えて、相当長期間にわたる業 

務による負荷を評価し、

② また、業務の過重性の評価に当たって、精神 

的緊張、業務の不規則性、拘束時間の長さ等 

の具体的な就労態様による影響を考慮したもの 

でぁる。

(2) この判決を踏まえ、「脳•心臓疾患の認定基 

準に関する専門検討会」において、平成12年 

11月以来12回にわたって、検討を行ってきた。

3脳•心臓疾患の認定基準に関する専門検討 

会の検討課題

(1)検討会の主な検討課題は、次のとおりである。 

イ「慢性の疲労や過度のストレス」の検討

「慢性の疲労や過度のストレス」の考え方、評
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脳•心臓疾患の認定基準に関する専門検討会の検討結果(方針)

価方法

ロ過重性の評価期間の検討

慢性の疲労や過度のストレスの評価とも関連 

する評価期間

ハ「業務の過重性」の評価要因の具体化の検討 

的確かつ客観的に業務の過重性を評価する 

ための就労態様に応じた評価要因の具体化

(2)検討会の参集者は、次のとおりである。

〇臨床

笠貫 宏

黒岩義之 

西村重敬

馬杉則彦 

〇病理学

奥平雅彦 

〇(公衆)衛生学

荒記俊一

小林章雄 

〔座長〕和田 攻 

〇法律学

岩村正彦

西村健一郎

東京女子医科大学附属日 

本心臓血圧研究所所長 

横浜市立大学医学部教授 

埼玉医科大学教授 

横浜労災病院副院長

北里大学名誉教授

独立行政法人産業医学 

総合研究所理事長 

愛知医科大学教授 

埼玉医科大学教授

東京大学大学院法学政治 

学研究科教授

京都大学大学院法学研究 

科教授

(別添2)

「脳•心臓疾患の認定基準に関する 

専門検討会報告書」の概要

1基本的な考え方

(1) 脳•心臓疾患は、血管病変等が長年の生活 

の営みのなかで、形成、進行及び増悪するといっ 

た自然経過をたどり発症するが、業務による過 

重負荷が加わることによって、血管病変等がそ 

の自然経過を超えて著しく増悪し、脳•心臓疾患 

が発症する場合がある。

(2) 「長期間にわたる疲労の蓄積」が脳•心臓疾 

患の発症に影響を及ぼすことが考えられること 

から、業務による明らかな過重負荷として、!»• 

心臓疾患の発症に近接した時期における負荷(異 

常な出来事及び短期間の過重負荷)のほか、長 

期間にわたる業務による疲労の蓄積(長期間の 

過重負荷)についても考慮すべきである。

(3)評価の基準となる労働者は、発症した労働者 

と同程度の年齢、経験等を有する健康な状態に 

ある者のほか、基礎疾患を有するものの日常 

業務を支障なく遂行できる労働者どrることが妥 

当である。

2業務の過重性の総合評価

(1)長期間にわたる過重負荷の考え方 

イ業務の過重性の評価は、疲労の蓄積が血管 

病変等をその自然経過を超えて著しく増悪させ、 

脳•心臓疾患の発症に至らしめる程度であった 

かという観点から、発症前6か月間における就 

労状態を具体的かつ客観的に考察して行うこと 

が妥当である。

ロ 具体的には、労働時間、勤務の不規則性、 

拘束性、交替制勤務、作業環境などの諸要因 

の関わりや業務に由来する精神的緊張の要因 

を考慮して、当該労働者と同程度の年齢、経験 

を有する同僚労働者又は同種労働者であって 

日常業務を支障なく遂行できる労働者にとって 

も、特に過重な身体的、精神的負荷と認められ 

るか否かという観点から、総合的に評価するこ 

とが妥当である。

ハその際、疲労の蓄積の最も重要な要因であ 

る労働時間に着目すると、

① 発症前1か月間におおむね100時間を超 

える時間外労働が認められる場合、発症前 

2か月間ないし6か月間にわたって、1か月当 

たりおおむね80時間を超える時間外労働が 

認められる場合は、業務と発症との関連性は 

強いと判断される。

② 発症前1か月間ないし6か月間にわたって、 

a1か月当たりおおむね45時間を超える時

間外労働が認められない場合は、業務と 

発症との関連性が弱く、

b1か月当たりおおむね45時間を超えて時 

間外労働時間が長くなるほど、業務と発症 

との関連性が徐々に強まると判断される。
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二労働時間以外の要因は、次のとおりである(具 

体的な内容は別添のとおりである。)。

不規則な勤務

拘束時間の長い勤務 

出張の多い業務

交替制勤務、深夜勤務 

作業環境(温度環境、騒音、時差)

精神的緊張(心理的緊張)を伴う業務

(2)異常な出来事や短期間の過重負荷

発症に近接した時期における業務による明らか 

な過重負荷が脳•心臓疾患の発症の直接的原因 

になり得るとする考え方は、現在の医学的知見に 

照らし、是認できるものであり、この考え方に沿つ 

て策定された現行認定基準は、妥当性を持つもの 

と判断する。

3脳•心臓疾患のリスクファクター

脳•心臓疾患の発症には、高血圧、高脂血症、 

喫煙等のリスクファクターが関与し、多重のリスク

ファクターを有する者は、発症のリスクが高いこと

から、労働者の健康状態を十分把握し、基礎疾患 

等の程度や業務の過重性を十分検討し、これらと 

当該労働者に発症した脳•心臓疾患との関連性に 

ついて総合的に判断する必要がある。

(参考)対象疾病

業務による過重負荷によって発症する疾患とし 

て、「疾病、傷害および死因統計分類提要」(「1 
CD-10J)に基づく疾患名で整理した。

なお、新たに追加、削除した疾患はない。

(1) 脳血管疾患
イ脳内出血(脳出血) 

ハ脳梗塞

(2) 虚血性心疾患等 

イ心筋梗塞 

ロ くも膜下出血 

二高血圧性脳症

ロ狭心症

ハ 心停止(心臓性突然死を言む。) 

二解離性大動脈瘤

労働時間以外の要因

(別添)

姗

就労態様 負荷の程度を評価する視点

不規則な勤務 予定された業務スケジュールの変更の頻度、程度、事前の通知状況、予測の度合、業務内 

容の変更の程度等

拘束時間の長い勤務 業務内容、労働密度(実作業時間と手待時間との割合等)、休憩•仮眠時間、休憩•仮眠施設 

の状況(広さ、空調、騒音等)等

出張の多い業務 出張中の業務内容、出張(特に時差のある海外出張)の頻度、交通手段、移動時間及び移 

動時間中の状況、宿泊の有無,宿泊施設の状況、出張中に睡眠を含む休憩•休息が十分取 

れる時間が確保されていたか,出張中の疲労が出張後において回復できる状態であったか 

等

交替制勤務•深夜勤務 勤務シフトの変更度合、勤務と次の勤務までの時間、交替制勤務における深夜時間帯の頻 

度等

作
業
環
境

温度環境 寒冷のため手足の痛みや極度に激しい震えが生じる程度の作業であったか、作業強度や 

気温に応じた適切な保温力を有する防寒衣類を着用していたか、一連続作業時間中に暖 

を採れる状況であったか、暑熱と寒冷との交業互のばく露の繰り返しや激しい温度差があ 

る場所への出入りの頻度等

騒音 70〜80dBを超える騒音レベルであったか、そのばく露時間•期間等

時差 5時間以上の時差がある地域を航空機で移動する業務であったか、時差の程度や時差を受 

ける頻度はどうであったか等

精神的緊張を伴う業務 【日常的に精神的緊張を伴う業務】

業務量、従事期間、経験、適応能力、会社の支援等

【発症に近接した時期における精神的緊張を伴う業務に関連する出来事】 

出来事(事故、事件等)の大きさ損害の程度等

①

②

③

④

⑤

⑥
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塩沢美代子「語リつがねばならぬこと一日本•アジアの片隅から」8

連載第8回

1
全国蚕糸工場の寄宿舎めぐり

塩沢美代子

郡是労組が全蚕労連脱退届

無念の涙を呑んで、闘争体制を解き、通常 

の勤務になった4月末のある朝、郡是製糸労 

組の委員長と書記長が、全蚕労連の書記局 

にかたい表情で現われた。郡是製糸の本社は 

京都府の綾部というところにあり、労組の本部 

もそこにあった。それで闘争が終わって、役員 

は綾部に帰ったばかりのときだった。

書記局は大変狭いので、来訪者との重要な 

話はビル内の喫茶店でするのが常だった。

しばらくして、小西さんと小口さんが、たいへ 

ん深刻な表情で戻ってきて、小口さんが黙って 

私の机の上において見せてくれたのは、なんと 

郡是労組の全蚕労組脱退届けだったのである。

それまでに、スト指令を発した時点で、会社 

から圧力をかけられ、全蚕労連から脱退して 

いった中小企業の労組は多かったが、郡是は 

ストも決行し、ハンストも役員の一人が参加し 

た。不本意な結末ながら、闘争終了後の打ち 

上げも一緒にした間柄だった。

当時の蚕糸業のなかで、片倉と郡是が突出 

した大手企業だったから、郡是労組抜きでは業 

種別連合体としての機能は果たせない。だから 

書記長のポストは郡是労組から迎えようと、中 

心的なリーダーだった小口さんは、あえて副書 

記長という肩書きに甘んじて活躍していたので 

ある。

その日、小西さんと小口さんはなんとかして 

脱退を撤回してもらう対策はないかと、いろい 

ろな人と会っていたらしくほとんど外出していた。

そして二日くらいの間に、第三者として復帰 

への仲介をしてもらう適任者に、綾部に行って 

もらうということになった。

その人は中央労働委員会の幹事という専従
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者で、全蚕労連のよき理解者であった。私が 

就職する前に第二次賃上げ闘争は、労働大 

臣の「製糸賃金は紡績賃金と同一であるべき 

であるから、平均賃金は4,185円を適当とする」 

という斡旋案でいったん妥結していた。だから、 

そのプロセスで中央労働委員会は深く関わっ 

ていたのだろう。全蚕労連の指導者は、イデオ 

ロギーとは無縁で、ひたすら明治以来の“女工 

哀史”的低賃金から脱却しようとする素朴な闘 

いをしていたから、中労委でも好意的にみてい 

たのだろう。そのとき全蚕労連を担当していた 

人が仲介役を引き受けてくれたのである。

復帰説得工作の思わぬ裏方

ところで、彼の綾部出張に際して、私には思 

いがけない仕事が課せられた。彼の奥さんが、 

当時はたいへん多かった結核で、都内の病院 

に入院しており、小学校低学年の息子さんが 

いて、彼が面倒をみていたのである。

まだ食糧事情がよくない時期だから、病院の 

給食だけでは十分ではなく、彼が毎日補食に 

なる食物をもって病院に通っていたという。息 

子のことは親類に頼んでいくとして、奥さんに 

食物を運ぶことが、できなくなるのが困るとい 

う事情だった。

全蚕労連としては、彼の人柄なら何とか仲介 

の役を果たしてもらえるのではないかと、全面 

的に頼りにしていたので、留守中にご迷惑をか 

けないよう、何でもしますからということで、私 

がその役を代行することになった。

飽食の時代の今日とは全く比較にならない 

が、戦後4年たっていたので、デパートにも食 

料品売り場が再開し、果物屋、お菓子屋など 

にもぼつぼつ品物が出回りだしていた。

私は小口さんから、お金は高くてもいいか 

ら奥さんからロに合う物を聞き出して、毎日届 

けてあげるようにと言われた。私は午後になる 

と会計からお金をもらって、食料品売り場をあ 

ちらこちらと回って、おいしそうなものを探し歩 

いては病院に通った。奥さんは身体に特に苦 

痛はないのだが、安静にしていなければなら 

ない病気だったから退屈しており、食物を届け 

ては、一時間ぐらいおしゃべりをした。とても感 

じのいい方で私もほっとした。はじめは2〜3日 

のつもりが、一週間は続いた気がする。

郡是労組の脱退は、経営者の意向だったに 

違いないから、綾部に行った彼は経営者の説 

得に多くの時間を費やし、手間どったのであろ 

う。そして見事に仲介役に成功し、郡是労組の 

全蚕労連復帰は、組織全体には表沙汰にな 

らないうちに実現した。

女子労働者の教育啓蒙？

かくして就職後の約2か月は、思いがけない 

仕事の連続で、頭でっかちではいられなくなっ 

た。発送やハンスト中の役員のお世話など、雑 

用ばかりでつまらないとは思わなかった。やっ 

と通常の業務に戻ったとき、私は小口さんに“私 

は何をしたらいいのでしょう”と訊ねると、“女子 

労働者の教育啓蒙だよ”の一言で終わり、具 

体的には何もいってくれない。要は自分でゼ 

ロから考えろということらしい。後から考えると 

こういう仕事のやり方をさせてもらえたことは、 

とてもありがたいことだったと思う。

私としては小学校の理科の時間に、繭だけ 

はみたことはあるが、桑の木も蚕も製糸工場 

も見たことはない。
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それで、何はともあれ、製糸工場の労働現 

場を見たい、女子労働者と話したいという私の 

希望に役員も同感で、さしあたっては小口さん 

がオルグに行くのにお伴することになった。

製糸工場は長野県をトップに、山梨、群馬、 

埼玉の各県に多かった。交通機関も現在とは 

比較にならないほど不便だった。それでも、関 

東や甲信越地方までならいいのだが、九州で 

もっとも工場の多い熊本への出張は、忘れら 

れないほど厳しいものだった。

急行などなかったのか、熊本まで列車で30 
時間近くかかり、座席の背もたれも垂直の板 

だった。お米もまだ配給制だったからか、駅弁 

など一切ない。それで配給の豆を煎って、三食 

分くらいを持っていき、おなかが空くとぼりぼり 

食べての長旅だった。水筒も持っていったかも 

しれない。小口さんの奥さんが煎り豆だけでな 

く、いなり寿司を二人の一食分くらい作ってくだ 

さっていた。私も一緒に食べられるようにと気 

をつかわれたのだろう。そのいなり寿司のおい 

しかったことは、飽食の今日でも忘れられない。

片會労組の婦人懇談会

小口さんは全蚕労連の組織化の途上で、二 

回の賃上げ闘争に追われてしまったので、妥 

結後は組織固めに歩き回っていた。特にたく 

さんの製糸工場のある県には、県支部を作り、 

企業組合の枠を越えて交流し合い、日常活動 

を強化しようというのが、全蚕労連の運動方針 

であった。

片會労組ではすでに、各事業所毎の支部 

に全女子組合員を自動的にメンバーにする、 

婦人懇談会という機関を設置していた。片食の 

大会でこの提案がされたとき、組合の二重組 

織になるのではないか、という反対意見も多く 

でたそうである。しかし、あくまでも女子組合員 

の教育啓蒙機関であり、そこで労働条件など 

についての意見や要求が出ても、組合大会や 

執行委員会に提起するまでの役割しかないと 

いうことを強調して、やっと認められたそうであ 

る。因みにこの時点では、全蚕労連の役員は 

もとより、加盟組合の役員はすべて男子であっ 

た。

このアイデアは小口さんが考えたものだった 

が、片食大宮工場には、航空機の製造をやっ 

ていた戦時中に、“挺身隊逃れ”で就職してき 

たまま、戦後も働いていたあねご肌の女性が 

おり、片倉労組婦人懇談会長として、リーダー 

シップのとれる状況だったから、労組を結成し、 

大会で婦人懇談会の設置が認められると、す 

ぐに発足できたらしい。

長旅のおかげで、小口さんに、闘争中には 

聞いてみるゆとりもなかった、製糸業や、全蚕 

労連に関するさまざまな質問をすることができ 

て、私もこれから取り組む課題の全体像がだ 

んだんはっきりしてきた。そして片會労組につ 

くった婦人懇談会を全蚕労連傘下のどの組合 

にもつくっていき、いまつくりつつある県支部 

にも、県内の労組の婦人懇談会が連帯して、 

活動できる場をつくることが私の役割りなのだ 

とイメージすることができた。

三回くらい小口さんのお伴をした後は、私は 

ひとりで埼玉、群馬、山梨、長野にある工場を 

すべて訪ねて、実態把握につとめた。当時は 

すべて寄宿舎制度をとっていたから、オルグ 

活動はとてもやりやすかった。

その時点で、全蚕労連の加盟組合は、第二 

次賃上げ闘争のストライキの際に、経営者か 

らの圧力があまり強くなかったか、あるいは圧
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力をかけられても脱落しなかった組合だったか 

ら、私のオルグ活動の受け入れにも協力して 

くれた。

寄宿舎に泊まり話し込む

一つの工場を訪れると、その夜は寄宿舎に 

泊まり込んで女子組合員とじっくり話し合い、翌 

朝つぎの工場に向かうという旅だった。いざ彼 

女たちにわかるように、労働組合とは何かとい 

うことを話すには、資本主義経済の仕組みも 

説明しなければならない。封建的な農村で育っ 

てきているから、新しい憲法で保障された民主 

主義の諸々の側面、はじめてみとめられた女 

性の人権などなど、わかってもらいたいことは 

たくさんある。しかし、易しく話すには自分がそ 

の事柄について完全にマスターしていないとで 

きない。私は学生労働問題研究会で、資本主 

義がどうの、社会主義がどうのと、いっぱしわ 

かったような気で議論していたけれど、ほんと 

うは何にもわかってはいないということに気づ 

いた。だから工場から工場へと移動の車中で 

は、学生時代よりよっぽど熱心に本を読んだ 

り、昨夜の話し合いで閒いた職場の問題をメモ 

したりしていた。農村地帯を走る汽車のなかで、 

隣りに座った小父さんが「学生さんは勉強がた 

いへんだね」と同情してくれたりした。

家出娘に間違えられる

この当時、若い女性が仕事で出張するなど 

考えられなかったらしぐおもしろい思い出が 

ある。長野県下の小さな会社の組合に行った 

ときのことである。組合長からあらかじめ社長 

に、全蚕労連らか女性がくると諒解を求めてい 

たらしく、社長が出迎えて応接室でもてなしてく 

れた。私もにこにこして当たり障りのない話で 

応じた。やっと組合長がきてくれて工場を見せ 

てもらい、作業終了後に女子組合員と会わせ 

てくれたのだが、わずかの時間でまた社長室に 

連れて行かれた。社長は汽車の時間は〇時が 

終わりですから、タクシーを呼びましたので、お 

茶を召し上がってお待ちくださいと、いんぎん 

無礼に扱われてしまった。今夜はこの工場の 

寄宿舎に泊めてもらい、ゆっくり女子組合員と 

話し合うつもりなのを、組合長は知っているは 

ずなのだが、社長にそのことを言ってくれない。 

彼のおどおどした表情からも、この場は退散 

したほうがいいかなと思い、タクシーで駅まで 

来てしまい、私は途方に暮れた。小さな田舎町 

で泊まることろもなさそうだ。駅できいてみると 

近くに木賃宿があるという。仕方がないから、 

その宿屋に行って泊めてくださいというと、おか 

みさんが、怪訝な表情ながら、部屋は空いて 

いますというのでほっとした。

夕食も頼んで部屋でくつろいだのだが、ひと 

りしかいない仲居さんの様子がなんかぎこちな 

い。夕食のときもつきっきりで、それとなぐ私 

がなぜこんなところへ来たのかを知りたい様子 

だった。

私ははっと気がついたのだが、どうやら家出 

娘ではないかと思われ、自殺でもするのでは 

ないかと不安だったらしい。私はいつも実年齢 

より低く見られるので、そのとき24才くらいだっ 

たのに、18、9才に見られた上、工場を追い出 

されてしょげているときだから、暗い顔をしてい 

たのだろう。

話しているうちに、自殺の心配はないとほっ 

としたらしいが、若い娘が仕事で出張するなど、 

その意外性にとても驚いていた。
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アスベスト禁止をめぐる世界の動き

ドキュメント

アXベX卜禁歧めぐる , 

世界の動S
才1トラリアの労働組合はアスベスト禁止を歓迎

ACTU News Release, Aystralia, 2001.10.18

全国労働安全衛生委員会(NOSHC)は10月17 
日)、2003年末からクリソアイル(白)アスベストを 

禁止することを決定した。この期日は、アスベスト 

含有製品(主としてブレーキパッド)からノン•アスベ 

スト製品への転換の猶予期間を与えたものである。

オーストラリアは、現在約1,500トンのクリソタイ 

ル•アスベストを輸入し、また毎年、推定100万トン 

のアスベスト含有製品を製造している。

アスベストが原因の胸膜や腹膜のがんである中 

皮腫の発生率で、オーストラリアは世界の最高レ 

ベルにある。NOHSCは、1987年から2010年の 

間に、中皮腫によって16,000人、肺がんによって 

40,000人が死亡すると推定している。これらの死 

亡の大部分が、過去に広く使われ、採掘されたア 

スベストと関連したものである。しかし今や、摩擦部 

品製造や修繕など、「管理使用」された産業である 

べきことを要求されたところで働いて中皮腫を発症 

するという、新たな労働者集団が存在している。

2000年7月に世界貿易機関(WT〇)は、フラン 

スの1997年のクリソタイル(白)アスベスト禁止措 

置を支持した。EUですでに禁止した国はフランス 

の他に、199〇年代を中心に9か国ある(アイスラ 

ンド1983年、ノルウx-1984年、デンマーク1986 
年、スウェーデン1986年、オーストリア1990年、 

オランダ1991年、フィンランド1992年、ドイツ1993 
年、イギリス1999年)。これら諸国は、加盟諸国に 

2005年までに白アスベストを禁止することを要求 

したEU指令に、すでに適合している。

オーストラリア労働組合総評議会(ACTU)は、 

クリソタイル•アスベストの使用を中止する決定を 

歓迎する。ACTU副書記長Bill Mansfieldは、次 

のように語っている。

「アスベストは、オーストラリアの労働者とその家 

族に恐るべきインパクトを与えてきた。数千人にひ 

とりが、この製品の使用によって死亡している。

アスベスト使用についての推奨される安全対策 

は、この製品の致死的な影響が知られるようになっ 

てからも、あまりにもしばしば無視されてきた。

アスベストを禁止するのが遅すぎたとはいえ、三 

者構成の全国労働安全衛生委員会が行動を起こ 

し、使用者側の支持をとりつけたこと、および、委 

員会に代表を出している9 (州等)政府がすべての 

種類のアスベストを禁止したことを、ACTU rrnj 
は喜びたい。」 _
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ヨーロッパ•アスベスト•セミナー
European Parliament, Brussels, Belgium, 2001.6.7-8

※原文は、http://www.ibas.btintemet.co.uk/Frames/f_ eas_lka_uk.htm で入手できる 〇 

ウェブページ上では、訳文のゴチック体の部分はリンクが張ってある。

はじめに

ヨーロッパ•アスベスト•セミナーは、2001年6月7- 
8日、ブリュッセルの欧州議会において開催された。 

アスベスト禁止国際事務局(IBAS)とべJレギー •ア 

スベスト被災者協会(ABEVA)が共催したこの会議 

には、幅広い課題分野を代表する、21か国から40 
名以上が参加し、英語、フランス語、スペイン語、イ 

タリア語、オランダ語、ギリシャ語の通訳がなされた。

このイベントの目的には、以下のことが含まれる。 

•アスベストをヨーロッパの優先順位の高い課題と 

して維持する。

• EU諸国における政治家のアスベストに関連した 

諸問題に対する関心を高める。

• EU加盟候補国およびその他の東欧諸国におけ 

るアスベスト問題について調査する。

•ヨーロッパその他においてアスベスト被災者への 

補償を拒否するヨーロッパ企業に対する消費者 

のボイ□ットの可能性を議論する。

•戦略を吟味し、今後のイニシアティブを計画する。

発表を聞き、討論に参加した後、セミナーの参加 

者たちは、ヨーロッパにおける100年にわたるアスベ 

ストの誤った使用によって弓Iき起こされた諸問題を 

扱った、欧州委員会、欧州議会および加盟諸国政 

府に要求する決議を出すための投票を行った。こ 

の決議［8月号38-39頁参照］は、広く流布されてい 

る。2001年6月26日、ロンドンのイギリス下院にお 

いて、ヨーロッパ•アスベスト•セミナー決議を歓迎す

る動議［Early Day Motion］が提案された。この動 

議には、労働安全衛生に関する議会全党委員会 

議長を含む25名の下院議員が署名した。

6月7日午前中のセッションでは、フランス、イタリ 

アおよび東欧7か国のアスベスト問題に関する発表 

が行われ、午後のセッションでは、世界貿易機関 

(WTO)クリソタイル紛争、ブラジルにおけるアスベ 

スト、インドにおける偽情報キャンペーンなどの世 

界的トピックスや、消費者ボイコット、企業行動監視、 

会議決議の起草などのイニシアティブが取り上げら 

れた。

6月8日午前中の2時間のセッションは、主にアス 

ベスト被災者グルー■プを対象とした、よりインフォー 

マルな会議にあてられた。報告や討論は、進行中 

の諸問題や現出している脅威にかなった成功する 

戦略を確認することに焦点が当てられた。

全般的コメント

東欧諸国におけるアスベスト状況に関する情報 

がほとんどないということについて、参加者のコンセ 

ンサスがあった。この問題に取り組む仲間たちと出 

会うことは歓迎された。次のアスベストに関する会議 

は南ヨーロッパで開催されるべきであるということが 

提案された。6月7-8日に行われた発表は、有益な 

データや情報が詰まったものであった。これらの貢
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アスベスト禁止をめぐる世界の動き

献の重要性とユニークさから、これらの発表をIBAS 
のウェブサイトに掲載することが同意された。討論 

のなかには、いくつかの傾向がみられた。多くの東 

欧諸国がEU加盟を計画しているなかで、加盟候補 

国が、2005年のアスベスト禁止のデッドラインを含 

めたEUのアスベスト法に適合できるかどうかが心 

配された。いくつかの国は、この目的に向けて取り 

組んでいる。東欧諸国から参加したほとんどすべて 

の発表者が、自国におけるアスベスト関連疾患の 

発生が、診断も受けずにいる場合が非常に多いと 

報告した。多くの参加者が、アスベスト作業の下請 

会社が不熟練かつ監督されない労働者に引き起こ 

す問題点を示し、アスベスト関連問題に対する一般 

および専門家の関心が危険なほど低いことを明ら 

别こするための、国際協力の重要性を強調した。様々 

な課題分野および諸国から、多くの関係者がともに 

集まることの重要性が、認識された。欧州議員Peter 
Skinner—彼の事務所は、ブリュッセルでの会議の 

手はずに協力してぐれた一を含め、会議の組織者の 

働きも評価された。総選挙のためPeterはイギリスに 

いたが、連帯のメッセージを届け、参加者を支援し 

てくれた。

ベルギー

Paul Vandenbroucke博士が、ヨーロッパ•アス 

ベスト•セミナー共催団体のひとつであるベルギー • 

アスベスト被災者協会(ABEVA)の議長として、歓 

迎の挨拶を述べた。ABEVAは、ごく最近、2000年 

12月に設立されたばかりの新しい組織である。こ 

の協会は、アスベスト被災者とその家族、環境運 

動家、専門家やマスコミ関係者によって支えられ 

ている。2001年3月10日に開催された、健康上の 

問題や健康保険基金、政府機関に対処するうえ 

での問題を議論するための会議には、80名のア 

スベスト被災者が参加した。個人からの寄付によっ 

てなりたっているABEVAは、マスコミ、ベルギー 

対がん連合、その他のNGOや政府当局者とのよ 

い関係を築いている。

協会の組織化の契機となったのは、Jonckheeres 
とVandenbrouckesというふたつの家族をおそった 

悲劇だった。Francoise JonckheereS、20◦〇 年に 

中皮脇こよって死亡した。彼の父も1999年に中皮 

腫で亡くなっている。協会議長の兄弟であるLuc 
Vandenbrouckeは、1999年に、中皮腫によって49 
歳で死亡した。1995年に、彼は、使用者を相手取っ 

て、職業上のアスベスト曝露による、ベルギーでは 

じめての民事訴訟を提起した。この訴訟は、下級審 

で敗訴し、上訴でも認められなかった。ベルギーの 

法律では、犯罪は、きわめて早く、法定出訴期間を 

過ぎて、訴権を失ってしまう。

ABEVAの目的は、

•アスベスト関連疾患罹患者の地位の公的な認定 

をかちとること。現在は、アスベスト被災者と認定 

されるのは、業務上疾病保険会社等によって指 

定された者だけである。

•ベルギーにおけるアスベスト関連疾患の地理的 

分布およびそれと工業地域との関係を明らかに 

するために、アスベスト登録制度を創設すること。 

この登録制度(レジスター)の目的は、ハイリスク 

地域の医師たちの意識を高めることである。この 

問題に関する疫学調査が、保健省の支援によっ 

て開始されている。

.アスベスト被災者への正義と全世界的なアスベス 

卜禁止のための世界的キャンペーンを促進する 

ために、世界中の関係団体とのコンタクトを維持 

すること。

•ベルギーのアスベスト被災者のための補償を獲 

得すること。ベルギーの法律は、被災者の補償 

獲得を困難にしている。災害•保険基金から認定 

された者への部分的な補償は可能であるが、他 

の人々は何も受け取れない。フランスの例にした 

がって、ABEVAは政府に対して、職業曝露と環 

境曝露双方を含めすべての被災者に、申請から 

3か月以内に補償を行うアスベスト基金を創設す 

るよう要求している。ベルギーでは、無過失責任 

を認める、すなわち医療過誤のための、新たな立 

法がまもなく行われると見込まれている。ABEVA 
は、この一部をなすものとしての全国アスベスト計 

画を要求している。この無過失損害賠償基金は、 

被災者が義務を怠った企業を裁判所に提訴する 

ことを妨げるものであってはならず、その立場を
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悪用し、アスベストへの職業曝露を引き起こした 

使用者は、裁判にかけて処罰されなければなら 

ない。

•14の競合する州長官や大臣がアスベスト関連問 

題に対する責任を分担している現在のベルギー 

のシステムを、国全体で斉一のアプローチが採用 

されることを国のアスベスト問題担当長官が確保 

するシステムに変えること。

ベルギーのインフラには88万トンのアスベストが 

含まれており、建築物一とりわけ1970年代、80年代 

に建築されたもの一や多数の家屋が、アスベスト含 

有製品やアスベスト含有セメントをはりめぐらされて 

いる。一般および産業用建築物からアスベストを除 

去する際の規則は存在しているものの、産業用建 

築物が焼け落ちたとすれば、瓦礫はアスベストが含 

有して!/记場合であっても通常のごとく取り除かれる。 

汚染された廃棄物に対するコントロールはない。建 

築廃棄物も規制を受けていないが、アスベストを含 

有していそうである。

最樹こPaulは、ABEVAは、政府と産業界が問 

題を解決するうえでの要素となるように、どちらにとっ 

ても有利な戦略をとることを希望する、と語った。「わ 

れわれがベルギー全体をマネージすることができ 

るとしたら、産業界には国と一緒に補償基金に寄与 

する準備をさせ、産業界の残りのコストを総売上高 

の〇.04%へと大いに削減すること力ぐCきるだろう」と、 

彼は付け加えた。

［プレス■リリ-ス、ABEVAのパンフレット参照、 

ともにフランス語］

フランス

フランスの報告者は、パリ第8大学CRESP研究 

所の社会学者でフランス全国アスベスト被災者擁 

護協会(ANDEVA)のメンバーでもあるAnnie 
Thebaud-Mony博士だった。ANDEVAは、アスベ 

スト被災者、労働者グループ、専門家、労働組合 

その他が一緒になって1995年に創設された。 

ANDEVAによるロビー活動は多くのことを成し遂 

げ、それには1997年のフランスのアスベスト禁止 

と被災者の補償に関する新たな立法も含まれてい 

るが、進歩はつぎはぎだらけであった。過失のあ 

る使用者に対して民事訴訟手続を起こす権利は、 

1996年以前から存在していたが、ANDEVAのメ 

ンバーが使用者を首尾よく裁判に訴えるまでは、 

この種の訴訟は職業病の被災者については提訴 

されたことがなかった。不幸なことに、刑事訴訟はす 

ベて回避されてきた。

フランスにおけるアスベスト運動は、アスベスト被 

災者たちの横顔を引き立ててきた。ANDEVAは、 

被災者の権利が道理にかなったものであるとみな 

される風潮の形成に貢献してきた。彼らは、たとえ離 

退職した後であっても、その疾病にふさわしい医学 

的モニタリングを、無料で受ける権利を与えられる。 

アスベスト労働者には、早期退職する選択権があ 

る。業務上のアスベスト関連疾患の認定件数は、上 

昇してきており、現在では、中皮腫、石綿肺、アスベ 

スト関連肺がん、および胸膜肥厚が含まれている。 

残念ながら、医師と保険会社についてはなお問題 

がある。アスベスト関連疾患を証明する診断書を発 

行する責任のある医師は、きわめて保守的である 

場合があり、また、アスベスト関連疾患の診断の医 

学的確証を得るには困難がある場合も多い。保険 

会社も障害物であり、ANDEVAは、健康保険会社 

の慣例を変えさせるための不断の闘争に追われて 

いる。

アスベストの使用を防止し、既存のアスベストを管 

理し、また、アスベスト調査の義務を課す立法提案 

の実施は、過去2年間、阻まれてきた。アスベストの 

使用や加工がかって一般的であった巨大産業諸部 

門では、状況は改善されてきた。一方で、アスベスト 

が除去されっっある現場では、状況はまったくコン 

トロールのらち外にある。アスベスト除去は、金に 

なる産業であり、多数の下請会社を使うことをともなっ 

ている。元請けの段階では、通常は予防計画が存 

在しているが、作業が2倍ないし3倍の数の下請会 

社にまかされるときまでには、警戒心は捨て去られ 

てしまっている。リスクの多くは、南ヨーロッパやトル 

コ、マグレブ、東南アジアからの移住労働者が負わ 

されている。したがって、フランスのアスベストの流行 

は、自らの権利を知らされていない労働者人口の 

なかの、より恵まれていない、もっとも問題の多い部
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門に移転しつつある。このようなダブル•スタンダー 

ドは、EU域外の地球規模でのヨーロッパ企業の振 

る舞いを反映したもので、フランス政府がアスベスト 

を禁止してからも、フランスの多国籍企業は、もうけ 

の多いアスベスト商品を生産するブラジルの子会社 

のシェアを保持した。多国籍企業にこの発がん物質 

の商売をやめさせるには、国際的な圧力と地球規 

模でのキャンペーンが必要である。Annieは、南ヨー 

ロッパのキャンペイナー、アスベスト被災者グルー 

プ、労働組合との、アスベスト問題と今後の計画に 

ついて討議するための会議を来年開催するべきだ 

と提案した。

まとめとしてAnnieは、フランスと海外におけるダ 

ブル•スタンダードの問題を繰り返した。彼女は、フラ 

ンスにおけるアスベスト禁止は、まさに始まりであり、 

アスベストの全地球的禁止という最終目標は残され 

ていると強調した。それが成し遂げられれば、すべ 

てのアスベスト被災者の権利を認め、世界のインフ 

ラにおける既存のアスベスト製品の適切かつ慎重 

な取り扱いによって、将来のアスベスト曝露を防止 

しなければならない。

イタリア

腫瘍学者で法医学コンサルタントのDaniela 
Degiovanni博士は、25年間、アスベスト関連疾患 

を専門にしてきた。彼女は、研究対象でるカサー 

レ•モンフェラート市を一度も離れたことがない。この 

街は、20世紀の大部分、ヨーロッパ最大のアスベス 

卜•セメント業者であるェターニト社が所有するアスベ 

ストエ場のホームタウンであった。Danielaは、アス 

ベスト被災者、労働者、医師、労働組合活動家、弁 

護士、ボランティアたちが、被災者に対する正義の 

実現を拒み続けてきたシステムを打ち負かすために 

くりひろげてきた痛ましい物語を語った。彼女は、「堅 

実な科学的トレーニングと強力な社会的モチベーショ 

ンが、法令の限界を乗り越え、新たな道筋を切り拓 

くこと力^?きた要因だ」と考えている。過去何年間も、 

彼女は、2,000人の元ェターニト労働者を診てきたが、 

そのほとんどが、無防備な労働条件のなかで、何十 

億ものアスベスト繊維を吸入して病気になったもの 

だった。被災者とその支援者たちは、「文化的偏見 

と反応のなさ、厳格で保守的なメンタリティやいかな 

る革新も閉ざしているシステム」に対して闘わなけれ 

ばならなかった。負けることも多かったが、次第に、 

地方における勝利が、全国的にアスベスト被災者 

に有利な変化をもたらしていった。1980年以前は、 

胸膜中皮腫または肺がんのケースでは、裁判所か 

ら補償を認められるためには、石綿肺があることが 

必要であった。1980年に、3件の胸膜中皮腫のケー 

ス(石綿肺^し)を職業病と認定するLtを拒否した保 

険会社を訴えた訴訟が地方裁判所で勝訴した。この 

判決以降、保険会社は、その職業病リストを修正し 

て、石綿肺なしの中皮腫•肺がんを含めざるを得な 

くなった〇この変化は、イタリアのアスベスト被災者が 

その疾病に対して補償を獲得するうえできわめて重 

要であった。

Danielaは、不都合な状況を変えていくうえでの、 

強力な社会的モチベーションの重要性を強調した。 

「法律ないし明確な規則の不在または古くさい法律 

の存在のなかで、目標を獲得できるかどうかを決定 

するうえでもっとも重要なことは社会的モチベーショ 

ンであることが多い」。法医学者または企業医の役 

割は、彼/彼女の職能を超えており、市民の健康の 

防衛と結合して考えられるべきである。

［発表原稿：英語またはイタリア語］

リトアニア

ヴィリニュス(リトアニアの首都)にある衛生研究 

所の労働医学センターのViktoras Seskauskasは、 

「リトアニアにおけるアスベスト：現在および将来 

の戦略」を用意して、ソビエト体制から受け継いだ 

状況についての率直な評価を与えた。ソビエト体制 

のもとでは、「法令も、専門家も、職業病登録システ 

ムも、モニタリング施設•機器や品質管理も、労働慣 

行の改善•是正も、廃棄物対策も、一般の関心もな 

く、大量の知られていない、登録もされていないアス 

ベストによる死亡事例が存在する」。

リトアニアでは、毎年4,000トンのアスベストが輸入 

され,1965-1994年の間に25,800件の男性の肺が 

んの事例が登録されている。ゼロからはじめて、現
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在の政府は、著しい改善を成し遂げ、EU加盟とい 

うゴールをめざしている。過去10年間以上にわたり、 

アスベス制限して最終的には禁止するという1998 
年の決定(全面禁止は2004年までに実施される見 

込み)を含め、アスベスト•マネジメントに関する国内 

法令を導入する作業が行われてきている。2000年 

には、制限された作業の予防と環境汚染をコントロー 

ルするプログラムが開始された。時代遅れのエスト 

ニアの衛生規範HN23-1993危険有害物質：作業 

場の大気中の最大許容濃度が今なお施行されてい 

るが、EU指令にしたがったその修正の最終案(衛生 

規範HN23-2001)が準備されているところである。

状況を改善するための、その他のイニシアティブ 

には以下のようなものがある。

•アスベストマネージメントというテーマについての 

リサーチャーや労働監督官の教育とトレーニング 

•大気中のアスベストを測定する機器の購入およ 

び使用

• WHOの分析手法(1998):位相差光学顕微鏡を 

用いた気中アスベスト繊維数濃度の測定(メンブ 

ラン•フィルター法)のリトアニア語への翻訳

• 7,500人の労働者がアスベストを取り扱う作業に 

従事していることを明らかにした最近の調査 

(CAREXプロジェクトのなかで実施)

.バルチック•アジェンダ21のもとで2000-2002年に 

実施される、環境•公衆•労働衛生問題に関する 

トレーニング•プロジェクト(オランダ政府•労働省 

の資金提供による)の調整；このプログラムには、 

トレーナー、労働監督官、安全専門家向けのリ 

トアニアにおけるアスベストに関する情報の発行 

が含まれる

•新しいハード、ソフトの活用、専門家のトレーニン 

グ、アスベスト、鉛、ベンゼン等の発がん物質に 

重点を置いて職場におけるOSHデータを記録す 

るためのOSH登録制度の創設による、労働安全 

衛生法(PHARE-TWINNING/LI 991.01)の執 

行体制強化プロジェクト

•予備的な結果を入手した、1997年のリトアニアに 

おける発がん物質への職業曝露プロジェクト

何十年にもわたるアスベストの誤った使用がもた 

らす諸問題が確認されてきており、政府は状況を改 

善しようと努力している。リトアニアにおける現在の 

アスベスト.リスクマネジメントは、専門家や一般の 

関心の低さ、各省間の連携の欠如、低減手順に関 

する知見の不在のために効果がない。Victrasは、 

「アスベスト•マネジメン!^めぐる現在の諸問題を解 

決するもっとも効果的なやり方は、アスベストの低減、 

リサーチや品質マネジメント、一般および専門家の 

教育に経験のある諸国との国際協力を拡張するこ 

とかもしれない」と示唆した。

ポーランド

ポーランド全国労働監機関(NLI)のMieczyslaw 
(Mike) Foltynは、ブリュッセルでの会議の後、NLI 
のアスベスト問題コーディネーターとして主任労働 

監督官に任命された。ブリュッセルでのMikeの内容 

の濃い報告は、「労働監督官の立場からみ■たポー 

ランドにおけるアスベスト問題」とい分仆ル。ポー 

ランドにおけるアスベスト使用のピークだった1970 
年代に、原料アスベストの年間消費量は1〇万トン 

であった。1980年代までに、それは6万トンにまで減 

少し、1991年には3万トンに落ち込み、ポーランド 

は世界第16位の消費国となった。1952-1997年、 

9,000人の労働者を雇用する100の企業が、アスベ 

スト製造にかかわっていた。ほとんどがクリソタイル 

である、アスベストの3分の2が、4つの工場で、住 

居や産業用建築物でよく使われる波形屋根板や外 

装板などの、アスベスト含有建材の製造に使用され 

た。Mikeによれば、「クロシドライトは、圧カパイプ 

や広口径パイプの製造に用いられた」。アスベスト 

製品を使用する工場は、国中に散らばっており、そ 

の年間消費量は数キログラムから数百トンまで様々 

であった。いくつかのポーランド企業によるアスベス 

卜の代替化の動きは、1995年頃に始まったが、経 

済的理由からこの傾向は進展しなかった。

1976-1996年の間に、アスベスト関連職業病登録 

システムは、石綿肺1,314件、肺がん154件、中皮 

腫52件、という数の業務に関連したアスベスト関連 

疾患を記録している。中皮腫は1986年以来、職業 

病として認められているものの、1986-1996年の間 

に発生した中皮腫の総数のうち、業務に関連したも
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のと認められたのはわずか2.4%だけであった。「こ 

の低いパーセンテージは、アスベストが中皮腫の発 

症要因であるという認識が欠如していること、国際 

基準の認識が適用されていないこと、また、患者の 

健康に関連する業務の情報が正しく収集されてい 

ないこと、を証明している」。

アスベスト製品の適用を禁止するポーランドの法 

律は1997年9月に発効し、1998年に環境大臣は、 

既存のアスベスト商品の安全なマネジメント、アスベ 

スト廃棄物の安全な処分、それらのプロセスにおけ 

る労働安全衛生確保のルールについてくわしく規定 

した規則を公布した。1998年1月1日に、アスベスト 

廃棄物を含めた.新しい廃棄物処理法が発効した。 

これらの法律にもかかわらず,ポーランドの労働監 

督官は、広い範囲にわたって、危険な現実が続い 

TV を発見してきTVる 雇用労働者数で45,000 
人の労働現場監督の結果では、497人が解体•改 

修作業によって直接アスベスト(こ曝露し、さらに1,244 
人がそうした危険な作業によって飛散するアスベス 

卜繊維に曝露していることがわかった。これらの労 

働現場で確認されたその他の違反事項には、他の 

労働者や公衆の曝露につながる作業場所の未標 

示、発がん物質に曝露する労働者の未登録、曝露 

労働者への医学的サーヴェイランスの欠如、作業 

計画、リスク分析と業務上のリスクを最小化するた 

めの予防対策の欠如、アスベスト廃棄物の不適切 

な取り扱いにつながる、除去作業の許可を受けた 

企業から未許可の業者への下請化などがあった。

労働監督によって、このようなアスベスト規制の 

無視が明らかにされたことから、主任労働監督官は、 

2002年から開始される経済省のプロジェクト「ポー 

ランド領域内で使用されているアスベストおよびアス 

ベスト含有製品の除去に関するプログラム」を策定 

した。このイニシアティブが、「アスベストの有害な性 

質についての社会一般の関心のレベルを高めるキヤ 

ンペーンになるとともに,組織的および技術的解決 

をもたらすことが期待されている。われわれはまた、 

このプログラムが、アスベスト使用が社会にもたら 

すコストの問題の喚起にもつながることを望んでい 

る」〇

ルーマニア

ブカレストにある公衆衛生研究所のRuxandra 
Carmen Artenie (Carmen)博士は、「ルーマニアに 

おける現在のアスベスト問題」について説明した。 

ルーマニアにおけるアスベストの遺産に対する公け 

の関心は高まってきているとはいえ、能力のあるス 

タッフと機器の不足が、何千人もいるルーマニアの 

アスベスト被災者の確認と支援、一次予防戦略促 

進の努力を妨げている。ルーマニアの建築物のア 

スベスト調査は、実施されたことがない。統計は、1990 
年代は⑽こはアスベストを直接取り扱う人々が2,474 
人おり、1990年代半ばまでにこの数字は1,701人に 

まで減少したものの、2000年には1,741人と再び増 

加したことを明らかにしている。ルーマニアで公式に 

認められているアスベスト関連疾患には、石綿肺、 

中皮腫、肺がんが含まれるが、1990-2000年の間 

には、中皮腫ないしアスベスト関連肺がんの事例は 

記録されていない。ルーマニアでは毎年1万件の新 

たな肺がんがあるが、どれくらいがアスベスト関連 

のものかはわかっていない。Carmenは、「現行の 

疾病率データは、実際の状況を示していない。その 

理由は、とりわけ曝露した人々の定期的なチェックアッ' 

プのパーセンテージがなお低い(約60%)ことである。 

ほとんどのアスベストに起因する疾患が、今なおそ 

れ自体認識されていない」という。

ルーマニアのアスベスト使用の歴史には、バナト 

州におけるアスベスト採掘、アスベスト•セメント製品、 

摩擦材、アスベスト織物、コンクリート混合物の製造 

が含まれる。アスベストのリスクに関する知見が増 

大しているにもかかわらず、ソビエト連邦、ユーゴス 

ラビア、カナダから輸入されるアスベストの使用は, 

1973年以降伸びた。クリソタイルとクロシドライトの 

両方が輸入された。カナダのアスベスト産業を代表 

する組織であるアスベスト研究所のルーマニアにお 

ける関与と、クリソタイルの国際市場を防衛するた 

めに穂先を突き立てる努力についての指摘は興味 

深い。「1991年、カナダのアスベスト研究所の専門 

家たちが、Ramnicu Saratのブレーキ•シーリング部 

品工場でいくらかの測定をやってみせた」〇ルーマ
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ニアにおける職場のアスベスト曝露の曝露限界は 

1繊維/cm3であることを心にとめておくと、この工場 

の製造工程で測定された曝露レベルは恐るべきも 

ので、冷却圧縮摩擦材5-6繊維/cm3、混合摩擦材 

7.1繊維細3、織物9.4繊維/cm3、アスベスト織物5 
繊維/cm3であった。

公衆衛生研究所で進行中のプログラムは、位相 

差光学顕微鏡と走査型電子顕微鏡を用いたアスベ 

ストの職業曝露のモニター、職業歴と他の曝露歴に 

注意を払うことによるアスベスト曝露者の確認と定 

量化、アスベスト曝露のリスク評価、診断ツールの 

開発と科学的調査研究プロジェクトの実施、を目的 

としたものである。1998年以来、国際がん研究機関 

(IARC)のコーディネートによるマルチ-センター、 

ケース-コントロール•スタデイへのルーマニアの科 

学者の参加は、これまでに、業務上のアスベスト曝 

露の経歴のある200人の肺がん患者のなかから5 
件の対象を確認している。この調査の完了は2001 
年12月31日と予定されている。ルーマニアにおけ 

るその他の重要な調査研究としては、「断熱材工場 

およびアスベスト•セメント産業においてクリソタイル 

に曝露した労働者集団の尿中アスベストの走査型 

電子顕微鏡による測定」や、アスベストの表面の特 

性や「アスベストとプロテイン、アルミニウム、へモグ 

ロビン、DNA等の生物学的混合物との間の物理的• 

化学的相互作用」に関連した研究がある。

ルーマニアのシステムを改善するための勧告とし 

て、職場のアスベスト曝露限界値を0.2繊維/cm3に 

引き下げること、より多くのよりよいコントロール手 

法、一般、産業用、住居用建築物のアスベスト検 

査、建設業、自動車修理や造船部門の小企業に 

おける職場曝露のモニター、アスベスト曝露者の 

医学的サーヴェイランス、一般開業医や呼吸器科 

の医師、現在ルーマニアに250人いる労働医学の 

専門医に対するアスベスト注意喚起トレーニング、 

があげられる。

八ンガリー

ブダペストにあるノツガリー国立労働衛生研究所 

(NIOH)のAndras Mandi教授は、ハンガリーでは 

40年前から、アスベストが原因の肺腺維症、石綿 

肺が職業病として認められていることを報告した。石 

綿肺事例の大多数が、アスベスト織物産業におけ 

る業務上曝露によって発生している。1980年代、ア 

スベスト織物の生産は、禁止されるべき第一のアス 

ベスト加工であった。アンフィボール系アスベスト繊 

維の使用は、1988年に禁止された。ノ ガリーでは、 

2005年から、アスベスト含有製品の製造および使 

用が禁止されることになるだろう。

Andrasは、欧州連合(EU)のプロジェクト「INCO 
Copernicus IC15-CT 96 0301」により実施された調 

査研究の成果である、「八ンガリーの肺がんにお 

ける業務上アスベスト曝露の役割(International 
Archives of Occupational and Environmental Health 
(2000) 73: 555-560)」と題した自らの論文に基づ 

いたものであった。このプロジェクトは、ブダペストの 

広範囲にわたる建築物のアスベスト汚染を測定す 

ることと、ハンガリーの悪性呼吸器腫瘍患者におけ 

る業務上アスベスト曝露を評価することの、ふたつ 

の目標をもつものだった。

1997-1999年の間に、NIOHの粉じん研究室は、 

ブダペスト内の建築時期の異なる500の建築物の 

アスベスト含有建材を調査した。その結果、以下の 

ように、アスベスト含有建材がみつかった。

•住居用建築物の14%
•公共建築物の47%
-学校•幼稚園の6%

101のアスベスト含有建材を分析したところ、98が 

クリソタイルを含有、2がクリソタイルとクロシドライト、 

1がクロシドライトを含有していた。

アスベスト曝露の頻度を確認するために、肺がん 

患者の臨床検査が実施された。ハンガリーにおけ 

る肺がんの発生率は非常に高く、毎年、人口1,000 
万人当たり6,000の新規事例がある。公刊されたデー 

夕に基づき、肺がん事例総数の1-20%は、アスベ 

スト曝露に関連したものだと考えられている。したがっ 

て、アスベスト曝露によるものは、最大毎年1,200の 

患者が発生してぃ紀予測すること力きる。これは、 

アスベスト関連肺がんを合わせて毎年2-3件という 

公式統計の数字と対照的である。石綿肺が20-30 
件、悪性胸膜中皮腫が8-12件という政府統計も、
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著しく低い。

29項目からなる詳細かつ包括的な質問用紙を、 

300人の肺がん患者を代表するグループに配布し 

た。この質問調査の結果および蓄積されたデータに 

基づき、1繊維•年が1繊維/cm3の曝露に1年間フ 

ルタイムで従事したことを示すものとして、繊維•年で 

各個人お累積アスベスト負荷を評価した。ドイツその 

他では、累積アスベスト曝露が25年超のアスベスト 

労働者の肺がんを、アスベスト関連または職業病と 

して認定している。ハンガリーではこのような事例は 

まだない。

300人のがん患者に面談聴取が行われた(297人 

が肺がん、3人がびまん性胸膜悪性中皮腫)。「3人 

の胸膜中皮腫患者すべて(100%)と297人の肺が 

ん患者のうちの11人(4%)で、25繊維•年かそれ以 

上の業務上の累積アスベスト曝露がみつかった。 

25繊維•年の累積アスベスト曝露は、肺がんのリス 

クを2倍増加させると見積もられていることから,こ 

れらの患者の胸部悪性腫瘍は職業病と認めるべき 

である」。この調査結果に基づいて、Andrasは、ハ 

ンガリーにおけるアスベスト関連肺腫瘍の大多数が 

認定されないまま、アスベストによって引き起こされ 

た疾病が「診断されずに見過ごされたまま」(％づて 

いると結論づけた。

ブルガリア

ソフィアにある国立衛生センター準教授のPetrana 
Tchemeva-Zhalova博士が、「ブルガリアにおける 

アスベス■'一歴史、現在の使用状況と見通し」に 

ついて発表した。ブルガリアの状況は、この国にア 

ンソフィライトとトレモライトの鉱床、自然に土壌が 

アスベスト混合物で汚染された地域が存在している 

ことによって複雑なものになっている。影響を受け 

た地域の96,059人を対象に1973-1978年に実施さ 

れた調査では、720の胸膜肥厚の事例を確認し、そ 

の94.6%が40歳以上の者であった。ブルガリアのア 

スベストの遺産は、アスベストの商業用利用によっ 

て悪化され続け、1980年の消費量のデータでは、 

主にロシアとカナダからの32,000トンのクリソタイル、 

南アフリカからの1,000トンのクロシドライト、国内で 

生産された7,000トンのアンソフィライトとトレモライ 

卜の使用を記録している。ブルガリア産のアスベスト 

の採掘源は5か所に所在し、原料繊維は2つのエ 

場で加工され、6つの工場でアスベスト•セメントを、 

1つの工場といぐ?かの商店施設で摩擦材を製造し 

ている。

クリソタイルの許容限界値(TLVs)は、1977年以 

降、3繊維/cm3から0.6繊維/cm3に弓Iき下げられて 

いる。1998年まで、保健省の国家衛生管理［局］が、 

粉じんによる大気汚染を管轄していた。それ以後、 

労働•社会政策省が管轄している。労働者の曝露 

状況の医学的モニタリングに関するカレガリアのシ 

ステムは、ILOの基準にしたがい、職業性肺疾患の 

専門家や放射線技師によって、8つの分野につい 

て、地方ごとに実施されている。石綿肺、アスベスト 

による胸膜肥厚斑、肺がんおよび悪性胸膜中皮腫 

の診断の用件となる基準が存在している。この作業 

は、国立職業病センターが監督している。1967-1982 
年の9,142人の労働者の調査では、206件の石綿 

肺、492件の前病変化がみつかっている。1982年 

までに記録された石綿肺事例に関する分析による 

と、業種との関係は以下のとおりであった。

保温•電気修理業 37%
鉱山•原料アスベストの一次加工21% 
アスベスト•セメント製造 16%
アスベスト、プラスチック製造 10% 
アスベスト織物 10%
その他 10%

1980-2000年に記録されたデータfrJ;る匕毎年、 

136-201件の石綿肺•胸膜肥厚斑と、アスベスト関 

連の事例は少ない。人口10万人当たりの悪性胸膜 

中皮腫の件数は、1991年6件、1992年9件、1993 
年14件、1997年16件と増加している。これらの患 

者の職歴に関する情報はないが、ほとんどが業務 

上のアスベスト使用に起因するものである。「相当 

な数の労働者がアスベストに曝露してきたことを考 

慮すれば、専門家の数の不足とともに、おそらくは 

組織的、経済的、法律的理由から、隠れた疾病率、 

発生率が存在している」。

現在、毎年、2,000トンずつ輸入されているアスベ 

ストが、4,400人の労働者をリスクにさらしている。今
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なお、常時アスベストを取り扱っている会社が434、 

時々アスベストを取り扱っている会社が315、存在 

している。130の企業がすでにアスベストを無アスベ 

スト製品に代替していると言えることは喜ばしい。今 

後のアスベスト疾患の予防は、ブルガリアにおける 

国家的な優先事項とされている。最近数年間の間 

に、労働安全衛生、職業病登録、アンフィボール系 

アスベストの全面禁止、いぐつかの用途のクリソタイ 

ル含有製品の禁止、EUレベルへのTLVsの弓Iき下 

げ、建築物と船舶の解体の規制、環境汚染の低減 

をカバーする様々なアスベスト規則•法令が制定さ 

れている。

スロヴァキア共和国

ブラチスラバにある学術研究所の労働医学を専 

門とする医師Margareta Sulcova教授が、「スロヴァ 

キアにおけるアスベスト使用と健康への影響」に 

ついて発表した。スロヴァキアではアスベストが1940 
年から使用されている。国内唯一の蛇紋岩鉱山の 

生産量は、1960年代に減少し、1999年に閉山され 

た。最近では、カナダ、ロシア、南アフリカから輸入 

したアスベストを使用する、2つのアスベスト•セメン 

トエ場があった。ひとつの工場は1999年に、もうひ 

とつは2000年に生産を中止した。法令では、食品産 

業、製薬産業、ブレーキライニング、造船•建設部 

門、建材•摩擦材、個人用保護機器でのアスベスト 

の使用は、もはや許されていない。しかし、代替品 

に取り替えられつつあるとはいえ、消防用には今な 

お認められている。

アスベストの環境曝露は「事実上コントロールされ 

ておらず」、2つの発生源が存在している。 

.木造建築物や家屋内のパイプの断熱材、耐火材、 

扉、断熱材、塗料への室内曝露。上下水道管、 

煙突などのアスベスト•セメント製品への曝露も危 

険である。植木鉢はアスベスト•セメントで作られ 

ていたが、すでに製造が中止されている。 

•アスベスト•セメント屋根材、壁材、廃棄物の投棄、 

舗装道路へのアスベスト•セメント廃棄物の使用、 

管理されないアスベスト含有廃棄物の取り扱いや 

運搬による屋外曝露。そのような廃棄物が危険

であることは知られているが、そのすべてが管理 

されているわけではない。

アスベストへの職業曝露は、国立衛生研究所に 

よって管理され、業務上アスベストに曝露する労働 

者の登録を行っている。これに登録されている労働 

者の数は1996年の231人から2000年の92人へ減 

少している。最近では、これらの曝露は管理される 

ようになっており、現状は以下のとおりである。

.アスベスト•セメント製品の製造(1998年で45人 

の労働者)

•ボール紙の製造(1998年で36人の労働者) 

•消防

•個人用保護機器の製造

•断熱材の製造

•アスベストに関わる検査•研究

電気工や建設業労働者、とりわけ建築物の解体• 

改修では、管理されない職業曝露がほとんど一般 

的である。これらの状況下で曝露している労働者の 

数に関する情報も知見も存在していない。

スロヴァキア共和国では、ヘルシンキ•クライテリ 

ア［1998年6月号参照］にしたがって、石綿肺、石綿 

肺を伴う肺がん、中皮腫が職業病として認められて 

いる。これらの疾患の正式統計は低い。1998年で、 

7件の石綿肺と4件の肺がん/石綿肺であった。1983- 
2000年のアスベスト曝露労働者に関する学術研究 

の結果では、異なる様相を示している。あるひとつ 

の工場で、アスベスト曝露期間が10年超でかつ最 

初の曝露から20年超の労働者737人のうちで、29 
件の石綿肺、そのうちの8件は肺がんを合併、5件 

は胸膜中皮腫を合併していることが観察された。喫 

煙するアスベスト曝露労働者の肺がんリスクは、非 

喫煙者の3倍であった。肺がんの相対リスクは、曝 

露の繊維•年が多いほど増加した。

腫瘍学的中皮腫登録を使づて、スロヴァキアの人 

ロにおける中皮腫の発生率の評価がなされた。ス 

ロヴァキアの55 0万人の住民のうちの悪性中皮腫 

の数は、過去8年間のうちに急激に増加した。大多 

数に当たる285件が1978-1997年に発生しており、 

そのすべての診断が臨床的、組織学的に是認され、 

60-69歳の患者であった。父親がアスベスト•セメン 

トエ場で働いていて、汚染された衣服を自宅に持ち
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帰っていたという13歳の男子の事例が1件あった。 

linear and multiplicationモデルか^、予測されてき 

たよりも多くの中皮腫事例が発生していることは明 

らかである。

これまでに採用されてきた予防対策としては、EU 
指令にしたがった、アスベスト管理と業務上リスクに 

対する労働者防護に関する1999年に導入された特 

別法、規則および政府の命令がある。この規則の 

主な原理は以下のとおりである。

•アスベスト含有製品は、他に適当な危険でない代 

替品が利用できない場合にのみ使用することが 

できる。

•すべての労働者が、アスベストの健康リスク、喫 

煙とアスベストの相乗効果について知らされてい 

なければならず、防護手段をとるためのアドバイ 

スを与えられなければならない。

•1998年末まで、アスベストおよびアスベスト含有 

製品の輸入は、アスベスト曝露限界値を設定す 

る権限を与えられている保健省の認可を受けな 

ければならない。それらの限界値は、2002年ま 

でにEUと同じになる予定である。

Margaretaは、以下のとおり述べて、話をまとめた。 

•アスベストの採掘およびアスベスト•セメント製品 

の製造は1999年に廃止された。

•アスベストおよびアスベスト含有製品のスロヴァ 

キア共和国への輸入は公式には認められてい 

ないが、非公式には今なお行われている。

•管理された状況のもとでアスベストに曝露してい 

る労働者の数は減少している。

•スロヴァキアのヘルスケア•システムの変化によっ 

て、曝露労働者の予防的へルスケア•サービスに 

いくらかの問題が生じている。

•管理されない曝露を受けている労働者の数は知 

られていない。

•スロヴァキアの住民は管理されない屋内•屋外の 

発生源からの曝露を受けている。

• EU指令に基づいた政府の命令は、2002年に実 

行される予定である。

ラトビア

リガにある労働•環境保健研究所のMaija Eglite 
教授は、「ラトビアにおけるアスベスト」のなかで、 

彼女の国のアスベスト使用について論じ、ラトビア 

がEU加盟の準備を進めるなかでとられつつある現 

在の進展に焦点を当てた。ラトビアではアスベストは 

1940年から使用され、1970年代後半には広範囲に 

わたって使用されるようになった。大部分は.南ウラ 

ル山脈とカザフスタン^ち輸入されたクリソタイルだっ 

た。年間消費量は、1993年の4,575トンから2000年 

の1,490トンに減少してきている。ラトビアにおける 

重要なアスベスト規制は、

• 2000年4月25日に閣議を通過した、.化学物質お 

よび化学製品に関する法律のもとで化学物質お 

よび危険有害な化学物質の販売を制限および禁 

止する、規則第158号。EU指令にしたがって、す 

ベての加盟諸国において2005年1月1日までに 

クリソタイルの使用が禁止されるが、このラトビア 

の規則は、2001年1月1日までにすべての種類 

のアスベストの販売および流通を禁止する。既存 

のアスベスト商品の使用は、よい状態にある場 

合には、適切に標示される限り、許される。 

•1998年8月25日に閣議を通過した、労働保護法 

の砧でアスベスト関連作業にかかる労働安全衛 

生の諸問題をカバーする、規則第317号。

アスベストおよび7スベスト含有製品の販売(52001 
年1月1日に禁止されたが、1,380b>の大部分が屋 

根材であるアスベスト•セメント製品およびアスベス 

卜含有製品が、2001年の1月と2月の間に輸入され 

ている。Maijaは、この法違反は、アスベストの商業 

利用に段階的禁止の時間が与えられなかったこと 

によるものと説明した。さらに、アスベストの輸入を 

管轄する政府機関である保健省と環境省は、時間 

不足から、新たな禁止措置を執行するための適切 

な準備をしていなかった。最近数か月以上にわたり、 

アスベストの輸入を制限する政府による新たな管理 

はうまくいっていなかったが、ようやく機能しだしてき 

たようにみえる。

アスベスト使用の管理および規則第317号の執 

行を管轄する労働省は、輸入を規制する権限をもっ 

ていない。2000年に労働省は、18件のアスベスト 

作業ないしアスベスト解体作業の申請を受け付け
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た。Majiaは、ラトビアで使用されたアスベストの総量 

を考慮すれば、この申請件数は少なすぎる。2000 
年に、少量のアスベストを使用するいぐ2かの中小 

企業が存在していたが、アスベストの大部分は3つ 

の主要企業によって使用されたものである。

.1,100トン使用してし巧、IB Brocenu Cement-Slate 
の工場である、Brocenu Metala Sistemas
•断熱製品製造に3,5トンを使用するValmieras 

Stikla Skiedra
•鉄道のエンジン修理に4.45トンを使用するLoko- 

motive
大規模事業場における曝露の規制では進展が 

みられており、大きな問題は中小企業と解体現場に 

あると考えられる。2001年からラトビアでは、以前は 

1繊維/cm3であった、アスベスト繊維の「最大許容値」 

が、0.6繊維/cm3とされた。昨年、アスベスト解体現 

場で実施された大気測定では、平均濃度3.3-4.6繊 

維/cm3を記録している。

過去のアスベスト使用を考えれば、アスベスト関 

連疾患の公式記録は非常に低い。1974-2000年の 

間に、「アスベスト関連疾患に罹患したとして国の職 

業病登録に登録」されたのは44件であった。1997- 
1999年に、52件の中皮腫が確認された。Majiaは、 

数多くのアスベスト関連疾患が、診断を受けないま 

まになっている、と述べた。。医学トレーニングを増 

強し、診断技術を改善して、より多くの事例を確認す 

ることが期待される。

ブラジル

技師Fernanda Giannasiは、ブラジル•サンパウロ 

市の労働監督官である。Fernandaは、実験室、子 

供の遊び場、住宅施設、庭、建設現場、工場、道路 

脇のスキップのなかのアスベスト含有製品のスライ 

ドを見せながら、ブラジルの至るところでアスベスト 

が使用されている現実を鮮やかに示してみせた。ブ 

ラジルは、世界第4位のクリソタイル生産国である。 

1996 年に213,000 トン、1997 年 208,000 トン、2000 
年には190,000トンを生産している。ブラジルの生産 

量の3分の2は、開発途上諸国と日本に輸出されて 

いる〇

長年にわたるアスベスト生産および使用の結果 

は容易に見いだすことができる。何千人ものブラジ 

ル人力巧7スベスト関連疾患に罹患しているのである。 

しかし、政府の統計によると、1900-1998年の間の 

アスベストに関連した死亡は100件に満たない。ブ 

ラジル•アスベスト曝露者協会(ABREA)が作成し 

たそれに代わる数字は、オザスコ市のエターニト社 

のアスベスト•セメントエ場の元労働者960人のうち、 

549人がアスベスト関連の疾患または症状に苦しん 

でいることを明らかにしている。ABREAは、アスベ 

スト被災者のことをより世間に知らしめるために闘っ 

ている。ABREAのそれ以外の目標には、曝露労働 

者の医学的サーヴェイランス、アスベスト関連疾患 

の補償、アスベストのリスクに対する社会の関心の 

昂揚、世界的なアスベスト禁止のためのキャンペー 

ンが含まれている。

ブラジルと世界のクリソタイル市場を守るために、 

政府とアスベスト産業は、ブラジルのアスベストに関 

するいぐ□かの神話をふりまいてきた。

•アンフィボール系アスベスト(クロシドライトやアモ

サイト)だけが危険である

•ブラジルのクリソタイルの純粋さは安全を保証し 

ている

•ブラジルではアスベスト吹き付けは行われてこな 

かった。Fernandaは、彼女の手のひらで粉々に 

砕けてしまうような劣悪な状態の吹き付けアスベ 

ストがなされているリオデジャネイロの映画館の 

写真を見せてくれた。この映画館は閉鎖され、ア 

スベストが除去された。

•アスベストへの職業曝露だけが危険であって、環 

境曝露は安全である

•アスベストの「管理使用」は可能である。この見解 

の誤謬を示すためにFernandaは、ある工場で撮 

影した写真を見せた。ひとりの男が、プラスチック 

で梱包されたLAB (カナダ産)クリソタイルの船積 

み荷を開けるのに、野球のバットを使っている。 

彼は、普通の衣服を着て、ロを覆う薄っぺらなマ 

スク以外、何も保護具をつけていない。

ブラジルからは、良いニュースと悪いニュースが 

ある。良いニュースは、アスベスト産業が怯えるあ 

まり、「ドミノ効果」がテンポを速めたことである。ブラ
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ジルでもっとも工業化の進んだ4つの州と多数の市 

や町がいまやアスベストを禁止している。悪いニュー 

スは、ブラジルでは、信頼できる情報の不足、元ア 

スベスト労働者の疫学調査や曝露者の医学的フォッ 

ローアップ、専門のメディカルケア、医療人への専 

門トレーニングがないという状況が、依然残ってい 

るということである。労働監督機関は、ブラジルのア 

スベストを使用する全工場の年1回の巡回を保証 

するのに必要な数の26.6%の安全衛生監督官しか 

有していない。

[Fernandaのスライド■プレゼンテーシヨンの要

約版を参照]

インド

インド•ニューデリーにある労働•環境保健セン 

ターのTushar Kant (TK) Joshi博士は、「インドにお 

けるアスベスト逆情報キャンペーン」について発 

表した,TKは、アスベストの使用が事実上コントロー 

ルのらち外にある状況について説明した。インドで 

は、毎年125,000トンのクリソタイルが使用されてい 

る。100,000トン^*ナダとロシアカち輸入され、25,000 
トンは国内のビハール州Rajsthanとアンドラプラデ 

シュ州で生産されている。クリソタイルのほとんどが、 

パイプやシートなどのアスベスト.セメント製品の製 

造に使用されている。クロシドライトの使用は禁止 

されているものの、地方で生産されるトレモライトは 

今なお使用され続けている。

インドにおけるアスベストは、年間総売上高20億 

USドル、大規模事業所が13、小規模では673がこ 

の広い国中に広がっている。TKは、6,00〇人の労 

働者が直接曝露し、ほかに100,000人が間接的に 

曝露しているという、曝露労働者に関する国の推計 

は現実を下回っていると考えている。産業界がスポ 

ンサーになっているデリーのアスベスト情報センター 

は、何年間も、産業寄りの集まりや会議の場で、ア 

スベストの「管理使用」を売り込んできた。1996年の 

環境保護法、1948年の工場法等々の、アスベスト 

に関する政府の法令が存在するにもかかわらず、 

鉱業省や労働省による執行は存在していないのと 

同様である。

TKによれtf、「インドにおけるアスベストの使用 

および曝露は、恐るべき、大変な状況である。アス 

ベスト曝露は、『スローモーションの大惨事』を引き 

起こしつつあるが、記録が整備されていないため目 

に見えず、法令の執行は画餅にとどまっている。こ 

のようなシナリオの結末を想像することは難しくない。 

最後の分析として、アスベスト曝露は、1994年のボ 

パールのメチルイソシアネート曝露の何倍もの生命 

を奪うことになるだろう」。

世界貿易機関

Barry Castleman博士の貢献は、フランスのクリ 

ソタイル禁止に対するカナダの提訴の様々な段階 

を通じて明らかになった世界貿易機関(WTO)の内 

部の機能に焦点を当てたものだった。EUの法律チー 

ムの専門アドバイザーのひとりとして、Barryは、WTO 
の正義の分配者の非民主的かつ秘密主義の慣例 

の数々をじかに観察した。この紛争事件は、表面的 

にはフランスの禁止措置に関するものであるが、実 

際にはカナダは、アスベストの使用に関するこの事 

件の第3世界に対する心理的かつ先例としてのイ 

ンパクトに、より関心があった。カナダは自国で採掘 

するアスベストのほとんど100%を、アスベスト•セメ 

ント、自動車ブレーキ、ガスケットや織物向けに輸 

出しており、フランスの禁止は、残されたアスベスト 

市場を深刻な危機にさらす可能性があった。

WTOのプロセスは、公開の欠如と産業界寄りの 

傾向で特徴づけられる。WT 〇の科学専門家候補 

の選考経過から、尊敬されているインディペンデン 

卜な科学者と医師180名の団体である高名なラマッ 

チニ協会のメンバーである指名者たちは、以前に『ア 

スベスト禁止の要求J [1999年5月号参照]を発表 

している団体に属しているという理由で除外された。 

しかしながら、指名者たちは、アスベスト産業との関 

わりや所属については聞かれなかった。プロセス全 

体を通じて、秘密が維持された。選ばれた科学者の 

氏名は発表されず、他の専門家を却下した理由も 

明らかにされず、WT 〇画専門家に示した質問事項 

も秘密であった。

アスベスト産業は、アスベストは「管理使用」体制
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のもとで安全に使用すること力きるという立場を維 

持し続けている。「管理使用jが何を意味しているか 

の説明は、巧みにかわしてきた。この紛争事件にお 

いて、カナダは最終的に、この概念を以下のように 

定義した。

•免許を受けた企業のみへの販売

•政府機関へのユーザー•リストの提供

•製品を寸法に切断することのできる地方センター 

の設立

•「この製造管理の提供に失敗」した場合にはペナ 

ルティをともなう、能力の監視を含む下流のユー 

ザーに対する監督

カナダのおとぎ話は、輸出国のあらゆる責任を免 

除する一方で、「管理使用」のための重荷をアスベ 

スト輸入国の政府とアスベスト企業に負わせるもの 

である。バンコクないしサンパウロのアスベスト•セ 

メント製品の現地製作センターというコンセプトは、 

アスベスト企業に対する警察の役割のごとく滑稽な 

ものであった。カナダの弁護士は、そのような「管理 

使用」体制がどこに存在しているのかと聞かれたと 

き、彼は、議長が答えるよう促したのを辞退した。

ジュネーブで行われた専門家ヒアリングの叙述は 

魅惑的であった。聴衆は36人に制限され、第3者当 

事国(アメリカとブラジル)、ILO、WHO、労働組合、 

メディア、環境団体その他のNGOの代表は締め出 

された。カナダの専門家には、アスベスト産業界に 

雇われる常連の「科学者」たちが含まれていた。裁 

定を下すWTOパネルのメンバーは、この紛争事件 

の多くの重要な科学的ポイントにあまり関心がない 

ようにみえ、ひとりの裁判官は、長い昼食の後ほと 

んど眠り込んでしまいそうに見えた。

安全な曝露レベルは存在しない、より安全な代替 

品は入手可能である、「管理使用」は非現実的であ 

るという、WTOが指名した専門家の全員一致の見 

館よこの紛争事件にとって重要であった。Barryは、 

もし4人の専門家のうちのひとりが、「政府の規制は 

建設産業において機能する可能性があるようだ」と 

考えていたら、この事件は負けていた可能性があ 

ると感じて！/巧。2000年10月23日に提出されたカナ 

ダの上訴について論じて、NGOに法廷助言者とし 

ての意見提出の機会を新たに提供した問題につい 

て簡単にふれた。提出された17件の意見はすべて、 

ひとつの理由またはその他によって上訴機関によっ 

て却下された。上訴機関は、フランスの禁止を支持 

した。

この紛争事件を通じて明らかになった、WTOの 

プロセスの弱点には、以下が含まれる。

•複雑な問題を1年間(と上訴に6か月)という期限 

内に解決することの困難

•完全に、WT 〇の事務局を構成する顔のない

WTO官僚が閉ざされた扉の影で行う作業頼み 

の、パネルのメンバーを務める貿易外交官や引 

退した貿易当局者

.「非公式」にWTOスタッフにアドバイスする多国籍

企業の役割

Barryは、「社会のすべてのセクターヵ^)のインプッ 

卜により、公開の場で策定された(公衆の安全衛生 

のための)法律が、意見を述べる地位をもっている 

のは政府だけというWTOにおける閉ざされたプロ 

セスによって、有罪と宣告され、あまつさえ転覆させ 

られる可能性があるということは皮肉である。地球 

で最強のパワーをもつグローバル企業だけが、世 

界各国の政府に、その国家主権を放棄し、貿易に 

よって統制されるこの世界政府のシステムを受け入 

れるよう仕向けること力きてきた。しかし、間近でみ 

ると、それは欺瞞かつ失敗であり、その存在は世界 

中の人々の幸福にとっての巨大な脅威となってV场」。

ケース■スタディ

參スペイン

スペインのL’ Hospitalet de Llobregatの疫学•が 

ん登録局のAntonio Agudo博士の発表は、刊行論 

文「悪性胸膜中皮腫とアスベストへの非職業曝 

露に関するントリック•スタディ」tthe British 
Journal of Cancer (2000)83(1), 104-111)をベー 

スにしたものだった。スペイン、イタリア、スイスの6か 

所の地域一そのうちの2か所はアスベスト•セメント 

工場の近隣一で行われた調査によって、筆者らは、 

「アスベスト産業から2,000-5,000 メート)レの間、また 

は、アスベストを使用する産業から5,000 メートノレ以
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内に居住することは、リスクの上昇をともなう可能性 

がある。双方の曝露源の強度との間に量一反応関 

係がみられた」と結論づけている。

［スライドづレゼンテーシヨン参照］

•スコットランド

ストラクスライド大学(グラスゴー)のArthur (Art) 
Mclvor博士は、「リーサル(死に至る労働)■ワー 

クースコットランドにおけるアスベスト悲劇の歴 

史」という本の共著者である。スコットランドにおけ 

るすさまじいアスベストの遺産は、この国の経済の 

歴史の結果である。西ヨーロッパ最高のアスベスト 

関連疾患発生率をもつ地域のひとつである、クライ 

ドサイド市の状況はこのことをよく示している。1940 
年代にイギリスの全建造トン数の40%を生産したク 

ライド川の造船業と、アスベスト製造業は、この地域 

のアスベスト曝露レベルを上昇させるうえで決定的 

だった。スコットランドの男性人口における中皮腫の 

発生率はきわめて高い。

スコットランドにおける過去のアスベスト使用を示 

す一連の叙述には、以下が含まれる。

•1960年代の船舶のボイラールームにおけるパ 

イプのアスベスト保温材

•グラスゴーで製造された機関車の周囲を覆うアス 

ベスト保温材

•1960年代のRed Road flatsに使用されたアスベ 

スト含有建材一これSOflatsは当時建築され、ヨー 

ロッパでもっとも高かった。粉じんのレベルは勧告 

されているものの15倍であった。

スコットランドにおけるアスベスト悲劇の歴史的再 

構築には、Turner & Newall社の保管文書、断熱 

材協会などの使用者団体の記録、工場監督官の記 

録、政府の文書、労働組合の記録やスコットランド 

労働組合会議の図書館のファイルなどが役立った。 

古い文書情報を裏づけ、また、被災者の声をこの 

プロジェクトに取り入れるために、アスベスト被災者 

と、しばしばその配偶者へのインタビューを行った。 

31人の証言内容は、1930年代から1980年代を力 

バーし、クライドサイドにおける主なアスベスト曝露 

ポイントはすべて記述された。こうした声は、スコット 

ランドでは一般的であった不快で生命を脅かすよう 

な労働条件を明らかにして、アスベストの暗い歴史 

的遺産に一点の光明を与えるものであった。多くの 

者が、造船所、工場、建設現場のアスベスト粉じん 

は、「雪のようだった」と話している。職場の大気中の 

粉じんの量は、後ろにいる同僚の姿を見えに«す 

るほどのものだった。作業衣に付着して家庭に持ち 

込まれた粉じんは、社会を汚染し、家族たちを危険 

にさらした。労働者がアスベスト繊維で雪だるまをつ 

くるのは見慣れた光景であった。こうした状態はソ、 

ザーズに関する医学的知見が知られ、諸規則が策 

定されてからも、継続することが許された。

危険な状態が持続した理由を明かす労働者のコ 

メントは以下のようなものであった。

•規則と現実の作業慣行の間のずれ

•使用者が証拠を無視し、労働者が危険な状態を 

我慢させるようにその力を利用したこと 

•管理者による規則の無視

•造船所や建設現場ではマッチョな労働文化が存 

在しており、職場の雰囲気の変化を阻害したこと 

•マスクの供与がない、または、効果のないマスク 

の供与(アスベストでライニングされているものも 

ぁった)

•労働衛生と公衆衛生の乖離がアスベスト問題を 

悪化させた。労働者の健康に対する労働条件の 

潜在的インパクトに医師たちが早くから関心を向 

けていれば、予防活動がより迅速にとられていた 

だろう。

•規則違反を抑制できない罰則の程度

•労働組合の無力さ

アスベスト被災者のインタビューは、アスベスト関 

連疾患に関連したインパクトが本人だけでなく、家族 

や社会にもおよんでいることを明らかにした。失業 

と身体的障害は、自尊心の喪失、社会的活動(園芸、 

散歩、ダンス)の低下、疎外感、喪失感、社会的排 

斥をもたらす。多くの被災者とその家族が、ストレス 

や法廷での複雑差さに対処することもできないよう 

な場合には、補償を得るために闘おうという気力も 

喪失するという状況に直面する。

［スコットランドにおけるアスベスト悲劇の口述 

による歴史］
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解決策

• AsbestosRegister.com

AsbestosRegister.comのCE〇(最高経営責任者) 

であるRoss Udallは、イギリスにおける初のウェブ 

をベースにした建築物のアスベスト登録スキームに 

ついて説明した。このスキームが実施されると、建 

築物の所有者、デベロッパー、建築物鑑定士、設 

計者、建築業者その他が、パソコンや携帯電話を 

使って、特定の建築物に使用されているアスベスト 

製品を即座に確認することができるようになる。独 

善的になることを避けるため、このウェブのアプリケー 

ションはあらゆる電子的フォーマット(MS Wordを 

除く)でアスベスト情報が入手できるようにしてあり、 

また、多言語に対応している。一度イギリスでその有 

効性が証明されれば、その技術は他のEC諸国で複 

製をつくったり、拡張できることが期待される。

労働組合会議(TUC)事務局長のJohn Monksは、 

AsbestosRegister.comアプローチの有用性を認めて 

いる。「個々の建築物のアスベストの歴史について 

知られていることはあまりに少ないため、建築業者 

が改修作業をはじめる場合や、消防士が燃えさか 

る建築物に入ろうとするとき、いつも彼らは自らの 

生命をリスクにさらしている。この致死的な繊維の所 

在場所に関する、内容のある、信頼できる情報だけ 

が、将来の(アスベストによる)死を避けることを可能 

にできるである。このデータベースは、いま以上の 

労働者を不必要な死から救うために、まさに必要な 

ものと言えるだろう」。

建築/不動産部門の関心は増大しているにも関 

わらず、これまで政府機関からの支援はわずかで 

あった。安全衛生庁(HSE)の最初の対応は、全国 

登録スキームは『実現可能性』がないと公式に表明 

したことに示されている。この敵意を考慮して、Ross 
は、全国的な解決策としてAsbestosRegist-er.comを 

創設するうえで直面している諸問題について率直に 

語った。彼は、不動産の所有者/管理者にその建築 

物のアスベストに関するデータの提供を求める、特 

別の法規的要求事項なしには、全国的なアスベス 

卜登録を創設することは不可能だと考えている。 

AsbestosRegister.comは献£安全衛生委員会(HSC) 
によってイギリスの基準として採用されていない力ち、 

これは営業上きわめて困難なサービスである。HSC 
は、建築物内のアスベストに関するデータを入手可 

能にするいかなる特定の方法も提案していない。し 

たがって、不動産の所有者は、表示、標識、文書、 

インターネットやウェブーといった利用可能な情報 

媒体を選ぶまでもない状態のままである。特定され 

たフォーマットないしプラットフォームの不在は、情 

報を必要とするビジネスマンや建築業者がどこを見 

たらよいかわからないというおかしな状況を生じさせ 

ている。すべての者が容易にアクセスすることので 

きる全国登録は、理解しやすい回答である。この理 

由から、この会社(AsbestosRegister.com)は、当局 

からのサポートを追求するキャンペーンを開始して 

いる。

AsbestosRegister.com の経験から、Ross は、アス 

ベストやその他のハザードに一般の人々がアクセ 

スできるということを成し遂げること力びきるのはただ 

ひとつの道であると信じている。仮に法的要求事項 

が実施され、公的資金が利用可能(ぬったとしても、 

技術的解決を提供することができるのは民間部門 

であるから、そうした必須要件なしには成功しないだ 

ろう。ECのどこかの国が、建築物のアスベストによ 

るリスクの管理について真剣に考えるとしたら、施設 

の所有者/管理者に全国的登録スキームにアスベ 

スト情報を提供することを要求する新たな規則の導 

入が必要になるだろう。このような規則は実質上公 

式の宣言に等しく、それが執行されれば、アスベス 

卜曝露によって引き起こされる恐るべき疾病からの 

労働者の保護を確実なものにするだろう。

參ヨーロッパ労連

ヨーロッパ労連(ETUC)のLaurent Vogelは、ヨー 

ロッパの労働組合はいかにして世界的アスベスト• 

キャンペーン(こ貢献できるかについて論じた。Laurent 
は、2年前に制定されたEUの禁止措置を思い起こ 

して、禁止措置の採用を手に入れるのに20年以上 

かかったと述べた。この遅れはすべての世代の労 

働者を犠粗こしており、禁止が実現したことは喜ぶ
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べきではあるが、それがあまりに遅すぎたことを忘 

れてはならない。ヨーロッパではアスベストは禁止さ 

れたものの、まだたくさんの問題が残されている。今 

なおヨーロッパ以外のところでアスベストの使用を助 

長し、そこから利益を上げ続けている、ヨーロッパの 

多国籍企業に対する国際行動が必要である。

数か月のうちに、アスベスト作業を規制した1983 
年のEUアスベスト指令(とその後の修正)の改訂に 

関する討論が行われる。この指令が制定された時 

点で、EUは「管理使用」の方針をしまい込みつつあっ 

たが、現在では、最善の選択は禁止であり、これは 

必要な方策に関するETUCの立場を特徴づけるも 

ので秘。アスベストカ噤止されたとしでtx多くの人々 

が、改修作業、解体、補修、アスベスト廃棄物の取 

扱い等々に従事し続けるだろう。欧州委員会はまだ 

指令の草案を公表していないが、夏には入手でき 

るようになる［7月30日付けでウェブサイト上に最終 

草案が公表されている］。ETUCでは、以下の分野 

について圧力を傾ける方針である。

•労働者をアスベストに接触させることになるいか 

なる作業も、定められた条件に適合する認証され 

た企業によってのみなされなければばならない 

•加盟諸国全体で、アスベストの許容曝露値の調 

和がなければならない。現在、国によって値が異 

なっている。もっとも低いものは0.1繊維/cm3で、 

委員会はそれよりも高い許容値にすることを望ん 

でおり、それでtikり少ない防護しか提供できない。 

ETUCは、ある国が技術的に実現可能と信じ、現 

に存在し、使われている最低値がヨー □ッパ全体 

で採用されるべきであると考えている。

•指令の制定後、各国における適切な検証と適用 

が要求される。

Laurentは、アスベスト含有の所在の登録義務づ 

けの必要性を強調した。建設業の経験は、建築物 

にアスベストがあるかどうかわかっていない場合に 

は、適切な準備も警戒幼:されなレ〇を示してし込。 

アスベスト検査が行わなければならず、情報は公開 

されなければならない。これらの方策は、労働者を 

防護するために必要なだけでなく、アスベストへの非 

職業曝露によるリスクから一般公衆を防護するため 

にも必要なことである。

EUのWTO (世界貿易機関)に向かい合う姿勢に 

は矛盾がある。一方で、EUは、フランスの禁止措 

置を防御するなかで公衆、労働、環境保健の勝利 

を要求したが、他方で、第3世界諸国に対抗するの 

にWTOを利用している一例えば、ドラッグでのEU 
対インドの件である。ここには対処しなければなら 

ない問題があり、ヨーロッパの労働組合運動にはこ 

の討論のなかで果たすべき役割がある。

エターニット社のアスベスト被災者の
W世界戦略

オランダ•アスベスト被災者グループの創設メン 

バーであるBob Ruersは、オランダ上院議員で、弁 

護士でもある。Bobの報告は、多国籍企業ーエター 

ニトの世界中での活動に焦点を当てたものだった。 

1920年代から、この会社は、世界における主要な 

アスベスト企業であった。エターニトは、世界中に子 

会社をもっており、そのうちのいくつかは今もなおそ 

の製造プロセスでアスベストを使用し続けている。エ 

ターニトに関連のある会は、様々な名称で存在し 

ており、いくつかは大ぴっらに所有していて、エター 

ニトが株式の大部分を所有し、残りを他の少数株主 

に与えているというものもある。1985年以来のスイ 

スhベルギーのエターニ組織醐ま、現在では各々 

独立しているとはいえ、今もなお将来の相互の利益 

のために協同している2つのジャイアントからなる構 

造を示している。アスベスト製造の有無に関わらず、 

これらのグループは力と重みを維持している。エテッ 

クス(Etex)グループの最新のアニュアル•レポート 

は、オーストラリアから中国、チリまで46か国に財務 

上の利害関係をもっていることを明らかにしている。

オランダでは、アスベスト関連疾患の最大の原因 

のひとつはエターニドである。様々なタイプのアスベ 

スト被災者が存在している。

•エターニトの工場で働いた労働者

•つなぎの作業服に付着して家庭に持ち込まれた 

アスベスト繊維に曝露した労働者の家族。Bobは、 

父親がエターニドC働いた32歳の男性の代理人 

とじT、エターニ！奇訴えて成功した個人傷害訴訟 

の事例について話した。その息子は病気になり、 

エタ—ニトは訴訟を争ったが、結果的には会社の
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責任を認め、補償を支払った。

•工場の近隣に住んでいた人々。工場はアスベス 

卜含有廃棄物を産出し、それは可能な限り安い方 

法で捨てられた。1945-1980年の間、青および白 

アスベスト廃棄物が、工場周辺地域に投げ捨て 

られた。アスベスト廃棄物は、道路脇から何キロ 

メートルにもわたって投棄された。地元の住民は、 

環境曝露によってアスペストに接触したのである。 

子供のときにこの地域に住み、遊んだ人々が、 

中皮腫に罹患した。

最近、Bobは、3人の中皮腫の女性の依頼人の 

代理人となった。

•農夫の妻だった依頼人Aは、今年亡くなった。農 

場の通路はアスベスト廃棄物でつくられていた。

• 2年前に亡くなった依頼人Bは、子供のとき農場 

に住んでいた。彼女は、汚染されたルートのひと 

つを通って自転車で学校に通っていた。彼女の 

疾病に対しては、補償が支払われた。

• 45歳で死亡した依頼人Cは、子供のとき汚染され 

た小道を自転車に乗っていた。エターニトはこの 

事件を強行に争っている。

Bobは、エターニトはオランダのかかる人々の疾 

病に責任を負うべきであり、ベルギー、チリ、その他 

の国々で生じている同じ疾病にも責任を負うべきで 

あると考えている。世界経済のグローバリゼーショ 

ンは、人権のグローバリゼーションも要求している。 

同じ企業によるアスベスト被災者の成り行きが、国 

によって異なるというのは公正ではない。南アフリカ 

で起こった恐るべき事例は、罪のない男女に対す 

る巨大アスベスト多国籍企業の植民地搾取の際だっ 

た遺産である。アスベスト企業は、南アフリカから望 

みのものを手に入れ、労働者、住民、環境を汚染 

しておいてから、自らの資産を安全な場所に撤退さ 

せたのである。その振る舞いを容認することはでき 

ず、アスベスト被災者とその代表たちは、多国籍企 

業の補償を追求する世界的な努力をしなければな 

らない。

オランダ•アスベスト被災者グループとドイツ労働 

党は、アスベスト被災者と被災者団体の国際的な連 

帯は、これらの企業にアスベスト被災者に対する補 

償を行わせる手段を生み出すことができると提起し 

た。Bobは、オランダ•グループでは、エターニトおよ 

びエテックス•グループ関連企業の各国における規 

模、歴史、労働者の数を明らかにするための情報 

を収集、照合したいと言って、ブリュッセルでの会議 

の参加者に情報の提供を呼びかけた。アスベスト 

被災者の組織は、補償、医学的、その他の問題に 

関する情報の交流も必要としている。オランダでは、 

治療はうまく組織されており、オランダの医師たちは 

中皮腫の患者に対する手続を知っている。中皮腫 

に罹患したのかどうかを迅速に確証して、補償を保 

証する中皮腫パネルが存在している。これは他の 

国ではみられないケースである。いくつかの国々で 

は、中皮腫の診断に関して今なお長々しい討論が 

行われているが、そうした事態は過去のものとしなけ 

ればならない。欧州議会は、このような不一致とす 

ベてのアスベスト被災者が補償を受けられるように 

する指令の制定に関心を払わなければならない。

Q アスベスト被災者団体 )

金曜日に開催された2時間セッションのなかで、ア 

スベスト被災者団体の代表、オブザーバー、労働 

組合活動家たちは、各国における現在の状況を明 

らかにした。提起された課題は以下のとおりである。 

〇イギリス

•アスベスト被災者に対して補償を支払う責任のあ 

る保険会社の破綻

•保険会社の破綻により影響を受けた者に対する 

完全な補償を復活させる全国的なキャンペーン 

•好ましくない判決

〇ベルギー

•補償請求訴訟を提起するうえでの困難、使用者 

の過失を立証する必要

•法令の改正とアスベスト被災者の自立を促進す 

るための被災者基金の創設

•アスベスト曝露のリスクに対する社会の関心を高 

める必要

•被災者に自らの権利を教えることの重要性
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〇フランス

•飛行機墜落事故や他の同様なトラウマ(心的外 

傷)の被災者に必要とされている、心理学者(に 

よる支援)がアスベスト被災者には提供されてい 

ないこと

•被災者代表の関与のもとで、アスベスト曝露労働 

者の離退職後のモニタリングが計画されるべきこ 

と

-社会保障省は診断のためにX線の使用を好む 

が、被災者団体はスキャナーの方を好んでいる 

—被災者には質のよいメディカル•ケアを自由に 

選択•アクセスする権利があある

〇イタリア

•カサーレモンフェラートのエターニット社のアスベ 

スト•セメントエ場は、1906年に倉ij業して以来、多 

数のアスベスト被災者を生み出してきた

•とりわけ1991年以降、8時間•日当たり0.1繊維/ 

cm3をこえる曝露を証明する必要があることによ 

る、個人傷害訴訟の提起が複雑になっている 

•成功した1993年の1人のアスベスト被災者に対 

する票決は、当初は多くは続かなかった一労働 

者が提訴する裁判に対する偏見がある 

•現在、数百件の訴訟が進行中である

[Bruno Pesceの報告原稿、イタリア語]

〇ブラジル

•ブラジルにおけるアスベスト被災者の訴訟は10 
年かかる場合がある

•アスベスト被災者のことをより世に知らせるため、 

1995年にブラジルアスベスト曝露者協会(AB 
REA)が設立された

•被災者のかかえる諸問題に対する社会の関心を 

喚起するため、ABREAは、労働組合やメディア 

と協力して、社会的デモンストレーションを行って 

きた

•「think locally, act globallyj の方針にしたがって、 

ブラジノレにおけるアスベスト禁止キャンペーンは、 

草の根レベルで展開されてきた。これは、多くの 

州や都市で成功し、現在、国レベルの禁止に向

けて圧力をかけている

• WTO紛争と開発途上諸国におけるカナダの鼓 

動に抗議するための、アスベスト禁止ネットワー 

クやサイバーネットワークを通じて世界中の仲間 

と連携

[Fernanda Giannasi0Xライド■プレゼンテーシヨ 

ンからの抜粋]

〇スペイン

•スペインにおけるアスベスト被災者を支援する主 

要な同盟者は労働組合である一現在、他の諸国 

にあるようなアスベスト被災者団体は存在してい 

ない

•アスベスト被災者のためにCC.0 〇が提起した訴 

訟の95%は成功している

•スペインのアスベスト被災者は、主に元、海事、 

鉄鋼、鉄道部門と自動車修理労働者であるース 

ペインのある地域では、90人の元鉄道で働いて 

いたアスベスト被災者がいる

• 2001年4月28日、マドリードにおいて、スペイン 

全国から1,500人をこすアスベスト被災者とその 

家族も参加した労働組合の集会が開催された

•現在、アスベスト製造業者、企業医、保険会社の 

行為を調査するための法廷を創設する作業が進 

行中である一提案：国際法廷の設置

[Angel Carcobaによる仲裁文書]

〇カザフスタン

•1930年代に建設されたアスベストエ場や発電所、 

その周囲の街の状況は、想像を絶するほどひ 

どい一1万トンのアスベスト廃棄物が放置されて 

いる

•ひと目見て汚染されているとわかる1,000名の従 

業員を雇用する諸工場で大気モニタリングや個 

人保護機器の提供が行われていないーエ場経 

営者たちの全面否認の弁「過去30年間、アスベ 

ストによる死亡はない1
•何らかの改善をしようという要求も主体も、公共、 

民間を問わず、存在していない
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炭疽菌等の汚染に関連する 

厚生労働省通達

科発第467号/健総発第66号/ 

健感発第61号 

平成13年10月18H 
各都道府県/政令市/特別区

衛生主管部(局)長殿

厚生労働省大臣官房厚生科学課長/ 

健康局総務課長/結核感染症課長

炭疽菌等の汚染のおそれのある 

郵便物等の取扱いについて

このたび、米国内において、多くの施設が炭疽菌等の 

汚染のおそれのある郵便物等を受け取っているところで 

あり、国内においても同様の事件発生が危惧されている 

ところである。

厚生労働省においては、10月8日に緊急テロ対策本 

部を設置し、必要な対策の検討や調整を行ってI«ところ 

であるが、貴職における炭疽菌等の汚染のおそれのある 

郵便物等の取扱い方法等については、下記(参考1［省 

略］としてフロー図を示した)について十分に留意の上、 

適切に対応されたい。

記

第1郵便局等(郵便物の受取人が当該郵便物を発見 

し、郵便局に通報した場合を含む。)において炭 

疽菌等の汚染のおそれのある郵便物等が発見 

された場合

当該郵便局等力ち所管の地方郵政監察局又は地区郵 

政監察室へ報告がされ、状況によっては、都道府県警察 

本部•警察署へ通報される。

貴職に対して都道府県警察本部•警察署から検査又 

は鑑定依頼があった場合には、炭疽菌による脅迫郵便 

物等が社会的にも大きな問題となっている状況に鑑み、 

貴下地方衛生研究所等において速やかに検査を開始す 

るとともに、その旨速やかに厚生労働省健康局総務課地

域保健室まで報告されたい。

第2住民又は宅配業者等から炭疽菌等の汚染のお 

それのある郵便物等が発見された旨通報があっ 

た場合

住民又は宅配業者等から、都道府県•政令市•特別区 

の保健所等に直接通報があった場合には、当該事項に 

ついて直ちに都道府県警察本部•警察署へ通報を行うよ 

う指導されたい。

住民等又は保健所から通報を受けた都道府県警察本 

部•警察署では、当該発見情報を確認することとしてい 

る。その後、貴職に対じく、都道府県警察本部•警察署か 

らの検査又は鑑定依頼があった場合には、貴下地方衛 

生研究所等において速やかに検査を開始するとともに、 

その旨速やかに厚生労働省健康局総務課地域保健室ま 

で報告されたい。

第3 上記のいずれの場合に関しても、検査又は鑑定 

依頼を受けた地方衛生研究所等においては、まず、 

P2注1又はこれと同等の施設において、炭疽菌等の基 

本的な検査(最低限グラム染色、可能であればギムザ 

染色及び芽胞染色を行い、顕微鏡で炭疽菌等の存在 

の有無fE2を確認)を実施すること。(参考2 ［省略］とし 

て菌の同定手順の概説を示したので参照されたい。) 

その結果、

(1)「陰性」と判定される場合には、速やかに厚生労働 

省健康局総務課地域保健室に報告するとともに、必 

要に応じて関係方面等に情報提供すること。

⑵「陽性」又は「陰性か否かが判定できない」場合に 

は、直ちに炭疽菌等の遺伝子解析等による検査を実 

施すること。

なお、貴下地方衛生研究所等において、炭疽菌等の 

遺伝子解析等が実施できない場合には、近隣の地方衛 

生研究所等を含め、速やかに依頼可能な機関に検査を 

依頼すること。それでも技術的対応が困難である場合に 

は、国立感染症研究所又は厚生労働省健康局結核感染 

症課に相談の上、同研究所に検体を送付し確認を依頼さ 

れたい。

また、今回の事態に緊急に対応するため、平成13年
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10月25日に地方衛生研究所等の担当者を対象として、 

「炭疽菌の検査法に関する講習会」を実施することとして 

いるので活用されたい。

第4 上記の第1及び第2のいずれの場合においても、 

関係機関と連携の上、保健所等を中心として、炭疽菌 

等の汚染のおそれのある郵便物等が発見された際に 

その場所にいた全ての人をリストアップするとともに、 

必要に応じてそれらの方々に対し検体採取及び検体 

検査、消毒、炭疽菌に対する正確な情報の提供を行う 

こと。さらに、炭疽菌等により汚染された可能性のある 

場所の消毒等を適切に行うこと。

以上については、警察庁、郵政事業庁、国土交通省と 

も協議済みである。

なお、本通知は、炭疽菌等の生物剤への対処につい 

て示したものであり、化学剤への対処については別途適 

切に対応することが必要である。化学剤に関しては、都道 

府県警察の科学捜査研究所及び警察庁の科学警察研 

究所においても対応可能であることを申し添える。

注1:物理的封じ込め(Physical containment)のレベ 

ルに関することであり、分離培養を行う場合にはP3レ 

ベル又はこれと同等の施設で実施することが望まし 

い。なお、検査室内における消毒に関しては、以下の 

「炭疽菌の検査に際する消毒方法について」を参考さ 

れたい。

炭疽菌の検査に際する消毒方法について 

(検査室内の機器•器具等)

消毒の概要

•検査機関で使用されている芽胞に効果のある消毒 

薬を使用するか、又は、市販の塩素系漂白剤、0.5% 
次亜塩素酸塩(家庭用漂白剤を10倍に希釈したもの) 

を使用する

(ただし、腐食性があるので、腐食を避けるためには漂 

白剤をよく洗い流すこと。)

作業場の表面及び滅菌できない設備機器の消毒方法 

•作業場の表面は使用前後に芽胞に効果のある消 

毒薬で拭き取る

參滅菌不可能な設備機器は定期的に消毒薬で消毒す 

る

汚染した器具(ピペット、針、白金耳、スライドグラス)の 

消毒方法

參オートクレーブするまで消毒薬に浸しておく 

炭疽菌で汚染されているか又は汚染されている可能性 

のある材料を誤ってこぼした場合の消毒方法

•新鮮臨床材料(例:痰、血液、痂皮等)で汚染した場 

合は、消毒薬を注ぎ5分間そのまま浸したのち、処分

する 

•大量に菌を含むと思われる培養皿、血液培養などの 

実験室材料による汚染に対する消毒や室温以下の場 

所で汚染物をこぼした場合の消毒は、

•汚染部位を囲み大量の消毒薬を注ぐ〇—時間以上 

浸した後処分する

処分の際に汚れたものは全てオートクレーブにかけ 

るか焼却する

出典)米国CDCガイドライン(州政府厚生省向け)より

抜粋 CDC Guidelines for State Health Departments 
(Revised October 14,2001)

注2:仮に炭疽菌の場合、特徴のあるグラム陽性桿菌

(竹の節状の配列)が見られる。 

<炭疽菌に関する参考ホームページ> 

※ 厚生労働省ホームページ

01.1〇.15掲載「米国の同時多発テロ」における炭疽菌

等の汚染のおそれのある封筒等の取扱い方法につい 

て(http://www.mhlw.go.jp/houdou/0110/hl0
15-l.html)
※治療法-Q&A等に関しては、日本医師会のホーム 

ページを参考にして下さい。(http://www.med.or.
jp/etc/terro.html)［以下参照］

*原文は、http://www.mhlw.go.jp/houdou/
0110/hl018-5.htmlで入手できる。
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日本医師会ホームページ

米国における同時多発テロ事件に関連して

米国における同時多発テロ事件に関する日本医師会 

感染症危機管理対策室からの情報提供です。

■米国疾病管理センター：CDC 2001年11月16日付 

けこどもおよび授乳中の女性の炭疽症予防投与、こ 

どもの炭疽症の治療に関する追加情報日本語要旨 

■米国医師会雑誌(JAMA)11月28日号の肺炭疽症の 

早期公開文献(11/14)
■米国で確定診断された肺炭疽症10例の詳細(11/13) 
■有用な写真等による炭疽症関連情報(11/9)
■米国疾病管理センター：CDC 2001年11月2日付け 

肺炭疽症および皮膚炭疽症疑い患者の評価(診断) 

のためのガイドライン日本語要旨(PDF)
■米国疾病管理センター：CDC 2001年10月26日付 

け肺炭疽症、咽頭、消化器炭疽症および皮膚炭疽症 

の治療のためのガイドライン日本語要旨

■米国疾病管理センター■: CDC 2001年10月17日付 

け肺炭疽症の予防投与のための暫定的ガイドライン 

日本語要旨(11/1一部改訂)

■米国疾病管理センター：CDC 2001年10月16日付 

け公式発表の日本語訳

■バイオテロリズムの脅威一生物兵器(炭疽菌)によるテ 

ロリズムー(11/1一部改訂)

■日医発信文書

■「米国の同時多発テロ」を契機とした国内における生 

物兵器への対応について(平成13年10月12日(地 

111114)都道府県医師会宛)

■「米国の同時多発テロ」を契機とした国内における生 

物兵器への対応について(平成13年10月15日(地 

111115)郡市区医師会宛)

■国内における生物テロ事件発生を想定した対応に 

ついて(平成13年10月16日(地111117)都道府県 

医師会宛)(PDF)

■米国における同時多発テロ事件に関する健康危機管 

理対応について(HTML版:厚生労働省HP), (PDF 
版)

■感染症危機管理対策協議会講演録•生物兵器への対 

応について(帝京大学教授•志方俊之:平成13年3月 

16日実施)

■日医雑誌生涯教育シリーズ「感染症の診断•治療ガイ

ドライン」より

■炭疽(PDF)
■ペスト(PDF)
■乳児ボツリヌス症(PDF)
■消毒方法'

■1類、2類、3類微生物の消毒方法(PDF)
■消毒•滅菌の概要(PDF)
■消毒薬一覧(PDF)

■関連リンク

■天然痘(感染症発生動向調査週報〜感染症の話) 

(国立感染症研究所感染症情報HP)
■生物兵器への対処に関する懇談会報告書(平成13 
年4月11日)(防衛庁自衛隊HP)

■不審な郵便物への対処方法等についてのお 

知らせ(ゆうびんHP)
* http://www.med.or.jp/etc/terro.htmk 11月 28 日現在

科発第509号/健総発第73号/ 

健感発第75号/病院政発第105号 

平成13年11月16日 
各都道府県/政令市/特別区

衛生主管部(局)長殿

厚生労働省大臣官房厚生科学課長/ 

健康局総務課長/結核感染症課長/ 

国立病院部政策医療課長

炭疽菌等の汚染のおそれのある

場合の対応について

標記については,「炭疽菌等の汚染のおそれのある郵 

便物等の取扱いについて(平成13年10月18日付、科発 

第46フ号、健総発第66号、健感発第61号、厚生労働省 

大臣官房厚生科学課長、健康局総務課長、結核感染症 

課長連名通知-以下「検査通知」という。)において、炭疽 

菌等の汚染のおそれのある郵便物等の取扱方法等に係 

わる留意事項を示したところである。

今般、内外の文献等を参考にしつつ、炭疽菌等の汚 

染のおそれのある場所に居合わせた住民等に対する情 

報提供、医療機関の確保、炭疽菌の汚染に対する消毒 

方法等及び化学剤への対応等について下記のとおり整 

理したので、貴職こおかれては別紙資料を参考に適切に 

対応するとともに、住民や医療機関等に対する周知等を 

お願いする。
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なお、本通知については、警察庁,消防庁及び郵政事 

業庁と調整済みであることを申し添える。

記 

第1住民等に対する情報提供について

住民等が、実際に炭疽菌等の汚染のおそれのある場 

所に居合わせた場合の対応方法を別紙1(PDF 10KB— 
省略)のとおり取りまとめたので、保健所等におかれて 

は、これを参考とし、地域に即した形で具体化して、住民 

等に対し情報提供願いたい。

第2 医療機関等に対する情報提供について

住民等から不審な郵便物、粉末に関する相談•受診が 

あった場合の医療機関等の対応方法を別紙2 (PDF 
15KB—省略)のとおり取りまとめたので、医療機関等に 

対し情報提供願いたい。

第3保健所等における相談について

住民等から不審な郵便物や粉末に関する連絡が保健 

所等にあった場合の対応方法を別紙3 (PDF 13KB—省 

略)のとおり取りまとめたので、これに基づいて相談等を 

実施していただきたい。

第4 医療機関の確保について

既に検査通知でお示ししたとおり、炭疽菌等の汚染の 

おそれのある郵便物等については、警察等から検査•鑑 

定の依頼があることが想定されるが、その際に、併せて 

これらの感染症に専門的な立場からの対応が可能な医 

療機関の確保に関する照会があった場合に備えて、感染 

症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 

(平成10年法律第114号)に基づく特定感染症指定医療 

機関、第1種及び第2種感染症指定医療機関並びに国立 

病院•療養所呼吸器疾患ネットワーク機関並びに国立病 

院災害医療ネットワーク等機関を別紙4 (PDF 19KB—省 

略)及び別紙5 (PDF 11KB—省略)に示したので御活用 

いただきたい。

第5 検疫所における検査について

空港等におけるテロを想定して、検疫所の検査体制に 

ついて別紙6 (PDF 6KB—省略)のとおり整理したので、 

空港等所在地を管轄する保健所等にあっては、炭疽菌検 

査に関して検疫所と十分な情報交換や連絡調整を図づて 

いただきたい。

第6 炭疽菌(特に芽胞)の汚染に対する消毒及び除 

染方法について

炭疽菌(特に芽胞)の汚染に対する消毒及び除染方法 

については、世界保健機関(WHO)が作成したガイドライ 

ン(WHO Guideline for the Survei-llance and Control 
of Anthrax in Human and Animals 第3版)を我が国の 

実情等を勘案した形で国立感染症研究所が翻訳してとり 

まとめた。別紙7 (PDF 20KB—省略)にその要旨を添付 

したので御活用願いたい。

保健所職員等は、一連の検査で炭疽菌等の汚染が確 

定した場合又は汚染のおそれがある場合に限り、別紙7 
(PDF 20KB—省略)を参考に消毒を実施していただき 

たい。また、その場合、炭疽菌等による汚染の規模等の 

状況に応じて、警察、消防等の関係機関と連携の上、適 

切に対応願いたい。

第7 化学剤への対応等について

不審な粉末等について地方衛生研究所等において菌 

検査の結果、菌が不検出であった場合は、さらに化学物 

質について各都道府県警察科学捜査研究所又は警察庁 

科学警察研究所において必要に応じて科学的検査•鑑定 

を実施することとしている。また、化学剤であることが明ら 

かな場合には、当該物質の検査•鑑定については警察が 

対応するが、これにより物質名等が特定された場合に 

は、警察からの連絡に基づき、その物性•応急措置方法 

等について消防及び医療機関等の関係機関へ情報提供 

を行うとともに、必要に応じ、当該物質等にばく露した又 

はばく露が想定される住民等の健康状況の調査を行うな 

ど、適切に対応願いたい。

第8 その他

上記事項を踏まえ、検査通知の参考1のフロー図を別 

紙8 (PDF 23KB—省略)に変更したので、参考にしてい 

ただきたい。

主な変更点は、(1)警察及び地方衛生研究所等の不 

審な粉末等の検査手順を明確にしたこと、(2)粉末の発 

見がない場合や本人が気付かずに症状が発現した場合 

の対応を加えたこと、(3)消防の役割を明示したrmj 
こと、等である。 _

氺 http://www.mhlw.go.jp/houdou/0111/hlll6-l.html

保医発第271号 

平成13年11月16日 

地方社会保険事務局長殿/都道府県民生主 

管部(局)/国民健康保険主管課(部)長殿 

都道府県老人医療主管部(局)/ 

老人医療主管課(部)長殿

厚生労働省保険局医療課長

炭疽菌感染症に係る治療薬の 

健康保険制度上の取扱いについて

炭疽菌に感染した患者の治療を目的として、炭疽菌に 

対する感受性を有す狄考える薬剤を使用することは、 

健康保険法上差し支えないものとするので、関係P7TT1 
者に対して周知徹底を図られたい。 _
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「労働災害と職業病の記録と届出」が議題に

ILO參来年6月の第90回ILO総会で討議

2002年のILO総会では、1964 
年に採択された業務災害給付条 

約(第121号)付表I「職業病一覧 

表」の改訂を含む労働災害と職 

業病の記録と届出に関する基準 

設定に向けて、一回討議で審議 

が行われる。議題報告書の要旨 

を以下に紹介する。

労働災害と職業病の記録 
*と届出

毎年世界全体で、業務に関連 

し、約120万人が死亡し、2億5,00 
〇万件の事故が起こり、1億6,000 
万件の疾病が発生する。これは 

労働者とその家族の生活を困窮 

化させ、労働条件を改善しようと 

の試みに打撃を与える。また、生 

産性や生産能力の低下等によっ 

て企業や社会全体に大きな経済 

損失をもたらし、補償、医療費、 

物損、収入の喪失、交代要員の 

訓練といった直接的•間接的コス 

卜は世界全体で国内総生産(GD 
P)の約4%に達する。必要な予 

防措置を理解し、このような状況 

を改善するためには、情報が必 

要である。

業務上の事故と疾病の国内機 

関への届出義務を定める規定を 

備える国は複数ある。届出制度 

は通常、全国的な労働者補償制 

度あるいは権限当局への報告要 

件のいずれかとリンクしている。 

全国機関に届け出るべき業務上 

の事故の性格と範囲は、主として 

対象となづている産業部門、労働 

者集団、企業規模や、通勤災害 

または交通事故がカバーされる 

かどうかによって異なる。

業務上の事故と負傷の定義は 

国によって大きく異なり、定義の 

ない国もあれば、暴力行為や突 

然のまたは予期せぬ出来事も明 

確に含んだ定義が確立されてい 

る国(米国等)もある。業務上の 

死亡事故はほとんど常に記録さ 

れ、データも信頼性が高い。ただ 

し、「死亡」の解釈については、事 

故直後の死亡でなくては業務上 

と認定されない国もあれば、事故 

から死亡までの時間的な制約が 

ない国(ドイツ等)もある。死亡事 

故以外の業務上の事故及び負 

傷の届出義務に関しては、しばし

欠勤日数が用いられ、チェコ等 

では1日、オーストラリアでは5日 

以上の欠勤を伴う事故は届出義 

務が生じる。

届出の際には、主として、事故 

発生の日時、場所、負傷の種類 

について記載が求められる。た 

いていの国では被災者の職業に 

関する情報も求められる。日本 

のように所定届出様式が備わっ 

ている国もあれば、届出事項が 

明示されているだけの国もある。 

日本等では通勤途上の事故は届 

出義務がないが、ベルギー等の 

ように必要な国もある。ドミニカ等 

では使用者が交通手段を提供し 

た場合に限り、通勤時の事故の 

届出が必要になる。ボツワナ等 

では、使用者は一定の危険な出 

来事を記録し、行政機関に届け 

出るよう定められている。

疾病は潜伏期間が長い場合 

や原因が複雑に絡み合っている 

場合があるため、原因の確定は 

難しい。何らかの点で職業または 

労働条件と関連があると考えられ 

る疾病は多様にある。ILOは「労 

働安全衛生事典第3版」で、①職 

業に起因する疾病を職業病、② 

仕事によって悪化する疾病ある 

いはある労働条件を理由として発 

症率が高くなる疾病を作業関連 

疾病として、仕事と関わりのない 

疾病と区別するが、職業病と作業 

関連疾病の境界線は非常に薄 

く、常に論議の的となってきた。多 

くの国が職業病の一覧を定めて 

いるが、幅広い定義を用いる国 

もある。

労働統計条約(第160号)を含 

む約20の条約と勧告が労働災害 

と職業病の統計編纂を奨励する 

が、記録と届出に言及する基準 

は、中央監督機関の発行する年

安全センター情報2001年12月号51



世界から

次報告書に労働災害と職業病の 

統計も含むよう定める労働監督 

条約(第81号)、労働災害と職業 

病の届出及び年次統計の作成 

に関する手続きを漸進的に設立 

し、適用することを権限ある機関 

に求める労働安全衛生条約(第 

155号)などごく一部である。法的 

拘束力はないが、1998年に発行 

された「労働者の健康サーベイラ 

ンスのための技術•倫理ガイドラ 

イン」には、労働災害及び職業病 

の記録と届出に不可欠な労働者 

の健康サーベイランス計画の設 

計、確立、実施、管理に関する勧 

告が含まれる。国際労働統計家 

会議も、これまでに事故分類、度 

数率、強度数、業務上の負傷 

データの分類方式等に関する決 

議等を採択し、労働災害と職業病 

に関する統計の基礎的ルールを 

定めている。

•職業病一覧表

第121号条約は、権限ある当 

局に対し、補償給付を支給する 

対象となる、業務に起因する事故 

及び職業病の規定を求める。 

ILOは第121号条約に付表Iとし 

て職業病と広く認められる一般的 

な疾病を列挙することによって業 

務に起因する疾病の確定という 

難しい課題に対処する。

ある疾病が職業に直接起因す 

ることを証明するのは非常に難 

しい。第121号条約を補足する同 

名の第121号勧告は、(所定の条 

件の下では、)「反証がない限り、 

職業に起因すると推定すべき」と 

定める(6項2)。職業病患者に給 

付請求権を与える法体系は国に 

よって異なり、多くの場合、職業病 

の定義は、労働に係わる事故と 

共に基本的な労働安全法に規定 

されている。第121号条約は、批 

准国は、①第121号条約付表Iの 

疾病を含む職業病の一覧を法令 

で定めること、②第121号条約付 

表Iの疾病を含み得る程度に十分 

包括的な職業病の一般的定義を 

法令に含むこと、③①に従った疾 

病一覧と、それを補足する一般的 

定義あるいは列記されていない 

疾病もしくは所定の条件と異なる 

条件の下に発生する疾病につい 

てそれが業務に起因することを確 

定するための規定を法令で定め 

ることとしている。表方式は一定 

の職業病しかカバーしない欠点 

があり、一般的定義方式は理論 

的にはあらゆる職業病をカバー 

するが労働に起因することの立 

証責任を被害者に課す。そこで、 

両者の利点を組み合わせた混合 

方式が多くの国で用いられてい 

る。

技術進歩に伴い新しい物質が 

導入され、新たな危険要因が確 

認されている。雇用形態やリスク 

形態も変化し、ストレスのような新 

しい問題が登場してきた。職業病 

の一覧を改訂しない国はなく、多 

くは定期的な更新制度を備える。

1987年のILO欧州地域会議 

では、付表再改正の必要性を強 

調する決議が採択され、ILOは 

1991年に付表の改正に関する 

非公式協議会を開いた。協議会 

は、付表Iに含むべき新しい疾病 

等を検討し、職業病と健康障害に 

関する包括的な表を提案した。 

1994年に開かれた業務上の事

故と職業病の記録と届出に関す 

る専門家会議は、非公式協議会 

が提案した職業病一覧を取り入 

れた「労働災害及び職業病の記 

録と届出に関する実施基準」を採 

択し、各国が職業病一覧を見直 

し、設定する際に、この表を考慮 

に入れるよう勧奨した。実施基準 

は、企業における事故及び疾病 

の記録と国の統計データ編纂の 

際の有益な手引.きとなろう。

•なぜ、新しい国際文書か

業務上の事故と職業病の記録 

と届出の制度は国によって大き 

く異なる。業務上の事故と職業病 

の原因を理解し、必要な予防措 

置を確定するにはその性質、状 

況、規模に関する正確な情報が 

求められ、対象となる労働者、活 

動、企業の種類、報告•届出の必 

要がある事故及び職業病の種類 

に一貫性をもたせる必要がある。 

しかし、現行の国際労働基準は 

報告と届出の限られた側面しか 

扱っておらず、そのような必要性 

に十分に対応していない。

現下のニーズに応える新しい 

文書の開発、あるいは既存文書 

の改善方法の検討に際しては、 

企業、国内、国際レベルで求め 

られる行動の主な要素を考慮に 

入れる必要がある。企業レベル 

では十分に定義された適切な手 

続きを確立し、労働者には業務 

上の事故と職業病の報告責任を、 

使用者には記録•届出責任を分 

担させる措置を講じなぐCtMらな 

い。業務上の事故と職業病の届 

出手続きの統一化、各国がそれ 

ぞれに更新し、維持できるような
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職業病の標準表、技術開発のス 

ピードや疾病原因に関する理解 

の進展といった動きに応え得る柔 

軟性も求められる。

第121号条約には、「ILO総会 

は、付表Iの改正に関する問題が 

議事日程に含められている会期 

において、3分の2以上の多数決 

による議決で、その改正を採択す 

ることができる」と規定され(第31 
条)、既に、1980年にこれに従っ 

て一度改正されている。改正後に 

認定され、各国の補償制度に取 

り入れられた職業病の数が激増 

したため、再改正の必要があるの 

は明らかである。新しい動きに迅 

速に対処できる、より簡便なメカ 

ニズムとして、①1991年の非公 

式協議会で提案された職業病一 

覧を独立した勧告に付属させる、 

②勧告に付属した表を専門家会 

合あるいはその他理事会が承認 

する方法で定期的に見直し、更 

新する、③理事会の承認を経て、 

改正された職業病一覧が勧告に 

付属された職業病一覧に置き換 

わるという新たな手続きが提案さ 

れる。このような定期更新メカニ 

ズムには、全加盟国から補償、 

記録、届出用に認定された疾病 

に関する情報を体系的に収集す 

ること、そして、入手された情報を 

吟味し、表の改正を提案する専 

門家会合を随時招集することを 

含むこともできよう。予防的な目 

的で、業務に起因する疑いのあ 

る疾病も含む必要があると考え 

られる場合には、第2の表を作成 

し、同じメカニズムを用いて定期 

的に更新することも考えられる。

理事会は、新文書について、

① 第155号条約の付属議定書と

② 独立した勧告の形式を取るこ 

とを提案する。第155号条約付属 

議定書は、国内レベルでの記録• 

届出制度の確立、国際比較•分 

析可能な業務上の事故と職業病 

に関する国内統計の公表を規定 

し、独立した勧告は、記録•届出 

制度実施の際のガイドとして用い 

られるILO実施基準に言及し、付 

属される職業病一覧の更新に向 

けた柔軟なメカニズムを規定する 

ものとする。

議題資料には、業務上の事故

と職業病の記録と届出に関する 

ILO実施基準の目次、1980年に 

改正された第121号条約付表I職 

業病一覧、1991年の非公式協議 

会で採択された職業病一覧案も 

含まれる。議題資料の原文は、 

ILOのウェブサイトに掲載されて

※ILO東京支局「ILOジャーナ 

ル」2001年 9-10 月号(http:// 
www.ilo.org/public/japanese/ 
region/asro/tokyo/newsletr/ 
index.htm#newbook)

国保の「労災隠し」対策で前進

広島參市関係部局が年内の検討を約束

広島労働安全衛生センターで 

は、咋年から重点課題のひとつ 

として、「労災隠し」の問題に取 

り組んでいる。その一環として、 

「労災隠し」の摘発とその根絶に 

向けて、申し入れ書を広島社会 

保険事務局と広島労働局に提 

出した。

広島社会保険事務局とは、2 
月、3月、5月と3回交渉を持ち、 

同局において「業務上•通勤途 

上のけが等により政管健保の 

保険給付対象外としたもの」の 

件数と金額について、昭和55〜 

平成11年度のデータが示され 

た。同局では、レセプト点検事務 

センターにおいて、毎月レセプト 

の点検を行っているが、20年間 

で33,119件(年平均1,656件)、 

金額にして合計10億327万円 

(年平均5,016万円)も、労災保 

険で取り扱われるべきものが健 

康保険に請求されていたという 

ことである。しかも、レセプト点検 

の内容は、外傷性のものだけ 

で、腰痛や頸肩腕障害等は 

チェックの対象になっていない。

産業別データの提供を求めた 

が、再交渉の場でも「無理」との回 

答。センターと会合の場を持つこ 

とについては、今後も必要に応 

じて設纪い货で合意しfee
広島労働局からは、6月29日 

に、口頭で回答を得たが、全国安 

全センターとの交渉で厚生労働省 

労働基準局が答えたような取り組 

みの一般的説明にとどまって 

おり、さらに交渉を重ねていく
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ことにしている。

一方で、国民健保にお 

いても「労災隠し」はあると 

考えて、6月に広島市にも 

申し入れをし、要旨、以下の 

ような回答を得た。

① 広島市も社会保険事 

務所のように、レセプト点 

検で「労災隠し」の摘発を 

する考えがあるか。

回答：被保険者が勤務

じLVゐ事業所や労災保 I

険の有無などの状況を

把握していないので、費用対効 

果を含めた慎重な検討が必要 

であると考えている。

② 被保険者に労災保険につ 

いて十分な理解をしてもらい、 

制度を活用してもらうために、 

事業主•労働者への啓発•指 

導をどのように考えているか。 

回答：国民健康保険の被保 

険者に対して、「医療費のお知 

らせ」および「国保のしおりJ等 

の配布文書でPRに努めるとと 

もに、医療機関などにも粘り強 

く協力をお願いすることで対応 

したいと考えている。

③ 広島市の発注工事におい 

て、労災事故発生に対する業 

者への罰則条項が、労災隠し 

の一因となっている。罰則の内 

容にっいて見直す考えはない 

か。

回答：指名停止制度につい 

ては、広島市が発注する工事 

等に係る契約の適正かつ円滑 

な執行を確保するために、契 

約の相手方を選定するにあ 

たって、また、「指名停止」とい 

う措置を通して、業者に反省を

促すために必要な制度である 

と考え、広島市競争入札参加 

資格停止措置要綱に基づき設 

けている。

さらに、10月30日に広島市社 

会局年金課および財政局契約部 

と約2時間半の話し合いをもった 

(［市］は広島市、［労］は広島労働 

安全衛生センター)。

［市］「しおり」および「医療費のお 

知らせ」の今年10月発送分か 

ら、「業務上の傷病で労災保険 

の適用を受けられる場合は、 

国保の給付が受けられませ 

ん」との注意事項を新たに付記 

させた。

［労］「しおり」、「お知らせ」とも表 

現が不十分。労災保険のメリッ 

降明確に表現するよう再検討 

されたい。

［市］新規に行ったことでもあり、 

当面この表現でいき、引き続 

き検討させてほしい。

［労］Utプb点検•チェックをして、 

疑わしいものは突き返すなど、 

できないか。

［市］検討しているが、具体化で 

きていない。

［労］金額の大きいものについて 

目を光らすこと、医師会と事前 

に連携をとり、疑わしいものは 

徹底的に質す等で、かなり防 

止できるのではないか。外傷性 

の高額レセプト(十万点以上) 

を抜き出して検討してみてはど 

うか。

［市］年内やってみて、具体的問 

題を抜き出し、回答したい。 

［労］指名停止の根拠はどうなっ 

ているのか。

［市］「指名停止措置要綱」に定 

めがあり、「発注者として社会 

的批判を受けない業者がどう 

か」、「技術特性が高い」ことな 

どが指名業者の選考基準に 

なっている。

現場で事故発生(大小を問 

わず)の報告書を提出、その報 

告に基づき、措置要綱に照ら 

し、厳正に措置している。 

指名停止は市長の決済事 

項であり、今年4月1日から閲 

覧できる。

［労］「労災隠し」の点検はどうす

るのか。

［市］県や国より市の方が特段に
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多いということであれば調査す 

るが、ただちに調査はどうです 

か。「労災隠し」については、技 

術管理課、社会局等と相談し 

て、「『労災隠し』が発覚した場 

合は、別表第14を適用して罰 

を課す」旨の文書を発出する。 

［労］誰が読んでも、「労災隠し」 

は罰になることを明記した文書 

を発出されたい。事故を未然に 

防止するためのパトロール強 

化も求める。

［市］事故の場合、労災保険を使 

用しているかどうかの追跡は、

社会局と相談してみたい(年内 

目途)。報告書の中に具体的 

調査項目を設けて点検する。 

以上が交渉内容の要旨である 

が、各々の項目について、不十 

分さはあるものの、年内を目途 

に、さらに具体的検討を確約させ 

ることができたことは前進であり、 

引き続き取り組みを着実に積み 

重ねるこどで、「労災隠し」の根絶 

に向けての足がかりをつくりたい

鋤
(広島労働安全衛生センター)

一人親方大工のじん肺労災 

東京參特別加入者として認定

全建総連東京都連•首都圏建 

設産業ュゴン渋谷支部の組合 

員のNさんは、1952年から半世 

紀近く、大工さんとして建築業に 

携わってきた。1956年に造作大 

ェとして独立。1973年にN工務 

店を設立し、労災保険に事業主

として特別加入して現在に至る。

Nさんは9月、上野労働基準 

監督署から、じん肺•続発性気管 

支炎の業務上認定を受けた。 

1999年の健康診断でじん肺が発 

見され、2000年7月から、亀戸ひ 

まわり診療所でじん肺合併続発 

性気管支炎の治療を開始した。 

労災申請は同年9月に行った。 

一人親方や事業主の大工さん 

のじん肺合併症による労災認定 

は、ここ数年、全建総連東京都 

連との共同の取り組みにより少し 

ずつ広がりつつある。建築現場 

での粉じん曝露は、じん肺法施行 

規則に特定されている24の粉じ 

ん作業に該当する。厚生労働省 

も、通常の建築現場での建材の 

切断や研磨による発じん嫌じん 

作業と認めている。しかし、まだ業 

界全般に、職業病としてのじん肺 

が理解されているとは言えない。

多くの建築職人は、親や親類• 

知り合いに就いて見習期間を経 

て独立する。見習期間を経た後 

は、工務店などに勤めるか、独立 

して事業主になる。ある年月を雇 

われ、その後独立し、子供が跡を 

継いだ後は、再び子供に雇用さ 

れる。労働者の期間と事業主の 

期間が混合していることが多い。

労災認定に際しては、事業主 

でも特別加入の労災保険の加入 

の有無が重要になる。旧労働省 

は、粉じん作業に関わった期間 

について、「労働者の期間+事

全国労働安全衛生センター連絡会議 

〒136-0071東京都江東区亀戸7404 Zビル5階 

TEL(03)3636-3882 FAX(03)3636-3881

賢助会貝定期購薦のお願い
全国安全センターの活動に御賛同いただき、ぜひ賛助会員とじC入会じC下さい。 

賛助会費は、個人•団体を問わず、年度会費で、1 1万円で1□以上です。「安全セン 

ター惰報」の購読の礼たいという方には購読会員制度を用意しました〇こちらも年度会費で、1部の場合は賛助 

会費と同じ年1ロ1万円です(総会での決議権はありません)0賛助会剿こは、每月「安全センター情報」をお届け 
するほか(購読料は賛助会費に含まれます)、各種出版物•資料等の無料または割引提供や労働安全衛生学校 

などの諸活動にも参加できます〇 

參東京労働金庫田町支店「(普)7535803」

•郵便振替□座「00150-9-545940J
名義はしヽずれも「全国安全センター」
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業主で保険加入していた期間> 

事業主で保険加入していなかっ 

た期間+3年」を基本的な認定基 

準としている(昭61.2.3基発第51 
号、事務連絡第73号一10月号 

9頁参照)〇ただし、この基準を満 

たさない場合でも、粉じん曝露量 

などを含めて慎重に判断すべき 

としている。

Nさんは、1973年に事業主特 

別加入していた。しかし、東京労 

働局が保存している特別加入者 

の記録は、1985年以降の分だけ 

で、それ以前の記録は破棄してい 

る。1973年から加入していたとす 

れば、加入期間が未加入期間を 

3年を超えて上まわるため問題な 

いが、1985年とすると加入期間 

が足りなくなる。

東京労働局で認定に必要な記 

録が破棄されているため、業務外 

とされてはたまらない。最終的に 

Nさんの場合、上野労基署は 

「1973年に加入していたとするの 

が合理的」と判断し、業務上認定 

した。

今回の決定の意義は、特別加 

入期間が明確ではなくても(そも 

そも原因は局にあるのだが…)本 

人や組合の申し立てが合理的で 

あればその期間が認められると 

いうことである。

建築現場での粉じん作業は、 

コンクリートなどを破砕するはつ 

り作業、建材を切断したり研磨し 

たりする作業、溶接やグライン 

ダー作業など多岐にわたる。これ 

までの粉じん濃度測定でも、濃度 

の差が大きく、管理されていない 

ことが判明している。

期間だけの単純な比較では、 

保険加入期間の曝露の軽重は 

分からないことが多い。通達や事 

務連絡を単純に適用すべきでは 

ない。そのような管理されていな 

い現場作業に携わったのであれ 

ば、加入期間と未加入期間の比 

較だけではなく、一定の期間以上 

の保険加入で認定を行うべきと考

(東京労働安全衛生センター)

自宅を超えた地点での通災

大阪參自転車修理は通勤に不可欠

大阪市港区に住むMさんは、 

西淀川区の建設資材製造工場 

の構内下請会社の従業員として 

勤務していた。自宅から工場まで 

は、当初、工場最寄りの駅からバ 

スが出ていたので、それを利用す 

ることが多かったが、昨年はじめ

頃からはバスの便が勤務の時間 

と合わないため、片道約30分の 

時間をかけて自転車通勤をして 

いる。

今年4月のある日の午後6時 

半頃、いつものとおりMさんは、 

自転車で帰宅途上にあったが、 

港区波除にある自宅付近を通り 

越して、付近のJR弁天町駅をへ 

だてて約300m先にある大通りの 

交差点をわたるときに自動車に 

はねられ、重傷を負った。

Mさんは、横断歩道からそれ 

た直線部分を信号が赤になった 

ばかりのときに、「エイヤツ」とばか 

りに急いで渡ろうとしたところを、 

高架の橋桁の陰から出てきた乗 

用車にはねられたというものだっ 

た。自転車とはいえ、自転車用道 

路ではなく、しかも赤信号であっ 

たこともわかっており、事故に対 

する本人の過失の割合は重いと 

いう状況だった。

事故の発生地点は、通常の通 

勤経路から約500m逸れており、 

通勤途上災害として労災保険の 

給付を受けるためには、その地 

点にいたことが少なくとも通勤の 

状態にあったことが認められる必 

要がある。Mさんによれば、その 

日は自転車の調子が悪く、港区 

に入る手前の安治川大橋をわた 

る頃には、ペダルを踏んでガクン 

と滑ってチェーンが外れそうにな 

るくらいで、修理をしないと危険を 

感じるようになったという。そのと 

きに帰りに自転車店へ寄ってい 

くことを思い立った。しかし、自宅 

から数十mのところにある自転 

車店は早く閉まるので、空振りに 

終わる可能性があると思い、覚 

えのあった駅より反対側にある 

チェーン店でやっている自転車店 

に行こうと考えたという。

毎日自転車で通勤している者 

にとって、明日も出勤しなければ 

ならない以上、自転車の修理は 

通勤そのものに必要不可欠なこ
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とといえ、最も合理的な自転車店 

を選んでそこまで出向く行為は、 

毎日の就業のためとらざるを得な 

い行為であると言わねばならな 

い。

こうした事情について、所轄の

西野田労働基準監督署に説明 

し、通勤災害として保険給付を請 

求したところ、8月中旬に支給決

定が行われた。

(関西労働者安全センター)

じん肺合併肺がんを棄却

第1群に指定した。しかも、旧労働 

省の専門委員t産衛学会の許容濃 

度委員会のメンバーには重複して 

いる委員もいるのだ。

現在、じん肺患者の肺がんは、 

新たな通達［10月号7頁参照］ 

り、①じん肺管理区分が管理3 (口) 

で管理4の限界上［或る^i、m) 
じん肺の陰影のため肺がんの発見 

埼玉•新通達の要件も満たさず

首麵建!■ン多摩西 

北支部0元組合員のTさんは、じん 

肺(1998年じん肺管理区分管理3 
口決定)、続発性気管支炎で療養 

中の1999年10月、肺がん｝;Lkり亡 

くなられた。従来、日本では管理4 
に合併した肺がん以外は労災とし 

て認められてこなかったが、じん肺 

患者や岩;3こ多く含轨るシリカ(二 

酸化ケイ素)に曝露した労働者に 

肺が脚発生が多いことは長年の 

疫学調査(:LW研究され、1997年 

にはWHOの下部組織IARCが、 

「グ;!/-プ1:ヒHこ対しT発がん性 

がある」とし、今年、日本産業衛生 

学会でも発がん物質第1群物質に 

指定している。

TさA/D遺族は、Tさんは長年に 

わたって隧道工事と水道工事にた 

ずさわっておりシリカの曝露により 

髄しせし労

償の請求を行ったが、今年3月請 

求は棄却され、埼玉労働局へ審査 

請求をしたが、8月にこれも棄却さ 

れた。国際的にも日本の学界でも 

認知された発がん物質に業務 

り曝露して、がんで死亡したにもか 

かわらず労災補償を受けられない 

という奇妙な事態湖きてV巧ので 

ある。

これはこの国の無能かつ無気力 

な官僚機構と用学者とし 

か形容のしようのない専門家た■助 

責任である。旧労働省は1998年 

に、「じん肺症患者に発生した肺が 

んの補償に関する専門検討委員 

会」を設け、2000年12月に、IARC 
の決定を無視し、シリカと肺がんの 

医学的因果関係は明らか(攻って 

いない、とする報告書をまとめてし 

まう。しかしが35か月後、日本産業 

衛生学会は「許容濃度等の勧告」 

の中で結晶質シリカを発がん物質

2001.11.8厚生労働省発表 

ダイオキシン類による健康影 

響等の調査結果(平成12年

が遅れたことロ)肺がんの確定診 

断時にじん肺のため外科手術を受 

けかったこと、ハ)イおよびハ 

のために死亡したこと、の条件を満 

たした場合に業務上とする、とされ 

ており、Tさんの場合には、手術を 

受⑽伽りた点と死亡した点が 

該当するが、他の条件を満たせず 

に今回の棄却決定となった。

厚生労働省は、シリカの発がん 

性と柳補償ゎいて»、新たな検 

討会を設け、検討中である。IARC 
の決定力ち4年が経過しており、そ 

の間にも、被災者は補償を受ける

く亡fCV砌だ。被災者、 

遺獻安^>ター«、それを擺 

ごすことはできない。Tさんの遺族 

は再審査請求を提出することにし

姗

(東京労働安全衛生センター)

度分)について一大阪府豊能 

郡美化センター等廃棄物焼却 

施設関係労働者一

ダfオキシン健康影響調査

厚労省參豊能郡美化センター
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1調査の経緯

平成10年9月に大阪府豊能郡 

美化センターの土壌等から、高濃 

度のダイオキシン類が検出され 

たとの発表があり、労働省(当時) 

では、直ちに同美化センターの従 

業員に及ぼすダイオキシン類健 

康影響を調査するために中央労 

働災害防止協会に「豊能郡美化 

センターダイオキシン問題に係る 

調査研究委員会(委員長高田 

勗)」を設置した。

以下、その調査結果は、

(1) 平成10年度の委員会の報 

告［1999年5月号フ頁以下参 

照］では、豊能郡美化センター 

の焼却炉内作業等に従事した 

労働者の血液中ダイオキシン 

類濃度は、周辺住民と比較し 

て高いレベルにあったものの、 

血液中ダイオキシン類濃度と 

の明らかな関連のある疾病は 

認められなかったこと、並びに 

文献調査の結果からも、その 

血液中ダイオキシン類濃度は 

明らかな健康影響を引き起こ 

すレベルではないとされた。

(2) 平成11年度の委員会の報 

告では、豊能郡美化センターに 

っいては焼却炉内作業等に従 

事した労働者について追跡調 

査を実施しており、その結果、 

平成11年度調査の際の血液 

中ダイオキシン類濃度は平成 

10年度と比較し、7.2%の減少 

であった。また、血液中ダイオ 

キシン類濃度が高かった者に 

ついては、引き続き継続調査 

を行い、総合的評価を行うこと 

が望ましいとされた。

また、廃棄物焼却施設に協

力を求め、12施設について、 

労働者の健康状況及び労働 

環境の調査を実施した。その結 

果、12施設の労働者の血液中 

ダイオキシン類濃度は、平均 

25.5pg-TEQ/g脂肪であり、こ 

れまでに実施された一般住民 

の測定値とほぼ同じであった。

(3)平成12年度には、引き続き 

豊能郡美化センターの焼却炉 

内作業等に従事した労働者に 

ついて追跡調査を行うととも 

に、豊能郡美化センターの敷 

地内で土壌の運搬等の作業に 

従事していた労働者について 

調査を行った。

また、廃棄物焼却施設に協 

力を求め、8施設について、労 

働者の健康影響等の実態調 

査を実施した。

今回、これら平成12年度に 

実施した調査について、その結 

果が取りまとめられたので報告 

を行うものである。

2調査結果の内容

平成12年度に追跡調査が実 

施さ池豊能郡美化センター関係 

労働者等の調査結果がとりまとめ 

らhた。今回報告された調査結果 

概要は、以下のとおりである。 

(1)豊能郡美化センター関係労 

働者21名(平成10年度からの 

追跡調査)

血液中ダイオキシン類濃度 

—平均131.7 pg-TEQ/g脂肪 

［最大値 480.4pg-TEQ/g 脂 

肪、最小値19.2pg-TEQ/g脂 

肪］

皮膚視診等の検査結果一 

ダイオキシン類へのばく露によ 

ると疑われる所見なし

現時点でダイオキシン類の 

影響が疑われる疾病等は認め 

られず、また、平成12年度調 

査の血液中ダイオキシン類濃 

度については、平成10年度 

(平均 265.0pg-TEQ/g 脂肪)、 

平成11年度(平均246.0pg- 
TEQ/gS旨肪)に比して大幅に減 

少している。本調査は、引き続 

き継続じT行い、総合的な評価 

を行うこと/^望ましい。

⑵豊能郡美化センターの敷地 

内労働者12名(新規調査) 

血液中ダイオキシン類濃度 

一平均 26.2 pg-TEQ/g脂肪 

［最大値80.2pg-TEQ/g脂肪、 

最小値12.5pg-TEQ/g脂肪］

皮膚視診等の検査結果一 

ダイオキシン類へのばく露によ 

ると疑われる所見なし

調査対象者の血液中のダイ 

オキシン類濃度の平均値は、 

これまでに実施された一般住 

民の測定値とほぼ同じである。 

(3)全国8施設の廃棄物焼却施 

設労働者145名(平成10年度 

からの継続調査)

血液中ダイオキシン類濃度 

一平均28.4pg-TEQ/gB旨肪［最 

大値132.9pg-TEQ/g脂肪、最 

小値6,7pg-TEQ/g脂肪］

皮膚視診等の検査結果一 

ダイオキシン類へのばく露によ 

ると疑われる所見なし

調査対象者の血液中のダイ 

オキシン類濃度の平均値は、 

これまでに実施された一般住 

民の測定値とほぼ同じである。

※ http://www.mhlw.go.jp/
houdou/0111/hll08-
4.html
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